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潜在的評価情造の差異を考慮した離散型選択モデル

概要

非集計離散型選択モデルの導入当初は.その背景にある行動理論の明確さ故.時!日J(Iり-地域

的移転性や.交通発生や経路選択などの様々なレベルの問題に適用が可能であると考えられてい

た.しかし.これまでの様々な事例研究により .当初期待されていたほどの移転性や.係々なレ

ベルでの予測に適用するのは難しいことが指摘されてきた.この原因と考えられるものの巾で.

特に主要な要因として.モデルに用いられなかった変数の問題.個人間の様々な異質|生の問題.

行動の時間的依存性といった動的特性の問題があげられる.そこで本研究は.これらの非集計行

動モデルが抱えている問題点に焦点を当て.選択行動理論を含めて再↑I'~築を行い.それに即した

非集計行動モデルの開発を行った.具体的には以下にあげる 3つの点に清目している.

-主観的意識要因 を考慮した非集計離散型選択モデルの構築

-個人の手~:H'I生を考慮した非集計離散型選択モデルの構築

-行動の動的特性を考癒した選択モデルの構築

これらの要因を考慮するため.マーケテイングの分肝で用いられている意思決定過引を??;;t

となる選択行動理論として援用し.上記の 3 点について. 多変 ;ì:~WTt'i.手iLや生存11.'1rHJモデルなど

の.主に他の分野で使われている手法と非集計行動モデルの絞合モデルを提案し.事例研究を通

じてその有効性を確認する.

まず . 主観的意識要因を明示的にモデル中に取り込むために.線形的iE方程式モデルを ~!J し、

て.主観的意識を尋tねたデータと存観的属性との問の関係を定式化した.そして.行動の'JT;;tと

なる泣在変以を iS1.Hi し.その変数を非集計月IUj文型選択モデルの;;~~lij J変以に用いる手法を提案する.

~j1例研究の結果から.必楽した手法を月jし、ることにより選択モデルの迎介皮を改普され.その有

効性が示された.

|訂Jtlにdi7'(ぞitI1l、決定j白む:にろ!とづいて， 紋?形f杉5↑防;昨存幻j泣主方干紅2式モテデ，ルをjハ川|リlいし、て↑引仙|凶4人のj主:_j(似刈f的|向リなfil川liilt引( : 

j以tJLlL3i巾1/主í~ をづdね斗たテデ，一 夕と3芥~与:i仰刻f白作的|ド内!リ)1，匝属5瓦1性との|凶則{係系を!附;位な幻j治立化し.主似f的ド内jバ11制仙川11山州11川lifl似It山l白iリ仏山J人却tJμ!

た このit~: (1 :変放 を.日If. lì~ ~~I.! jI!I択モデルの未知fJ放をノンパラメト 1).')クにうj、イいーさせるii'i(I:七グ

メントモデルに ~I J し、て.例人の 4\~11'1"'1:.を考回したjI!I択モデルをJ，U来した.この手法の :jqylJli)f-'Jどを

仮処(の ;I)~ ;5~ 下での jさ.J1-~を尋ねる S P ( Stat凶 Preference ) データ.ソ~ F~~の j笠択枯れを尋ねた R P 



( Revealed Preference )データ及び同一個人に繰り返し調査を行うノてネルデータに適用した結果.

いずれも高い迎合度を示 し.この手法の有効性も確認された.

行動の動的特性を考慮するために.パネルデータを用いた非集計行動モデルの構築を行った
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1 - 1 本研究の背景と目的

大都市での慢性化した交通渋滞.その一方での朝夕の通勤電車の混雑.観光地周辺道路での

休日の大渋滞とそれに伴う交通混雑や生活道路への通過交通の進入などの地域住民の生活環境

の悪化.地方都市の郊外部での慢性的渋滞と公共交通の衰退.交通に起因する環境汚染やエネ

99 

ルギー消費の増加.このようにいくつもの解・決すべき問題を抱えているのが.今日のわがl玉|の

交通の現状であるといえる .これらの問題はその社会的非効率性という共通の背景を抱えてい

る.社会的非効率性とは経済学で言 う「ノぐレート最適」が達成されていない.つまり誰の効用

も下げずに全体の効用をあげる資源配分が.可能な状態であるということである.これは渋滞

や環境汚染などの外部不経済の発生という.技術的・制度的な問題による市場の失敗に起l止す

99 

・101

・102 るものであか適切な社会基盤整備や交通政策によってパレート最適が達成されうると 考えら
102 

れる.そのための具体的な政策として.パーク&ライドなどを用いた交通需要マネジメント政

. 107 

・109
策が.この数年わが国でも深刻な交通渋滞に悩むいくつかの地方都市で試験的に実施されてい
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• る. また大都市圏では.自動化運転.経路案内などを統合した 1T S (Intelligent Transport 
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S ystems )が.ビーコンなどを用いて情報提供を行う V1 C S (Vehicle Infonnation and 

Communication Systems ) の供用が始まるなど実用化の段階に入り.これらを用いて経路市~:を

. 124 

. 126 

含めた総合的な交通需要の管理方策が検討されている.これまでに ~Amf(ドJ に運用された火辿 ;JJ

. 129 要マネジメントの事後分析を見ると .導入された交通九~~マネジメント政策に付する作例人の

. 129 

・130

対応は.すぐに行動に変化が現れる人や.徐々に行動を変化させる人.ほとんど変化しなしリ¥

といった反応時間の速いを含めて，枚々な行動の変化のパタ ーンが観察されている.これらを
. 130 
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第 6章 研究のまとめと今後の課題

詳しく見ると.その意思決定には個人の特性. 11寺実11.状況など非1r;に多くの要素が絡み行っ て. 132 
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・138
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・146

. . . 153 

・156

. 158 

いることがうかがえる . 例えば通勤時の交通機関選択に対する交通æ~マネジメント政前とし

てのパーク&パスライドの利用状況を例にl限ると.その日の残業の布 !!I.f;などの勤務状況に依 (T-

し終業後の子定にも応じて変動するなど.決して料金と所要H寺!日!のトレードオフといったシ

ンプルな意思決定メカニズムに従っているとは言い統い.同じように交通需要マネジメント政

策の一つであるロードプライシングを.外部費用の内部化による市場Ulli怖の修正として分析す

る場合に.需要関数を j淳出するための交通行動モデルは.こういった校げな行動特性をJ5・11Eで

. 161 



きるものであることが望ましい.

これまで.交通需要モデルにはマクロ的・全体的観点から分析を行う.いわゆる 4段階推定

法に代表される集計分析. ミクロ的・個人的観点から分析を行う非集計分析の 2系統が存在し

ている.誕生してから約 20年足らずの非集計分析ふ現在では実務レベルへの浸透も進み.

これら 2系統の手法を適切な場面に応じての使い分けがなされはじめている.ここでモデルと

は.本来的にどのような特性を備えているべきであるかを考えてみる.モデルは.ある現象を

単純化して描写したものであり.現実11し界の特性をいくつか備えてはいるが.総てを備えてい

る必要はないこともある.例えば交通現象を取り扱う場合でも.総てを説明できるモデルを構

築することは現時点.であまり現実的ではなく.そのときの分析対象によっては.シンプルな形

のモデルによる場合が好ましいことも多い. しかし，先に述べたような交通需要マネジメント

政策や交通情報提供などの効果分析を行う場合の交通行動モデルは，個人による反応の違いが

顕著であり.その反応の違いが政策の効果に大きな影詐を与えるので.個人の選択行動特性の

述いをより示111かく表すことのできる非集計モデルが過していると考えられる .しかし.その ~I:

集計分析を行う場台.開発当時から用いられているような限られた.所要時間や費用などのい

くつかの主妥な要因に基づいて，効用長大化原理に基づいて行動する合理的個人の仮定や.対

象母集日Jrl、j で、は íriJ ーの n~好を持つという仮定の下で静学的にモデルを構築したのでは.政策の

効果を JI ~ しく計量することは.先に挙げ‘た理由により困難であると思われる.効果を正確に計

長できないモデルによる予測に必づいて政策が決定された場合は，期待された効果を発揮でき

ないだけでなく，逆にパレート最適から遠ざかる可能性すら存在する.このように.より個人

の行動を村紋に記述できるモデルは.行日行所要H寺間をはじめとする交通情報が提供されること

によって.イメiiに渋滞の緩和が行えるのか. という疑問に明確な答えを導くためには必要とな

るであろう

自動 q(~j曲を干IJ JlJする人が.現在の火j必の問題点として真っ先に挙げるのは.大都市問に|以

らず íl 々た II ~ している交通山市であろう.これらの渋川の多くは.交通量がわずかに減少する

だけでたきく絞利されるという報告がし、くつか兄られる.そのため. フレックスタイムはもち

ろんパーク&ライドなどの.これまでにもせ案され試験的に述月!されている交通需要マネジメン

ト政策を.政負Yの効県が大きく持続'I''tのあるサブグループに重点的に働きかけることが.の:長

2 

回全体に働きかけて行くより効率的かつ効果的だという指摘がある. このとき.伺人の異質性

を表現できるモデルが構築され，そのような政策が効果的であると思われるグループを構成す

る人々の特徴が把握できるとしたら.その意義は非常に大きいと思われる.これらの指摘から.

従来型の合理的個人が均質の晴好を持つと仮定するアプローチでは.交通需要マネジメント政

策の効果測定に，自ずと限界が見えてくると思われる.

また.同様なことから.これまでの単一断而でのデータに基づいた市学的モデルの限界もう

かがえる.なぜならば.個人の交通行動の選択は.ある時点での決定やその結果が.後の時空

間での交通行動の意思決定に影響を与えていることが明白な場合も多いためである.例えば.

自家用車の購入と{実用について考えると.世帯の自家用車によるトリップ数およびトリップ延

長は，自家用車を購入したという，ある一時点での意思決定に依存することは明白である. も

ちろん自家用車の購入という意思決定に.その後の自家用車によるトリップによって得られる

期待効用も影響を与える.このように自家用車の購入と自家用車によるトリップは.明らかに

時点問で独立とはいいがたい. しかし.iji一断面での調査に基づくモデルは.用いたサンプル

間の差異によって行動の差異を説明するものであり，サンプルの変化によって行動の変化を説

明するものではない.このことは，行動結果と調査時点の関係を独立と暗黙裏に仮定している

ことになる .例えば.一時点の断面調在データから構築された.自家用車の購入決定と自家用

車によるトリップ数を説明するモデルは.説明される二つの変数のH寺間的な独立を仮定してい

ることになる.この例のように.交通行動モデルは.サンプル間の差異だけではなく.サンプ

ルの属性や交通条件などの時間的変化を.明示的に考慮できるものでなければならない場合も

多く存在する.

そこで本研究は.先に挙げた個人のSI:，11刊:や行動の時間的依存性などの.交通需要予測のベ

ースとなる交通行動モデルが今後直而しj仰がとしていかなければならないと考えられる分析 1-の

問題に対して.その回答となる手法の犯案を試みるものである.そのためには.併在(I~) な il/， l ) 

の意jAl、決定博造を.より積極的-明示的にモデリングすることが必要である.具体的には.三:

通機関選択に他人の潜在的な要因を取り込む手法.および.個人の主制的な11的子のjJ[;いを IlfJぶ

した交通機関選択モデルの提案である.また.そのアプリケーションとして，格好の泣いが現

れやすい選好意識データ (Spデータ)や. 個人の選択の時系列データであるパネルデータを

3 



用いて. 噌好の違いを明示的に示すモデル推定する.また，パネルデータには特有の消耗現象

によるバイアスが存在することが多いため.パネル調査への残留を内生的にモデル化した交通

行動モデルの提案を行う.このように様々な要素が複雑に絡み合った交通行動を.計測が困難

と思われる要素の意思決定への作用.例人ごとに生じている様々な晴好の違い.そして時間的

な要因を含めたモデルを構築し，交通行動のほんの一部の再現が可能になることを願うもので

ある.

1-2 交通行動分析に関する研究の流れと今後の方向性

日本の交通需要予測の分析に，非集計離散型選択モデルが本格的に導入されるきっかけとな

った「交通システム分析と交通計画」と起したセミナーがM.Manheim. M. Ben-Akiva. S. Lerman 

氏を招いて 1981年に行われた.その後.交通需要分析を行っている研究者の問で.従来か

らのパーソントリップ調査など，大規絞調査に基づいた 4段階推定法に代表される集計型の分

析に置き換わるものとして期待され.国内でも多くの研究者により.その事例研究が盛んにな

った.非集計交通行動モデルは. 1 9 7 0年代初頭にアメリカ合衆国で D.McFaddenらによって

その理論的体系が形作られ.欧米では日本に先駆けてそのアプリケーションが盛んに研究され

ていた.非集計行動モデルは従来からの集計型分析に比べ.

-小サンプルでモデルの推定が可能である.

.郁々の政策変数の導入が容易である .

-選択行動を去すという汎用性の広い行動論的理論背景が明石在で、ある.

などの長所を持っていたため.交通需25予if!lJのみならず，立地分析などにもその適用範四を広

げながら.わが国でも土木計画の分野全般に浸透していった.その一方.非集計モデルの開発

の過れで指摘された.選択肢集合の不ft'(I;尖性の問題や意思決定者の異質性の問題は，国内では

非集計モデル導入から方法論的な確立を見るまでの数年間.それほど主要な研究対象とならず.

もっぱら迎月j犯図の確認や.移転可能れの問題など実務への適用研究に力が注がれて来たこと

が指仰できる.その結果として，セミナー!}flfHi後.比較的短期間で交通機関選択などに尖務的

成れを伐すことができたと考えられる.同11れり1.海外では. 1 9 8 0 il~ には非集計分析の託~.~.

を行った何日;京会ぷ (IntemationalConference on Research and Applications of Disaggregate Trave1 Demand 
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Moals)がイギリスの Universityof L底油で開かれ.非集計分析に対して当初の則的の大きさの

反動として様々な批判もあった(Ortuzarand Kirby (1982) ) .それに呼応するように. 1 9 8 

1年にオックスフォードで開かれた会議では.交通の分析対象として.活動を中心に据えたア

クティビテイ分析が登場してきた (Carpenterand Jones (1983) ) .アクテイピティ分析は交通行

動理解のために非常に有効な視点を提示したが.これまでのところ強力な方法論がない

(Kitamura (1988) )ため.実務ベースに用いられた例がほとんど存在せず.研究白体も 減少気

味であった. しかし.近年環境問題が深刻化し，交通の環境に与えるインパクトが世界規模の

問題として取り上げられるようになり.その都市政策上への反映である SustainableDevelopment 

(持続可能な発展) に関連して，交通を適正な 量に管理するための交通需要マネージメン トの

効果測定などには，活動との関連性に若目することが有効であるとの考え(北村 (1996) )か

ら.アクティピティ分析は.この数年再び注目を集めるようになった.

一方.非集計行動モデルの理論が確立した直後の. ミクロ計量モデルの理論的研究を集めた

Structural Ana1ysis ofDiscrete Data with Econometric Applications (Manski and McFadden eds. (1981) } 

には.先に述べたアクテイピティ分析以外にも.本論文で研究テーマとして取り上げる問題に

ついての研究が見られる.例えば意思決定者の異質性についてのランダム係数モデルの研究

(Fischer and Nagin (1981) )やパネルデータを用いた動的分析 (Heckman(1981) )などである.

その後. 1 9 8 0年代前半からの，アメリカ合衆国において， fI寺のレーガン政権の公共投資に

対する予算削減政策を受けた連邦運輸省の交通研究に対する予算の削減や.理論的にそれほど

重要な新展開がなかったことなどが原囚で，非集計分析に対する研究にそれほとツミきな成果は

見られない. しかし. 1 9 8 0年代後半から.いくつかの興味深い理論的新展開があり，再び

非集計分析の研究が盛んになり， 1 9 9 1年にカナダで閃かれた国際交通行動学会 (ICTB;現

IATBR)では.仮想の状況に対する意思衣示である sp (S tated Prefe陀 nce)データをmし、た分析

などこれまであまり!日いられなかったデータソースを川いた分析手法の理論的元民などがあ

り.再び多くの坦!論的目}f' 究成栄を見ることができるようになった.刻化て'はこの非!，Is~l 'モデル

の理論的発展の流れの中で，複数データセットを月]し、たモデルの研究やj点差分布の初級化の {j)f

究などが応んになりつつある.このような非集計モデルの型論的展開で.本研究は当初jから ~I :

集計モデルの問題点とされていた.河川]rJl数から抜け孫ちた変玖 (OmittedYariab1e)によるパイ

アスの問題を 22fで取り扱い. 3 草で SP データを援刑して例人の効fIIパラメータの ~JI~: 1'[ 'Itの
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問題に焦点を当てて分析を行う. 4章. 5章ではパネルデータを用いて，個人の異質性を考慮

したモデル分析と後述するパネルサンプルの消耗によるバイアスを考慮したモデル分析を行う.

このように概観できる非集計モデルの発展の歴史に対し，現時点での研究の方向性について

考える.これまでに述べたように，より細かな計画に対応できる ように.交通行動モデルの精

綴化は.一つの重要な研究課題として今後もその重要度は高まって行くであろう.同様に. ミ

クロ的視点とマクロ的視点に基づいたモデルの融合も.集団内での他者との関係が.現実の交

通選択に大きなウェイトを占めるようになっていくに従って.その必要度を増して行き .より

重要な研究課題となって行くであろう.同じように.近年のモデル論の発展の中の大きなウェ

イトをしめる. s p_データやパネルデータなどの古典的クロスセクショナルデータ以外のデー

タソースを用いた分析や.大規模クロスセクショナルデータと小規模パネルデータ の統合など

異種データの複合的分析は.非集計分析の対象拡大とも関連して今後ますます増えてくると思

われる.これら非集計行動モデル発展の背景には，心理学やマーケテイングリサーチで発展し

た統計的分析手法の援用によって.これまで効用関数という一種のブラックボックスとして扱

われてきた交通行動の意思決定構造に. 2章で述べる知覚値や態度といっ た潜在的な要因を 明

示的に取り込む手法の発展がある.このような分析の考え方や統計的手法の発展は.様々なデ

ータがし、っ たい何を測定し.それが他のデータとどのような関係にあるのかということを明確

にすることを可能にした.

ここで.マーケテイングリサーチの分野で一般的に用いられている .時間的経過を考思しな

い単一時間断而での消計者意思決定例迭を図 1-1に示す.この中で. J笠好の意思表示 (sP) 

と1l目立の指悼および知覚仰の指標の 3つが交通行動分析に主に用いられる意識データである .

このような意識データについては，非集計行動モデルの創成WJから.交通行動理解のために霊

安であることが1':1摘され. 1 9 7 0年代にこれらを取り込んだ非集計行動モデルの研究が盛ん

になった(Pas (1990) )が.非集計行動モテデfルの背景に仮定される安効)Jμl川「日Ji最走大化原翌号型nという明似

な}IJl引JLi，可治JA命l占}と?拾主合f性tを{保呆てる分析手j法去が石祈硲1在t立していなカか、つたことなとど..，にこよつて. 1 9 i n ir::代後半

にはド火になり .その後定性的な意識分析が.交通行動を型的午するために行われてきた. しか

し.マーケテイングリサーチの分野ではその主要性がより強く認識されており，これらのデー

タを m し、た定 ;引I~ な分析手法の発展がなさ れてきた.これらの意識データの中で j~好意識を
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態度の指標

意思決定者の社会経済属性

代替案の属性

1← 

L_ーーーーーーーーーーーー;ーーーーーーーーーーーー J

一ーーーー》

くこ二二〉

図 1-1 単一時間断面での消費者意思決定過程解析のフレームワーク

知覚値の指t~

選好の意思表示

(SP) 

構造方程式

測定方程式

観測可能な要因

観測不可能な要因

(Morikawa (1989) ) 

表すデータは.被験者に仮想の選択状況を提示し.選好を尋ねたときの回答を用いることが多

く， 一般に sP (Stated Preference)データと呼ばれている.そして質問の形式により選択データ.

ランキングデータ 評有データ トランスファープライス lなどのマッチングデータ 2が存在する

(森}II(1991) ) .その他の意識データは測定しようとする対象により.知覚f直指傑と態度指

標の 2種類に大きく分けられている.計歪心理学の分野では. s Pデータについては.属性の

組み合わせをいくつか捉-示 した中での足好を分析するコンジョイントアナリシスなどの手法が

注目され.知l覚値 -態度データについては， 潜在的な意識椛jEを明示的にモデル化し.これら

のデータを定量的に分析する手法がそれぞれ発展してきた.知l党値-態度データの特性とその

分析手法については 2京及び3章で. s Pデータの特性とその分析手法については 3i7fで詐し

l転換ulJi倍.現在の利用二r-段と代替案が選好再定別になる針用・料金

2より望ましい選択肢と選好無差別となるように，代替突の特定の属↑t他を答えてもらうもの.質問だけに

ついて答えたものがトランスファープライス
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く述べる

同じように.新たに非集計分析に用いられるようになってきた多時点データは，その収集方

法や対象とするサンプルなどによりパネルデータ，多時点クロスセクションデータ，集計時系

列データなどに分けられる.このうちのパネルデータについては 4， 5章で用いその特質など

についてはそれぞれの章で詳しく述べる.先に述べたアクテイピテイアナリシスと の関連から.

個人のトリップの記録を日記形式にしたトリップダイアリーデータ，活動も含めて一日もしく

は数日間の日誌形式で採取するアクテイピテイダイアリーデータなどのダイアリー形式のデー

タふ非集計分析のフレームで研究される例がその大半を占めている.これらのデータ の収集

方法ふ従来の調査票形式の家庭訪問調査や郵送調査だけでなく.携帯型パソコンを用いて.

被験者の応答によってそのtl'iで質問を変動させることが可能な応答型調子Eや.マーケテイング

の分野では.オンライン化されたバーコード読取装置などを用いて物品購入履歴のデータを即

時集計が可能な.スキャンパネルデータなどを用いることもすでに始められている.交通行動

の分野ではーこのようなスキャンデータに近いものとして，警察が通称Nシステムという自動

車ナンバー自動読み取り装置を各地の高速道路や大都市周辺の幹線道路に設置しているが. プ

ライパシーの保護の問題などから.盗難車.の捜査に利用されている程度であ って.自動車の動

きの把握に使われる予定はない.同じように自動車のナンバーをスキャンする，通称Tシステ

ムという旅行H寺問情報システムも大都市や観光地周辺で稼働中であるが.これも現在のところ.

所安H寺間や渋滞情報などの旅行時間情報の提供に用いられている程度であって，大規棋に白星}j

rlLの移動を把促する計画は存在しない.これらのナンバー読み取り装置はいすーれも非常に高価

であって.これらのシステムを用いて車の移動の把慢するよりは.近年同内で普及のめざまし

い.カーナピゲーションシステムを別し、て.地図上での移動を逐次保存することによって.丸j

象となる II(の移動を制作するブJが現実的であると言える .

活動を合めたダイアリー形式のデータは.これまで研究レベルで収集はされているが.これ

までのところ.交通と活動を含めた包旧作Jな非集計モデルの分析フレームは存在せず.その一

音I~の分析に非民計モデルがnJ v、られることが多い.その中にはトリップチェイン ~í. f立での ~~J Jl J 

h~大{じゃ. 11ギ ~n\j プリズム内で・の効月j 長大化を仮定するモデルなどが存在する.ただし交通

知立与を災地点的動の派生的需要という単方向的な見方に基づいたアプローチでなく . 交通と j~.
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動・情報交換の相互関係をダイナミックにモデル化する必要が.今後 21世紀に向けて大きく

変動が予想される情報・通信技術の展開.超高齢化社会の到来.新しいコンセプトに基づいた

移動手段の登場.といった状況下での需要予測には必要となる可能性が高いと言える.非集計

離散型選択モデルを用いた分析の対象として，都市圏での日常的交通機関選択や立地分析など

多方面に適用例が見られると述べたが，適用領域も交通計画の必要な範囲が広がるにつれて更

なる広がりを見せている.例えば.航空需要の拡大に対応した航空計聞のための国際航空需安

の分析や.通勤 ・通学などの日常交通だけでなく，買物・観光などの非日常交通などへの適用.

交通選択行動だけでなく.時間利用などの活動選択モデルなどへの適用が多く見られるように

なってきた.

選択ルールの特定化についても，今後研究の発展して行く分野と考えられる.主に交通機関

選択での適用例が多い非集計行動モデルは.所要時間.費用などの選択肢や意思決定者の属性

を用いた加法型の効用関数を仮定し，最大効用をもたらす代替案を確率的に選択すると仮定す

る事が多い.このような場合に注意すべき点として，効用最大化行動を仮定して構築したモデ

ルシステムは.効用最大化という仮定そのものは検証できないことが指摘され，一般に「モデ

ルの循環Jと呼ばれている (Laveand March (1975) ) .また.加法型の効用関数を用いること

は.効用関数に含まれる総ての属性を同列に並べて評価し.選択しているとし寸仮定も存在し

ている.この坊合.同ーの効用レベルを達成する，つまり無差別曲線上に存在する属性のi世み

合わせは.如限に存在することになる.このことは各属性問で補償が可能であることを示して

いるため.一般に補償型の選択ルールと呼ばれている .交通行動の選択ルールが.常にこのよ

うな補償型であるとは限らない.実際問題として 観光目的地の選択を例にとって考えてみる

と観光目的地は選択肢が非常に多いことが一般的であり.このような場合，意思決定者は化

ての選択肢を同列に並べ，その属性を同H寺に比較しているとは考えにくい.それよりは.最も

重要な属性に着目し，比較佼位である選択肢を階層的に絞り込んで行く砕筈編纂型ルールや.

各属性に段低水準を設定し.それを総て満たしている選択肢に絞り込んでいく連結型ルールな

ど.属性n¥1で・のflHi貨を許さない非何ltU型の選択ルールに法づいていると考えた方が妥当性がお

い場合も多く存在する. しかし，非補償型選択モデlレの方が行動記述の而で俊れていると考え

られる局市iにおいて.このような選択ルールに対応した計量モデルもいくつか提案されている

にもかかわらず.非補償引ルールに基づいた選択モデルは.これまで川いられることは少なか
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った.これは. 加法型の効用関数は効用パラメータの与え方などにより.非補償型選択ルール

の近似を与えることが可能であることと.非補償型選択ルールに基づいた計量モデルは.ロジ

ットモデルのようなシンプルな形で表現されているものが無く.推定作業や予測計算に煩雑さ

が増えることが多いなどの理由によると思われる. しかし，計量的な需要予測だけでなく.公

共交通の需要喚起や.都市中心部の活性化などのマーケテイング戦略作成なども土木計画の一

環として扱われるようになり，細やかな計画立案の必要性が高まってきた.このような場合は.

非補償型の選択ルールに基づいた分析の有効性が高く.補償型の選択モデルで近似することが

困難であるため.近年再び非補償型選択モデルの再検討が行われている.

また.これと関連したケースとして.個人ごとの選択肢集合の正確な把握の必要な局面とい

うものも増えている.例えば，普段パスを利用しない層に対して，パスを含めた公共交通機関

の需要喚起策を策定する場合.選択肢集合形成過程を考慮していない交通機関選択モデルでは

不十分な場合がある.なぜなら，このような層は，もともとパス路線の存在を知らず.パスが

選択肢集合に入っていない人も含まれると考えられ，パスが意思決定者全員の選択肢集合に.

硲定的に含まれたモデル.つまり.全員がパスの路線を正確に把握しているという仮定の下で

の需要予測は.パスがもともと選択肢集合に入っていない層の行動モ デルのパラメータにバイ

アスを与え.パスのシェアを過大に推計することになる.このようなバイアスを回避するため

には.選択肢集合形成過程を含めたモデル化が有効であり.需要喚起策は選択肢集合形成段階

に(引きかけるものが有効になると考えられる. この ような選択肢集合形成過程は.先に延べた

ように.非補償型ルールに基づいていると考えることが妥当な場合が多 く，この意味でも.非

補償型選択ルールを含めたモデル構築の必要性は高いと言える .

モデル論的見地からとは別に.一般的・社会的背景から今後交通行動モデルに必要となって

くるものとして.環境・エネルギ一間也に対する交通からの取り組みをどのように許制・分析

していくのかが主安になって行くであろう.環境・エネルギ一問題は.非集計行動モデルが(反

7じする11川人レベルでの効用最大化の結果として.長期的・社会的な目仰が達成されることがまIt

しい問題が多く.その FIt:~~達成のための交通需~マネジメント策には.例人の欲 ;Jとを芥jJえる方

向jに例く政策が的えてくるであろう.このような状況下で・の交通行動分析には.各意思決定者

を. friJじ集団に属する他人とは独立に芯忠決定を行う主体として取り扱うのではなく.流行.
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向調-非同調といった他者との相互関係を含めた行動分析や.社会的合意形成過程のモデル化.

社会的判断.説得と誘導などの組織論・対人行動論などをふまえた分析が必要になってくると

考えられる.これらはミクロ的視点に立つ分析とマクロ的な視点での分析を一体化する方法論

を必要とし.現在でも非集計モデル適用の際の需要の集計化の問題とあわせ発展の方向として

提示されると思われる.

1-3 本論文の構成

本論文は.以下のような章立てで構成される.まず l章で研究の背景と目的について述べ.

交通需要予測のこれまでの研究を.非集計分析という切り口で概観し.変容する社会環境との

関連から.今後の研究発展の方向について展望する.続いて 2章で主観的潜在的変数を効用!万

数に導入した交通機関選択分析を行う.主観的潜在変数の同定には線形惰造方程式モデルを用

いるが.潜在変数を含むモデル一般の特性について検討し，線形構造方程式モデルと離散型選

択モデルの統合をベースに研究を進め.その事例研究により得られた結果から本研究で提案し

たモデルの有効性の検討を行う. 3章では個人の効用パラメータの異質性を非集計分析に導入

する手法の検討を行う.本章で行う研究の特徴としては，個人の効用パラメータの異質性が現

れやすいとされる SPデータを用いることである.特に同一個人から選好の情報を繰り返し得

ることが容易であるという SPデータの特性を生かし.同一個人カか、ら繰り返し複数回のj選詮好{

報を得た SPデ一夕を用いて.個人の効用パラメータの異質性を考慮したモデルを情築する.

まず，既存のトリップ目的や社会経済属性など，事前に外生的な基準を定め.それに沿ってセ

グメント分けを行うアプリオリセグメントの問題点を提示し.その対策として意思決定者ごと

にモデルを推定し.得られた例人パラメータによるアプリオリセグメントや.アンケートによ

って得られた態度指標に線形構造方程式モデルを適用し得られた潜在的態度変数の推計他に

よるアプリオリセグメント手法の提案を行いその事例研究を行う.また，非集計行動モデルへ

の潜在セグメントモデlレの適用を提案し，個人属性や態度変数を用いた事例研究を通じて.it;;

在セグメントモデルの有効性を検証する. 4章. 5章ではパネルデータを用いた動的モデルの

開発を行う まず.パネルデータの問題点と利点を列挙し. .1 ~'tでは. 3章で用いた複数 SP

データと同じく，同一個人から複数の観測を行うというパネルデータの特長を用いて， 1包:在ク

ラス分析の事例研究を行い.その有効性を再び検証する.このとき.時系列的に安定した非観
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測要因による個人間の誤差相関 を考慮したモデルもあわせて推定を行う.続く 5章では.パネ

ルアトリション(消耗)を考慮した選択モデルの構築を行う.パネルアトリションは. <-1章で

モデリングを行った，個人の非観測要因に深く関連しており，この影響を考慮したモデル構築

を行う.このとき，配布された調査票に対し，返答無しゃ記入漏れなどによる有効回答の減少

を事前消耗と定義し，この問題とパネル調査での消耗現象を，同ーの行動原理に基づくと仮定

した分析フレームの中でモデリングし，事前消耗とパネル消耗の両方によるバイアスを同日寺に

解消する手法を提案し，事例研究を行う. そして 6章で本研究をまとめ.本研究で得られた知

見と今後の課題について述べることとする.
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第 2章 主観的意識要因を考慮した交通行動分析

2-1 はじめに

交通需要予測における交通機関選択分析は，近年研究が最も応んに行われている分貯の 一つ

である.特に.計量経済学で理論的発展が進められてきた離散型選択分析 (DiscreleChoice 

Analysis ) を用いた.非集計行動モデルの J~m によるところが大きい (Ben-AkiV::l and Lel1TlaJ1 

(1985) ) .非集計行動モデルの特徴としては.背景となる人間の行動理論が明快で.個人の

選択行動メカニスムを表現できるため，政策の変化に対する予測に使いやすいことや.以少な

いサンプルのデータで.信頼性の高いモデルが推定できることなどが挙げられる(芯地 (1984)) 

しかし.これまで適用されてきたモデルでは.選択行部J を説明する~囚として.所妥11寺 uu ・:ft

用などの定量化が可能なものしか用いられないことが多かったが.実際の選択行動メカニズム

は.定量化可能な要因以外にも.潜在的主観的要因によって規定されていることは自明であり.

また指摘-研究が非集計モデルの創成期から現在まで続いている (例 えば Reckerand Golob 

(1976) .鈴木ら (1986)) .そこで.本研究は.潜在的要因を取り入れた交通行動分析の方

法論を展開し.それに対する実証的研究を行うことを目的としている.

本章で提案する方法の概略は アンケート調査によって得られた主観的心理データを用いて.

潜在的要因を取り入れた交通機関選択モデルを構築するものである. この考え方の背景にある

のは. ミクロ経済学の基礎である消費者行動理論が，マーケティング ・リサーチの分野で見直

されていることにある. これまでのミクロ経済学では.ブラックボックスと見なされてきた消

費者の行動機構を.潜在的 (Latent) な心理的要因を明示的に取り入れることによって.その機

構を明らかにしていこうとするものである.この新しい消費者行動の構造を.パス・ダイヤグ

ラムで表したものが l章でも示した図 1-1である.この図において.楕円は潜在的な要因で

あることを示し.長方形は観測可能な要因であることを示している.

代替案と意思決定者の属性.選択結果という 2つの観測可能な変数は.態度.知覚値 J翠好

という 3つのj替在的要因によって結びつけられている.知覚値とは.意思決定者が選択肢の属

性を認識している値で その人の社会経済的属性と.その人が得ている代替案の属性に関する

情報に影響されていると考えられる.態度とは 意思決定者が代替案の属性や.代替案そのも

のに対して抱いている感情で 意思決定者の社会経済属性や文化的背景に影響されていると考

えられている.選好とは.選択行動を決定するための潜在的変数で. ミクロ経済学では「効用」
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態度のifi f:~ 

怠思決定者のrJ:会経済属性

代替案の属性

r -一一一一ー一一

知]党イlEのJ旨ぽ

jきな子の意思表示

(SP) 、~ー.----- I 

L-ーーーーーー一一一ー一一;ーーーーーーー一ーー一一;

選択結果

(RP) 

〉 併j査方程式

ーーーーーー》 測定方程式

I I 観測可能な要因

くこ二二〉観測不可能な要因

凶 1- 1 (再掲) 消費者意思決定過程解析のフレームワーク (Morikawa (1989) ) 

という J旨僚で去されることが多い.

これまで.凶 1-1の点線で固ま れている潜在的要因は.ブラ ックボック スとして扱われて

きたが.先述した ように，マーケテイング・リサー.チの分野で、は.その構造を解明しようとす

る試みが近年行われている (McF証比n(1986) ) . その応用として交通行動分析の分野でも.

微々な試みが行なわれている(レビューとして屋井，森JII (1991) .原田.兵藤 (1991)) 

それらの研究では.図 2-1に示されるよつな態度と知覚値と選好に関する観測可能な指標を

用いている.そのなかの態度と知覚値の出標とは，普通その潜在的要因に対し，適当な尺度で

満足度や重要性を尋ねるアンケート調査によって得られ.選好の指標は.いわゆる SP(Stated 

P児fe陀nぽ)データと呼ばれるる ものである. SPデータについては森川 (1990)に詳しい.
7 、，
-l_ '-ー

で得られた指標を数理心理学的データとして用いるためには.他の定量的要因と整合性が取れ

る方法でなければならない.

そこで本研究は i替在的要因を他の定量化可能な要因と整合性が取れる変数として表すため.

定量化可能な要因と心理指標の関係を i替在変数を含む方程式の集合としてモデル化する方法
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を提案する.この手法の有効性を検証するために.オランダで、行われ た郡市問の交通機関選択

に関するアンケート調査の結果をデータに用いた実証的研究を行う.

2-2 主観的潜在要因と数理心理学データの特性

2-2-1 潜在的意識要因を交通行動分析に取り入れた既存研究のレビュー

いわゆる Attitua-Behaviorモデルに代表されるように.交通行動分析に活在英国を取り込むた

めの研究は非集計モデルの創成期から示/['v)ている.Lovelock (1975)は立忠決定過程をフローチ

ャートで表し.潜在的な態度や知覚値またそのときの状況制約が.交通行動を抱還するために

重要だと述べている.同じく Dobson(1975)は交通行動に関連する意思、決定原理と.政策交欽

の変化に対する行動変化の評価の方法を議論する中で，潜在変数の重要性に着目し.そのデー

タ収集などに関して知見を述べている. ReckerandGolob (1976)は通勤交通の機関選択分析で.

交通制約に着目してサンプルを分類し.因子分析を用いて交通機関選択に重要な因子を各グル

ープごとに抽出し.その因子を代表する指標を用いてロジットモデルを推定している. Dobson 

and Ti sher (1977)は知覚値と選好の交通行動との関連について研究を行なっている.ここでは

データをアンケートによる意識データ.ネットワークデータによる選択肢の客観的変数.意思

決定者の社会経済属性の 3種類に分け.それぞれが交通行動に与える影響とデータ相互の関係

を調べ‘知覚値が交通機関選択に重要だと結論づけている.

1977年に行われた第 3回の交通行動分析に関する国際会議では.態度とその測定が主要議包

となか行動に関する心理測定や態度と行動に関する論文が発表された.このなかで Golobet al. 

(1979 )は本研究のフレームワークの基礎になる概念的なモデルを提案し.後述する認知的不

協和について詳細な考察を行なっている.そして認知的不協和の存在を実証的研究により明か

にし.態度変数の交通行動分析に対する重要性を述べている. Levi n (1979)は交通行動モデル

における態度変数の重要性を述べ，意思決定者の選好特性に基づいたセグメンテーションを行

ない.このセグメントと客観的属性との関連を調べその予測を行なっている.Louviere (1979) 

は客観的属性と知覚値.知覚値と効用.効用と選択確率の関係を 4つの式で表し，知覚値を用

いた交通機関選択モデルを提案し，意思決定構造定量化のためのデータ収集の方法などについ

て多くの提案を行なっている.
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Koppelman and Pas (1980)は選択肢の客観的属性と知覚値.知覚値と選好.選好と選択の関係

をモデルで去し.囚子分析を用いて知覚値と態度 (feeling)を求め.ロジットモデルを汀jし3て知

党イI~だけの選択モ デル と知覚11~ と態度を用いたモデルの比較を行なっている， Koppel rnan and 

Lyon (1981)は2問領のデータを用いて Koppelmanand Pas (1980)と同校の方法で選択肢別の

態度を!日いたモデルと選択肢問で共通の態度を用いたモデルの比較を行なっている， Morikawa et 

叫 (1990)は本研究のベースとなるもので.消費者行動仮説に基づき. SP データや Ti ~ i\tデータ

を統合した交通行動モデル構築のサブモデルとして.線形t1年造方程式モデルを用いてi汗花変数

を同定する 方法を促案し.知覚値を取り入れた交通機関選択分析を行なっている.一万国内で

は.非集計モデルが導入された当初から滞在変数の重要性は指摘され(太田.原田 (1982)) . 

河上・広畠(1985) は. 自動車と鉄道の交通手段転換モデルに.主観的評価値を取り入れてい

る.ここで主観的評価値とは.アンケートで得られた鉄道及び自動車のサービスレベルに対す

る総合的満足度 (r非常に満足」から「非常に不満Jまで 7段階)のデータを.心理尺度構成

法の iつであるカテゴリー判断の法則を用いて.客観的要因から計算されうる連続変数に変換

したもので.それを効用関数の説明変数に用いている.鈴木ら (1986)はデータを.被験者に

所要時間などを尋ねたもので，意思決定者が知覚している値をそのまま用いることが可能な回

答値.主観的に選択肢を評価した値である評価値.客観的判断基準によって定められた設定値

の3種類に分煩しそれぞれのデータによるモデルの比較を行なった結果.回答値を用いたモ

デルと評価値データを設定値に追加して用いたモデルは.従来の設定値のみによるモデルと比

較して適合度が高いと結論づけている.渡辺ら (1987)は新交通システム導入の際の需要予測

に.選択不選択理由の分析およびサービス要因の満足度評価の分析を行ない.新交通システム

選択の|療に重要になる潜在要因を定め.そこで得られたサービス要因と利用意向データの関係

を数量化 H類を用いて分析し.それらの要因を代表する指標を用いて選択モデルを推定してい

る.青山ら (1988)は交通機関選択の重要な要因として経済性.高速性.快適性を取り上げ‘

それらを表す指標として所要時間 交通費用.疲労を提案している. ここで疲労とは.潜在要

因である快適性を定量化するために，個人のエネルギー消費量を表す式を提案し.それを用い

た交通機関選択モデルを准定している. Balace (1988)はマニラの都市交通に関するアンケート

調査で得られた心理的指標から.交通機関選択に重要な要因を因子分析を用いて分析し.その

指標を取り入れた効用関数を推定している.上記の問題点を克服するために. Morikawa (1989) 

は.構造方程式モデル (LISERLモデル)を用いて.潜在的変数を定量化する方法論を展開した.
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本研究は.この研究で促案されたモデルを基礎として. その推定法の改善および実証的研究に

主眼を置 くものである.

2-2-2 交通機関選択に影響する潜在要因

2 -2 -1で述べたように.従来の交通機関選択モデルには，旅行時間やj!f用とい った定11':

化が容易な妥因だけを取り入れているものがほとんどであった. しかし. 多 くの研究1';'が指摘

しているように.実際の行動は.様々な定性的要因が影答を与えていると考えられる (例え ば

Ben-Akiva and Morikawa (1990) ) ，特に本論文の事例研究では， 鉄j芭と自動卓の選択を取 り以

うので.具体例としてこの 2つのモードに関係する定性的要因を挙げた.

( 1 )信頼性 (Reliability)

ここで例えば「到着時刻の信頼性Jを定量的に表現すると. r到着予定時刻が許容時間内に

収まる確率Jである.鉄道は.専用軌道を持ち.ダイヤグラムにしたがって計画的に運行され

ているが.自動車は他の交通手段が混存する一般道路を走るため信頼性は低いと思われる. し

かし鉄道も乗り換えの回数や，アクセス，イグレスの交通機関によって信頼性は変化すると

思われる.

( 2 )情報利便性 (InformationAvailability) 

利用者が.必要としている情報を得ることの難易度.鉄道ならば.時刻表でほぼすべてのこ

とがわかるが.自動車の場合.地図で経路選択は可能であるが，所要時間などの情報は得るこ

とが困難である.鉄道と路線パスの情報利便性を比較してみると，パスはその存在さえ知られ

ていないこともあか路線のわかりやすさなどでも鉄道の方が大きく上回っていると忠われる.

( 3 )快適性 (Comfo口)

乗り物の「乗り心地J. I居住性」を表す.通勤電車では，常に着席可能ではなく.空調も

自由にはならず.混雑していることが多い.特に地下鉄は，車窓、の景色・騒音の点からも快適

性は低いと思われる.一方，自動車は必ず着席でき，空調も自由になり.音楽を聴くことも可

能である.また.運転者か同乗者かで.快適性は異なると思われる. しかし，長距離旅行の場

合は.一般に鉄道の方が座席もゆったりしており，車内で飲食のサービスがあり.長距離のド

ライブより快適性は高いのではないかと思われる.
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( .1 )安全性(Safety仕omAccident) 

その交j邑機関の. -'J~汝の起こりやすさ.また事故が起きたとき受ける被害の大きさを示すも

のである.鉄道は. .;.~字 f円軌道を走行し安全装置も備わっているが， 一度事故が起こるとその被

害は大きい.自動車は.徐々な交通手段と道路 を共用しており .走行は逆転者の判断に依仔し

ているため.安全性は低いと考えられる .

( 5) 1;jï5~性 (Security)

その交通機関利用時に.犯罪に巻き込まれる可能性である.鉄道は.車内においても!択にお

いても来'各の数に対し乗務員の数は少ないので，犯罪に巻き込まれる可能性は大きい.わが国

において交通機関選択の際に防犯性はあまり問題にならないが.海外の大都市において1;方犯性

は非常に重要な要因である.

( 6 )利便性 (Availability)

その交通機関の利用しやすさである.鉄道を利用する場合は，必ず駅まで行かねばならず.

かつ!択でしか降りられず.運行時刻もあらかじめ決められているが. 白動車は，戸口から戸口

への移動が可能で.出発時刻も自由に決めることが可能である. しかし.わが国の都心部への

旅行では.駐車場の不足から.かえって自動車の方が利便性が低いこともある.

( 7 )イメージ (Systemimage) 

利用者が.その交通機関に対して抱いている心象であり‘これは人によって，鉄道に対して

も自動車に対しても異なる

( 8 )プライノ〈シー (Privacy)

利用者のプライパシーが.どの程度守られるかを示す.鉄道は.多くの見知らぬ人が lつの車

両内に存在するため. 自動車の方が圧倒的に優れていると考えられる.

2-2-3 認知的不協和とカテゴリカルデータの特性

認知的不協和とは自分の行った行動が，自己の評価基準に基づいて評価を行った場合最良の行

動でない場合におこる.一般的に意思決定者はそのような不協和状態に対し 認知的不協和の

存在を解消する方向で.評価基準や評価項目の変更などを行うことによって再評価を行う.つ
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まり.自己の行動の正当化の一種であると考えられる.これは一般に ~n1t有の購買行動に現れ

(Assael (1987) ) .商品の情報収集を行いプランド!日]に述いが見られないとき.購入した後に

購入したブランドを支持するような情報収集を行い.その尚-品の全体(Jりな評価を形成するとい

う過程をたどる(秋山 (1995) ) .本研究で扱う交通機関選択においては.ぷ知的不協和とは

自己の選択 した代替案に対して 後にその選択を評価したとき.それがベストの選択という白

信がもてない状態が認知的不協和の状態で. 意思決定者はそのような状況を解消するために臼

己の選択した代答案に有利な再評価を行う.本研究は. RP (RevealぼjP陀 fe陀nほ)データ .つま

り被験者の実際の選択結果が明らかな行動に対して取られたデータであるため.先に述べた認

知的不協和の状態になっている場合.アンケートの中で代替案の主観的評価を尋ねた項目に.

自分の選択した結果とアンケートの回答が矛盾しないよう選択したモードを過大に評価する可

能性がある .もしそのような場合，アンケート調査より得られた主観的評価値は， ω1-1で

示した構造に基づいて王観的評価を測定したことにはならず，実際の選択結果とアンケート調

査の時間的ずれの影響を含んだものになっている.このときモデルのパラメータの推定他には.

Omitted Variableによるバイアスが存在する恐れがある.この時間的ずれを含んだ意思決定者の

態度の指標

意思決定者の社会経済属性

代替案の属性

知覚値のJ旨保

選好の意思表示

(SP) 

〉 構造方程式

一一 》 測定方程式

I I 観測可能な要因

くこ〉観測不可能な要因

図2-1 認知的不共和を考慮した意思決定過程のパスダイヤグラム
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窓;詩情造をパスダイヤグラムで示したのが図 2-1である.このパスダイヤグラムでは.知覚

1，tI j百十全に選択結果からのびる矢印が.認知的不協和解消行動を示している.

J:llj'tや態度を測定するには尺度を与えて測定を行う.通常尺度は一定の単位があるかどうか

によって， [比例尺度.間隔尺度]か[順位尺度，名義尺度]にわけられる.比例尺度.間隔

尺度でìl切られたものは数量データであり，順位尺度.名義尺度で~l!リられたものは定性的.質的

データである.質的変数は.カテゴリカル変数.データとして扱う 場合にはカテゴリカルデー

タと呼ばれる(柳井ら (1990)) .カテゴリカルデータにはある交通機関を選んだかどうかや

交通が発生したかどうかの ようなある事象が生起したかどうかのみが記録される場合のように

カテゴリーの数が 2つの場合仁態度測定や知覚値測定.社会調査の項 目に対する反応や.多

!J支選択の質問に対する回答のようにカテゴリー の数が3つ以上の場合がある .前者は 2値変数

(仁lichotomousvariables) ，後者は多値変数 (polytomousvariables) と呼ばれる.平均.分散やこ

れらに基づく回帰分析などの多変量解析手法は本来的に計量データに適用が可能なものであっ

て.質的デー タにはそのままでは適用が困難である.通常.知覚値指標や態度指標などのデー

タは.満足度の評点づけや質的データとして得られる場合が多い.それは評点付けデータの場

合で数値化されているとしても，本来的に連続的な評点が離散的変数に変換されており，その

間隔が等間隔であるという保証もない. 5段階評価や 10段階評価の場合には.それぞれ各個

人の評点が 5種類， 1 0種類のカテゴリーに反応した質的データと考えられる.先に述べたよ

うに態度測定などを計算機で処理する場合， H 好き-嫌い H などの程度を表す言葉に便宜的に H

1 --5 ..などの数値を割り振ることが多い，これはあくまで便宜的なものであって.非常に好

き(5 )と非常に嫌い (1 )の違いは 5倍であるという保証はない.便宜的に割り当てた数値が

例えば「好み」という変数を測定したものであり ，その増加に対して近似を与えるとはいえ，

これらのデータの平均.分散などの処理された数値をそのまま無批判的に用いることは.デー

タの解釈や分析結果に対し誤った判断をする危険性がある.このような問題に対しこれらのカ

テゴリーに意味のある数値を当てはめるための手法として数量化理論(林.駒沢 (1982))が

開発され.対数線形モデルなどの応用(松田 (1988))などが考案されている .
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2-3 モデルの定式化

2-3-1 潜在変数モデル(柳井ら (1990) ) 

本研究では.交通機関選択において重要な役割を果たす潜在.的要因を.定む:化することを Il

的としているため.潜在変数を含むことができるモデルを考えねばならない.ここで1及われる

潜在変数は.個々の観測個体の特徴を示すものであり.通常の統計モデルとは見なる性怖をも

っ i首在変Zえを含むモデルをj替在変数モデルと呼ぶことにする.

j皆在変数モデルには色々な種類があり.これを 1.顕在変数が量的尺度(間隔尺l支または比

尺度)か.質的変数 (名義尺度または順位尺度)であるか， 2. i替在変数が量的変なか質的交

数である か. 3. 母数の問に構造をあらかじめ仮定するかどうか.という 3 つの Jt~ìi/2 によって

分類する.

本章の分析では.顕在変数と潜在変数がともに量的変数であると見なし事前の知識によっ

て母数に特定の構造を仮定することにより， LISRELモデルを用いて分析する

表 2-1 潜在変数モデルの分類

顕在変数 i替在変数 特定の構造 分析法

塁Fヨ王 ヨEヨ三 盤 探索的因子分析

s年ヨz 呈Eヨ主 有 確認的因子分析， LISREL 

~ 
斤員斤 鉦 潜在プロフイール分析

豆主
斤貝斤 有

貝斤芹 主E主ヨ f旺 カテゴリカルデータの因子分析

員斤斤 塁巴ヨ王 有 項目反応理論

員斤斤 員斤斤 鉦 潜在クラス分析

貝斤斤 斤貝斤 有

2 - 3 - 2 LlSRELモデル (Joreskogand Sorbom (1984) ) 

LISRELモデルには多変量解析の手法としての 2つの側面がある. 1つは確認的因子分析モデ

ルであり.もう一つはパス解析である.確認的因子分析とは ある現象を因子分析する際には
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チ(府知訟を有していることが普通であるが.その場合にそれらの予備知識を仮説 とし て分粁モ

デルに組み入れ.その仮説の是非を確認する方法である.通常次の 3つの仮定がおかれる.

1 )共通因子問の間関について特定の構造を仮定する.

2 )ある変数は縫っかの因子とのみ関係し他の因子と は無関係であることを仮定する.

3 )特定の独自因子問に相関があるこ とを仮定する .

一方ノぐス解析と は. い くつかの変数問に何らかの方向性をもった因 果モデルを設定し.各ZE

ZKを結ぶパスの影響の強さを定量的に推定するもので.因果関係があると 考えられる 変数問に

紋形回帰式を惣定する.すなわち.因果関係の数と同じ数だけの方程式ができ，データから推

定される回帰係数によって因果関係の強さを推定する手法である.

LISRELモデルでは.これらをさらに一般化し 従属変数と独立変数間の因果関係をi昔在変数

を介在 させて.その問の線形関係とするモデルである.つまり因子分析モデルによって観測可

能な変数から.その規定要因となる因子をモデル化し.それと同時にこれら潜在因子問の因 果

関係を.惜造方程式として把握することを試みるモデルである.これらのことから.LISRELモ

デルは. 図 2-1の例の ような変数問の因果関係を表すパス ・ダイアグラ ムをモデル化する際

に有効な手法であり.本研究においては非常に有効であると考えられる .

モデルは基本的に 「構造方程式 (structuralequations) Jと 「測定方程式(measurement equations) J 

という2種類の式から成り立っている.変数問の因果関係は構造方程式で表され，構造方程式

中の変数はすべて潜在変数とみなされる .測定方程式は.観測可能な多くの 「指標 (indicators)J 

と潜在変数との関係を表す.構造方程式中のい くつかの潜在変数が直接観測可能な らば.それ

らの変数を惰造方程式中で完全に計量さ れた潜在変数として扱い.測定方程式中で潜在変数お

よびその指僚として扱うことによって定式化の一般化を計っている.その ような定義のもと，

モデルを一般形で示すと次のようになる.

ff年造方時式

η=Bη +c 

測定方程式

Y=Aη+e 

ただし
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(2.1) 

(2.2) 

η=i苦在変数ベク トル

y=指律ベク トル

B.A=未知パラメタ 一行列

c，ε=多変量正規分布 (MVN)に従 つラ ンダム項ベクトル

構造方程式中ではj替在変数はすべて内生変数にな っているが.パラメタ一行列の k行口をすべ

てOにお くことによって ηのk番 目の変数は外生変数.つまり上で説明 した完全に計 ;止された注

在変数にすることができる .この LISRELモデルは多 くの多変長解析モデルの一般形となってお

り、情造方程式だけを取り出すと同時重回帰モデルとな り.測定方科式だけの場介は囚チ分1:!i'

モデルと同型となる.

このモデルの推定法を以下に示す.yをサンプル平均からの偏差 として測定すると Y の共分

散行列は‘

E[YY'] =ヰ(Aη+ε)(Aη+e) ']= Mll1吋JA'+耳叫=Aφλ +8

となる

ただし，

φ=E{η吋1

8=F{eE] 

司E司=。

また，構造方程式モデルは，

η= (1 -Bt1C (1は単位行列)

と変形できるから.

φ=耳η吋J=司(1-Bt1Cζ(1 -B)-l']= (1 -B)-l¥f(1 -Bt1' 

となる.ただ し.

¥f=点c']
(2.8)式を (2.3)式に代入することに よって.

&YY'] = A(I -Bt1¥f(1 -Bt1'A' + 8 

(2.3 ) 

(2.4) 

(2.5) 

(2.6) 

(2.7 ) 

(2.8) 

(2.9 ) 

(2.10) 

で表される指標の理論的共分散行列を得る. これをサンプル共分散行列と適合させることに

よって，未知パラメ タ一行列 B，Aを推定することができる .一般には，すべての変数が正規分

布していると いう仮定のもとに最尤推定量を用いることが多い.LISRELモデルを推定するコン
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ビュータ・プログラムとして LISREL(Scientific Software Intemational) . LINCS (RJS Software) 潜在的要因 と測定方程式で結ばれている.

などがある.

クワムレフ内ペ
J
V

「叫
Jv

nノ
ι

以下.ランダム効用理論に基づく離散型選択モデルと.LISRELモデルを用いた木研究で、のi仔

在的要因を含む離散型選択モデルの定式化を行なう.ロジット・モデルやプロピット・モデル

に代表されるランダム効用に基づく離散型選択モデルはそれ自体. I効用」という i??イf_(j:J変以

ここでは. 2 -1で概略を述べた消費者行動分析の考え方に基づいて.数理心理学データを

交通需姿予測モデルに適用する方法論を展開する.これまで述べてきたように態度や知覚仰と

いった滋在的変数は.意思決定者の交通機関選択に大きな役割 を果たしていると考えられ.そ

のような潜在的変数の抱襟であ る数理心理学データを 交通機関選択モデルに取り込むことが.

モデルの交通行動分析への適用性を大きく改善すると考えられる.

を含むモデルである .このとき.LISRELモデルの用語に従えば.効用関数が構造方杭式に.選

択を表すダミ一変数が測定方程式に相当する . このシステムは次のよつなフレーム ・ワ ークで

表すことができる.なお.以下の定式化では簡単のために二項選択モデルを例に説明し.変以

はすべて 2つの代替案の差で表されているものとする.また， 直接に観測できないj首{E変数は

アスタリスク(*)を付けて表している.

構造方程式

本研究は.そのようなデータをモデルへ取り込む手法を提案するものである. 図 2-3は本研

究での数理心理学データ の役割仁潜在的変数との関係を表したものである.この図で表され

ている ように.観測可能な要因と潜在的要因は.構造方程式で結ばれ.数理心理学的データは.

u* -a'x + c'x* +ν (2.11 ) 

x* = Bs + c 

ただし，

(2.12) 

態度の指標

意思決定者の社会経済属性

代替案の属性

μ牢=選択モデルの効用

知覚値の指標

x=選択モデルにおける観測可能な(客観的な)説明変数のベク トル

X牢=選択モデルにおける港在的・潜在的な説明変数のベクトル

s=構造方程式におけるがを形成する客観的説明変数のベクトル

a， c， B=未知パラメータの配列

v=N (0， 1) に従う効用関数のランダム項

C=MVN (0， ¥f)に従うランダム項

L____________~____________j 

一一ーーー寸ーーーーーー

j~IJ 7E方程式

11 : if u*~O 
d = { 

1-1 : if u*<O 
(2.13 ) 

宝
選択結果

ーーーーーー》

11|  

〈一一ーで〉

構造方程式

測定方程式

観測可能な要因

観測不可能な要因

Y = Ax* +ε 

ただし.

y =アンケートで得られた主観的評価値ベクトル

A=未知パラメータ行列

ε=MVN (0， e)に従うランダム項

このシステムでは. (2.11)式 と (2.13)式が離散型選択モデル (2.12)式と (2.14)式が

(2.14) 

図 2-3 本研究での数理心理データの役割

LISRELモデルを構成している.

26 27 



z 代替案の属性ベクトル
w 意思決定者の?士会経済属性のベクトル

c 旅行費用

(草の付-いているものは.潜在的であることを示す)

を示している. とする.

変数相互の関係は.下記の併造方程式で表される .

q+=戸lZ+C} (2.15) 

a+=s2w+C2 

Uホ=(Yl+Y2aホ)C+Y3Qホ+rz+v

(2.16) 

(2.17) 

〉構造方程式

ーー》測定方程式

I I観測可能な要因

くこ二〉 観測不可能な要因

J旨律と潜在的変数の関係は.下記の測定方程式で表される.

q二入jq++εl

a=入2a++ε2

(2.18) 

(2.19) 

ただし. r，sl，s2，は.未知パラメータのベクトルで.y 1，Y2，Y3，入卜入2は未知パラメータ .

Cl，C2，V，ε1，ε2はランダム項である.

(2.15). (2.16)式は，潜在的変数と観測可能な変数の関係を表し (2.18). (2.19)式

は.潜在的要因の観測可能な指標を潜在的要因の関数として表している.これら 4jJ粍式は.

LISRELモデルである.
図 2-4 具体例の概略

ここで示したフレームワークをモデル化した具体的例を図 2-4に示す.このパスダイヤグ

ラムは. 図2-1で示したものの l例である. ここでは代替案の数は 2つで.効用関放は. 信

頼性と いう 潜在的変数と旅行費用及び代替案の他の属性で表されるとし.費用に対する重みは

意思決定者ごとに「費用の重要性」という澄在的変数によって表されているとする.この例で

は.図 2-1の「知覚値Jが「信頼性」に， I態度jが「費用の重要性Jにそれぞれ相当して

ここでは.2-3-3で示したフレームワークの推定方法について、同時推定と段階推定の

2つの方法を提示する. またその 2つのなかの改良の方向として，認知的不協和を考慮したモ

デルと.知覚値指標の離散性を考慮したモデルを提案する.

2-4 推定方法の検討と数理心理データの特性を考慮した定式化

いる.

2-4-1 段階推定

c :旅行費用

z 代替案の属性のベクトル
1 )選択確率の誘導

q 信頼性の知覚値

q:アンケートなどで得られる信頼性の指標

w 意思決定者の社会経済的属性のベクトル

2-3-3で示したすべての変数が正規分布に従うと仮定すると以下のような誘導が行なわ

れる.y，J，Jの同時確率分布は，

a 費用の重要性

a:アンケートなどで得られる費用の重要性の指標

Q
 

M
 

m
 

y
d
A
d
 

(2.20) 

ただし，

u 2つの代替案の効用差

d:実際の選択(1は代替案 1，-1は代替案 2) 
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l花終的には (2.27)式で表される選択確率によってプロピット・モデルをつまり.ものである.1 ABs 

M) =1 Bs 1 

La'x+c'BsJ 

この段階推定により.同時推定量に比べ有効性は落ちるが一致'1惜のある推定することになる.(2.21 ) 

(Amemiya (1985) ) .具体的には次のような 2つのステ yプを行な推定量を得ることができる

つ.A'Pc A'P 

。+ 
K
 

W
A
 

A
 

F
1
1
1
1
1
1
1
I
l
i
l
i
a
-
-
-
L
 

Q
 

(2.22) 'Pc 、p'PA' 
邑WJ_

LISREしなどのプログラムにより線形惰造方程式モデルのパラメターを推定し.次式により符

1 +c''Pc 

* * ここで.観測可能な変数Y，x， sが与-えられたときの x， uの条件付き分布は.

c''P c''P A' 

在的変数がおよびその分散の推計値を計算する.

ぶ =Bs+~λ(λ9λ'+@)-l(yλBs) 

である.

[:::卜 MVN(M2，O2) (2.28) (2.23) 

(2.29) ゐ =~-~λ ，(λ~Â'+ê)-IÂ~

主旦2
(2.24) 

ただし

M'J=I Bs+'PA'(A'PAゆ )-1(y-ABs) I 
2一I I ， I 

l a'x+c'{Bs+'P A'(A 'P A'+0t1(y -ABs) 選択モデルの未知パラメタ -a. cを選択確率が次式で表される修正プロピット・モデルによ

(2.30 ) 

って推定する.
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刊ハPA 

および.

ω= 'P -'P A'(A 'P A'+0)-1 A 'P (2.25) 

を考慮した段階推定認知的不協和 (cognitivedissonance) 

と定義することに よって.

ro 
c'ω 一一吋

ムQ
 

2-4-2 ( 2.26) 

1 )認知的不協和
となる.

壬刀
n心、2-2-3で述べたように，本研究では認知的不協和の存在しうるデータを用いるため.このとき.離散型選択モデルの選択確率は次式で与えられる.

ここで再び認知的不協和を簡単に説明すると.知的不協和 を考慮したモデルの定式化を行う.

附|山同(d~'x+c' {Bs+'P A'(A 'P A'+0)-I(y -ABs)1) 
¥ V 1 -+-〆(，、c I 

その要因を好意的に解釈しようとするもの認知的不協和とは自己の選択した代替案に対して，(2.27 ) 

ア一RP (Revealed P陀fぽenほ)自己の行動の正当化の一種であると考えられる. 本研究は.で.
全て 2章で示した ものと同じとする.ただし.変数の定義は.

アンつまり被験者の実際の選択結果が明らかな行動に対して取られたデータであるため.タ

自分の選択した結果とアンケートの回答がケートの中で代替案の主観的評価を尋ねた項目に，
2 )推定法

主観的評価値にバイアス矛盾しないよう選択したモードを過大に評価す る可能性があるため，まず (2.12)式と線形構造方程式モデルと.離散型選択モデルを段階的に推定する方法は.

が生じて LISERLモデルの推定結果の信頼性が低下するおそれがあるということである.(2.14)式で構成される線形構造方程式モデルを LISRELなどのプログラムで推定し.そのパラ

そのようなバイアスを除去するためのモデルを以下のように定式化する.

31 

(2.11 )式の効

(2.13)式で表される離散型選択モデルを推定するという

30 

その値をを計算し，メター推定値を用いてj替在的変数x の推計値 (日ttedva1ue) 

用関数に代入したうえで (2.11)式.



2-4-3 同時推定

11年jE方柊式
1 )選択確率の誘導

μ* = a'x + c'x* +ν (2.31) 段階推定と同様に.すべての変数が正規分布に従う と仮定すると以下のよ うな託与が行われ

x* = Bs + c (2.32) 
牢*

る. Y. x . uの同l時確率分布は.

11 : if u*三O
d= ( 

1-1 : if u*<O 
(2.33 ) 

Q
 

M
 

m
 

y

x

 

(2.35) 

i l!IJ~E ブ7科式

ただし.
Y=Axホ+id+E (2.34) 

r=未知パラメータの行列

ABs I 

M1=i Bs 

L a'x+c'B s J 

I A'P~+e 

n1司、PA'

L c''P A' 

(2.36) 
ただし.

A'P 

V 

「
1
1
1
I
l
l
1
1
1
i
l
I
l
l
1
1
1
」PIF V

 
C
 

+
 

'Pc (2.37) 

(2.34)式に示すように，知覚値の測定方程式に実際の選択結果を反映させることで.先に述

べた選択結果が知覚値指漂に影響を与えているという効果を測定することことができる.

A'Pc 

c''P 
2) j翠択確率の誘導

である.
dをBに係数をもたずAにのみ係数をもっ完全に計量された潜在的変数とすることで.LISREL 

モデルの一般形にあてはめることができる.つまり rは.Aの一部として考えることができ.選

択確率は通常の段階推定と同様に導かれる.

ここで， Jが与えられたときの Y，uの条件付き分布は.

3 )推定方法

[~. ]川(M2，n2) (2.38) 

上記で述べたモデルを推定する方法は.通常の段階推定と同徐に線形構造方程式モデルを
ただし.

LINCSなどのプログラムで推定し，そのパラメター推定値を用いて定性的変数x の推計値(日tted

v剖ue)を計算するのであるが，認知的不協和を取り除くために導入したパラメタ -rはー知覚値

J旨標のバイアスを表していると考えられ.それを除外したものが真のパラメターを示している

M2i aごx.l (2.39) 

と考えられる. よって x の推計値(日行edv剖ue) を計算するときは.パラメタ -rを除いたパラ
ぐ~l 

(2.40 ) 

メタ一行列で計算し，その値を (2.11)式の効用関数に代入したうえで (2.11)式. (2.13)式

で表される離散型選択モデルを推定するというものである.

* となる.このとき Y. dの同時生起確率は x の分布形を与えることによって，次式で与えられ

る.
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Pベd，Y)=引い (2.41 ) 
ABs 

M] ヰ Bs

L a 'x+c'B s J 

I A 'P 1¥:+8 

n]ヰ'PA'

L c'¥{I A' 

(2.43) 

2 )推定法

線形N存造方程式モデルと離散型選択モデルを同時に推定する方法は. xが平均値 Bs. 分散 V

の正規分布に従うとしたときの Y.dの粂件付き分布が (2.38)式で与えられるのでY. dの粂

A'P 

V 

「
l
I
l
l
1
1
1
1
1
1
1
1
1』
I
l
l
」c

 

c
w
-
A
 

V

ぽ

(2.44) 

A ¥{Ic 

c'¥{I 

il付き同|時生起確率にxの確率密度関数をかけ さらにxについて和分を行なう ことによ りy，

dの出現確率が得られる .ただしパラ メタ一同定のため Vは， 1 (1は単位行列)である とする .

この向日寺推定により得られる最尤推定量は. 段階推定より漸近的有効性が高 く一致性をもっ.

ここで，Y とYの関係について

Yj寸if9j=1 <Y~三9j for j=O，・ ..，6 90=ー∞，96=+∞ (2.45) 

A={ Y*lconsistent with observed Y} (2.46) 

2-4-4 知覚値指標の離散性を考慮した同時推定
本

として. x が与えられたときの Y の条件付き 分布は，

ここまでの定式化では. 知覚値指漂Y を1 i悪いJ! 2 iやや悪いJ， 3 i普通J， <J iや

や良いJ， 5 i良い」の 選択肢から選ばれたアンケート 結果を.そのまま連続変数とし て用 い

ている.しか し厳密には知覚値自体は連続変数であるが. 得られたアンケート 結果は離散的 で

あって.その閥値の間隔は一定ではないと考えられる.つまり， i普通」という回答が生 じる

閥値の間隔 と， iやや良い」 という関値の間隔は異なると考えられる.この問題を解決するた

め.知覚値指標の離散性を考慮したモデルの推定方法を述べる.

Y車Ix*=N(Axホ，8) (2.47 ) 

で与え られる.これか ら.x が与えられたときの Aの尤度は，

古川町「TM;~l-φ( 向i-I-(入l!?i必~ll (2.48) 

とな り.このとき Yiゴiならば， sが与えられたときの Yの尤度は

1 )選択確率の誘導

山川町(入iγ (2.49 ) 

となる .

真の知覚値を Y とし，すべての変数が正規分布に従うと 仮定すると以下のような誘導が行わ

* 本牢

れる. Y . x . uの同時確率分布は，
また (2.42)式から. xが与えられたときの Y とuの条件付き 分布が，

Q
 

M
 

m
 

y

x

u

 

(2.42) 

[ :: l-山(M2，02) (2.50) 

ただし，

ただし.

M2i a'x::'x' J 
(2.51 ) 
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ぐ ~l (2.52) 

と;jとめられる.

ここで選択モード dとOj<Yi三ej+lとなるよ うな 4寸が観測されたと きの Y. dの同11寺生起確

半は. x の分布)彩を与えることによって.次式で与えられる.

附引いc'x*)}合 [φ(~0...1-(九:叩
(2.53) 

2) 1ft定方法

知j党値J旨僚の離散性を考慮したモデルの推定方法は，同時推定と同慌に. xが平均値 Bs. 分

1致、pの正規分布に従うとしたときの Y ， uの条件付き 分布が (2.50)式で与えられる.また同

じ条件下での観測された.知覚値指標 Yと一致する真の知覚値Y の関係が (2.49)式で与えら

牢 牢

れているから. Y. dの条件付き同時生起確率に xの確率密度関数をかけ.さらに xについて

積分を行なうことにより Y. dの出現確率が得られる .なおパラメータ同定のため V は， 1 (1 

は単.位行列)であるとする.

この考え方に基づき最尤推定法を用いた推定量は， 1斬近的有効性を持ち. 一致性がある.

2-5 事例研究

2-5-1 データの概略

事例研究で用いるデータは. 1987年にオランダで行われた都市問旅行において列車と自動車

の機関選択に関するアンケート調査によっている.このアンケート調査は西ドイツとの国境に

近いナイメゲン (Nijmegen)という都市の住民に対するもので，この都市から列車または車どち

らでも約 2時間の距離にある，アムステルダム ロッテルダム デン・ハーグなどを中核都市

とするランドシュタット (Rands凶d) と呼ばれる大都市圏への旅行を対象としている.調査対象

は.過去 3カ月間にランドシュタットに行ったことがあり.列車の定期券を持っておらず.車も

列車も支障なく使用が可能な人々で，標本抽出は.電話帳からランダムサンプリングをして.

36 

家庭訪問調査が可能であるかどうかを尋ねた上で，上記の条件を満たしている 235人が選ばれた.

実際には.その中からデータに不備のない 219人のデータを使用した.

質問項目は.実際に行 なったランドシュタ ットへの旅行に対して旅行費用・旅行ll，y!Iりなどの

トリ ップ属性.個人の社会経済属性を含み， トリップ属性に関しては.選択したモードおよび

選択しなかったモードについてそれぞれ認識している他の回答を得ている.また. ト1)"JプJ，rf，

性に関する主観的評価値として次の 6項目を選択モード， 非選択モードに対して回答在に尋ね

ている. (()内は後の定式化のときの変数名を示す.

1 )旅行中の安楽度 (Relω)

2)到着時刻の信頼性 (Relia)

3)出発時刻の柔軟性 (Frex)

4)大きな荷物があるときや，子供を連れているときの利用しやすさ (Ease)

5)旅行中の安全性 (Safe)

6)全体として (Overall) 

その回答は 1) ---5) が 1)非常に悪い， 2)悪い， 3)普通.4) 良い， 5)非常に良いの

5段階で評価し. 6)は 10段階に評点を付けさせている.実際にこのアンケー トは. RPデー

タだけでなく，仮想の列車に対する SPデータが， 2種類取られている.そのデータに関しては，

山田 (1991 )に詳しい.

2-5-2 モデルの特定化

本データの分析では.主観的評価指標の数と内容から，旅行中の快適性及び交通機関の利便

性という 2つの潜在的要因を考慮にいれて定式化することにした.なお，式中では主観的評価

値を含むトリップ属性変数は鉄道の値から自動車の値をヲ|いたものになっている.以下.特定

化に使用した変数の定義を述べる .

aged 

I h.time 

first 

trmt/me 

xfern 

1 : 40歳以上の時;0 :そうでないとき

幹線旅行時間 (乗り換え時間を含む) (単位 :時間)

= 1 鉄道で l等車を利用するとき;0 :そうでないとき

=端末旅行時間(単位:時間)

鉄道を利用したときの乗り換え回数
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(2.58 ) 

町
内
的
』
門
的
二
は

ハ計
二
句

i入40 

。入)1 

ドil+0入s0 

0入60 

Yl (rela均
Y2 (relict 

Y3ぴlex)
Y4 (east) 
Ys (SO}の
Y6 (0νeralO 

1 目的地で無料駐車ができるとき;() :そうでないときfreepark 

一人当たり旅行費用 (Guilder)costpp 

1 ビジネスに関する旅行のとき;0 そうでないとき

1 女性;0 :男性

business 

femαle 

入2入70 

入3入8入9
1 )段階推定

3 )同時推定
LISRELモデルの付与造方程式を次の ように特定化した.

旅行中の快j堕性
旅行中の快j向性

(2.59) Xl*二 slaged+戸2lhtime←sifirst+s4agedxlhtime+ S} (2.54) X} * = slaged + s2lhtime←sifirst + s4agゆくlhtit

交通機関の利便性
交通機関の利便性

(2.60) X2* = ssaged + s6trmtimd-s7宅fern+ s8freepark+ S2 (2.55) X2* = ssaged + s6tr附 lm仕戸7牧 rn+ sgfree 

また測定方程式を次のように定める .
これら 2つの潜在変数と主観的評価値を関係付ける測定方程式を次のように定めた.

(2.61 ) 

凸
A

n

句
匂
れ
叫

h
M
d
n

句

[;;:l+ 

λ5 

λ6 

λ8 

λ7 

λl 

λ2 

。
。

Yl (rela功
Y2 (1・eli~

Y3ぴlex)
Y4 (east) 
Ys (safiの
Y6 (0νeralO 

(2.56) 

引
戸
勺
匂
白
色
d

n

句

[;;:l+ 

1λ4 

0λ5 

0λ6 

λ1 1 

一一

Yl (rela坊
Y2 (reli~ 

Y3ぴlex)
Y4 (east) 
Ys (safiの
Y6 (overalO λ9 λ3 λ2λ7 

λ10 λ4 
λ3λa 

モデル同定のために各列で lつパラメターを lに固定せず.構造方程式のランダここでは.
パラメタ一同定のために各列で lつのパラメターが lに正上式の未知パラメタ 一行列では.

ム項の分散を lに固定した.
規化されている.

を次のように特定化した.

日 =ao + alCOStpp + 0_lhtime+ o3trmtime+ 04.再fern+ asbusiness + Of!emale 
+ C}Xl* + C2X2* + V 

次に離散型選択モデルの構造方程式 (効用関数)

(2.57) 

を次のように特定化した.

u* = ao + a) costpp + a2lhtime + a3trmtime+α4xfern + asbusiness +街角male
+ CIX} * + C2X2* + V 

次に.離散型選択モデルの構造方程式 (効用関数)

(2.62) 2 )認知的不協和を考慮、した段階推定
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4 )知覚値指標の離散性を考慮した同時推定

同時推定モデルと同様の特定化を行なった.

アンケート結果の中で特に認知的不協和の影響を受けや同時推定 と基本的に同 ーであるが.

すいとお もわれる )'6(overall)にバイアス除去のための選択結果ダミーのパラメターが入る.
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2-5-3 各推定結果の考察

1 )段階推定

LISRELモデルを最尤推定法で推定 した結果を表 2-2に示す.またこの結果から芯在的変数

が (2.28)式によって計算さ れる.この値を用いて選択モデルを推定 した結果を表 2-3に示す.

支2-2の結果をみると，その推定値は t値が小さい もの も多いがし 3ずれも 予想どうり の符号

を持ち. 2つの潜在的変数は心図的快適性 (Comfort*)と利便性 (Convenience*)を表 してい

ると考えられる.また，潜在的変数の有効性を検証するために.港在的変数を用いないモデル

の推定結果を同 じ表中に示 した. 表 2-3の結果をみると.LISRELモデルによって求められた

必在的変数は.いずれも有意な正の係数を持ち. 2つのモデルを比較すると. McFacrenの提唱

する適合度を示す指標であるP2 (Ben-Akiv泊 andLennan (1985) )の値より，潜在的変数を用い

たモデルは潜在的変数を用いないモデルよりも適合度が大 きく上がっていることがわかる

推定結果を詳 しくみると 潜在的変数を用いることで幹線旅行時間の係数が，正から負へと

変化しているが，これは.幹線旅行時間が.潜在的変数 Comfort牢に用いられているため. 重共

線性の問題が起きたと考えられる.また.端末旅行時間の係数の絶対値が小さくなりかつ t値も

小さくなっていることも，同じように端末旅行時間は潜在変数 Convenience*のなかに用いられて

いることによると考えられる.また幹線旅行時間がほぼOになっているということは.幹線旅

行時間は.選択行動において Comfort*を通じてのみ影響を与えているためとも考えられる.

表 2-2 段階推定による LISRELモデルの推定結果

(χ; ) (xゥ)
(x

l
) (xゥ). --0.232 0.406 

(aged) 
(-1.4 ) (3.3) 0.170 
--0.292 (0.8) (relax) 

( -1.3) 
。 (lhtime) 0.772 

--0.522 (1.8) 
(relia) 。

( -2.1) (trmtime) 
1.49 ，、 。 (flex) 

B' = I 0.286 A= (4.3) 
(1.0) 

G (first) 
1.16 

--0.0471 
。

(5.2) (ease) 。
( --0.6) (牧rn) 0.686 0.329 
0.164 (3.1) (2.0) (safe) 。
(1.6) 

(freepark) 
1.64 2.43 

-0.0405 (2.6) (5.9) (overall) 

( -0.1) 
。(aged x lhtime) 

() 内は t値
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表 2-3 段階推定による選択モデルの推定結果

変数名 潜在変数を用いたモデル j替イ王変数をj羽いないモデル

鉄道定数 0.322 (1.0) 0.538 (2.0) 

費用 ー0.0338 (-4.1) ー0.0268(-4.2) 

幹線旅行時間 0.0751 (0.2) ー0.405(-1.6) 

端末旅行時間 ー1.18 (-2.6) ー1.57(-4.2) 

乗換回数 ー0.316(-1.7) ー0.195(-1.3) 

ピジネスダミー 1.33 (3.6) 0.942 (3.4) 

女性ダミー 0.652 (2.6) 0.466 (2.3) 

快適性牢 0.882 (2.7) 

利便性牢 1.39 (4.1) 

サンプル数 219 219 

p2 0.352 0.242 

() 内は t値

また定数項が有意な係数であったものが.潜在的変数を用いることでその有意性を失ってい

るのは.本来必要であった潜在的変数Comfort*とConvenience牢が抜けていたためにそれを補正す

るためのバイアス (OmittedVariable Bias)が生じていたためと考えられる.その他の説明変数の

係数の絶対値が大きくなっていることは ランダム効用の分散が小さくなっていることを示 し

ていると考えられる.

2 )認知的不協和を考慮した段階推定

LISRELモデルの推定結果を表 2-4に示す.同時推定と同様の結果を示しているが.各未知

パラメターの推定値の中で，構造方程式中の agedxlhtimeの係数が正になっているのは.その有

意性の低さからほぼOであるものが たまたま正の値に推定されたためと思われる.またその

他の係数は予想どうりの符号をもっているがいずれもその t値は低い.また測定方程式中の

選択結果ダミーのパラメターの推定値が有意な正の値になっている.つまり，被験者は知覚値

指標アンケートの (overall)の項目が，モデルで仮定した構造とは別に選択した交通機関と有

意に正の相関を持っていることを示しており 選択した交通機関を意識的に良く評価するとい

41 



衣2--1 認知的不協和 を考慮した段階推定のLISRELモデルの推定結果

(χ1 ) (xゥ)
-0.173 0.378 

(aged) 
(x1

0

) (xヲ) (d) 
( -0.5) (1.8) 0.224 
-0.370 (0.4) 

。(re/ax) 

( -1.5) 
。 (lhtime) 

1.00 
-0.248 (1.2) 

。(reliα〕。
( -0.8) (trmtime) 

1.98 ，、 。 。(flex) s' = I 0.147 A= (2.0) 
(0.5) G (first) 

1.12 
-0.0017 

。
(2.6) 

。(ease) 。
(-0.01) (べfern)

0.593 0.295 
0.130 (2.0) (0.8) 

。(safe) 。
(1.2) (freepark) 

1.51 2.31 
0.0760 (1.6) (3.1) 

(0νera/l) 
(0.2) 

。 (aged x lhtime) 

()内は t値

う認知的不協和の影響による可能性が高いと思われる.

3 )同時推定

表 2-6にLISRELモテ・ル部分の推定結果を表 2-7に選択モデル部分の舵定結果をぷす.各

パラ メターは予想、どつ りの符号を持ち. 2つの滞在的変数は.心囚(Ij快j@性 (Comfon)と利便

その選択結果ダミーのパラメターを取り除いた LISRELモデルの推定結果から計算された潜

表 2-6 同時推定による LlSRELモデルの推定結果

(x
1
' ) (xゥ)

(x
1
-) (x守)-0.427 0.378 

(αged) ( -2.4) (2.4) 0.433 0.280 
-0.323 (7.6) (3.2) (re/ax) 

( -l.7) 
。 (lhtime) 

0.527 0.661 
-1.98 (12.5) (10.2) 

(relia) 。
( -9.0) (trmtime) 

0.815 ，、
G (f/ex) B' = I 0.281 A= (14.7) 

(0.9) 
。 (first) 

0.794 
-0.396 

。
(14.2) 

(ease) 。
( -3.7) (宅fern)

0.462 0.311 
0.482 (11.6) (5.2) 

(safe) 。
(3.5) 

(freepark) 
0.784 1.76 

-0.339 (8.5) (14.1) 
(0νera ll) 

( -1.3) 
。(aged x lhtime) 

o内は t値

表 2-7 同時推定による選択モデルの推定結果

在変数を用いた選択モデルの推定結果を表 2-5に示す.ここでも .1)の段階推定と同様の

結果が生 じている.

表 2-5 認知的不協和を考慮した段階推定による選択モデルの推定結果

変数名 潜在変数を用いたモデル j替在変数を用いないモデル

変数名 潜在変数を用いたモデル

鉄道定数 -1.81 (-0.9) 

費用 -0.0379 (，-4.3) 

幹線旅行時間 0.379 (0.9) 

端末旅行時間 -0.818 (-2.3) 

乗換回数 ー0.230(-1.2) 

ピジネスダミー 1.28 (3.3) 

女性ダミー 0.700 (2.9) 

快適性* 1.29 (-1.8) 

利便性牢 1.10 (4.7) 

サンプル数 219 

潜在変数を用いないモデル

乗換回数
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端末旅行時間

ビジネスダミー

女性ダミー

快j産性*

0.958 (2.4) 

1.52 (2.3) 

2.08 (3.2) 

0.466 (2.3) 

利便性牢
219 

219 219 

一言
ド 0.347 0.242 

p2 0.201※ 0.242 

() 内は t値 ※LISRELモデルとあわせた全体の尤度比 () 内は t値
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移

性 (Convenience)を表していると考えられる.特に LISRELモデル部分のパラメターの t値が

大きいものが多くなっている.選択モデル部分の結果をみると.定数項の値の絶対値が大きく

なっていることに気づく.これは.その t値が低いことから考えて.批定値自体はたまたま大き

* くなっているが.実際には Oである確率が大きいことを示 している.また Comfortの t値があま

* り大きくないことと.幹線旅行時間の係数が正でかっその t他が低いことは.Comfortに幹紋旅

行H寺IHJが合まれているため.その重共線性の影響と考えられる.

11 )知覚値指僚の離散性を考慮した同時推定

LISRELモデル部分の推定結果を表 2-8に.選択モデル部分の推定結果を表 2-9にそれぞ

れ示す.ここでは.いままでと 速い予惣に反する符号を持つものが多い.こ れは.それまで連

続変数として扱ってき たものを離散的なものとして扱うのであるから推定結果に大き な相違が

* みられたと考えられる.その LISRELモデル中の符号から考えて符号に多少の問題はあるが， Xl

とX2はそれぞれ快適性と(単純な)利便性を表していると考えられる.また関値は潜在変数の

期待値を Oとしてその偏差 として示されており.そこに注意 して見るとその間隔はほぼ一定 で

あるが負の方向にずれている.これは， r普通jから「やや良いJはわずかな違いで‘変化する

が. r普通」から「やや悪いJには簡単に変化しないということである.これらのことから.

表 2-8 知覚値指標の離散性を考慮した同時推定による LISRELモデルの推定結果

(Xl~ ) (xゥ)
-0.372 2.41 
( -8.6) (11.4 ) (αged) 

(x;) (xヲ)

-0.512 
-1.48 -0.753 

(-3.1) G (lhtime) 
( -5.6) ( -4.7) (relax) 

。-2.93 
-0.765 -0.688 

(relia) 

B' = 1-0.279 
( -8.2) (trmtime) 

( -5.9) ( -6.4 ) 
，、 。0.206 

( -0.8) 
。 (first) 

A= (2.2) (βex) 

。-0.263 
。0.740 

(ease) 

(-2.0) 〔χfern)
(5.3) 

。0.318 
0.0695 -0.315 

(2.5) (freepark) 
(0.8) (-3.4) (safe) 

0.661 
0.482 1.16 

(2.1) 
。(aged x lhtime) 

(5.0) (9.3) (overall) 

threshold'=|| -224-1 09 0.227 
(-21.5) (-12.0) (2.3) (14.8) 

()内は t値
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表 2-9 知覚値指標の離散性を考慮した同時推定による選択モデルの推定結果

変数名

鉄道定数

費用

幹線旅行時間

端末旅行時間

乗換回数

ビジネスダミー

女性ダミー

快j産性牢

手u便性*

サンプル数

p2 

潜在変数を用いたモデル 潜伝変数を用いないモデル

ー0.376(ー0.8) 0.538 (2.0) 

-0.0408 (-4.5) ー0.0268(-4.2) 

-0.235 (-1.6) ー0.405(ー1.6) 

0.216 (0.3) -1.57 (-4.2) 

ー0.146(-0.8) 

1.34 (8.4) 

0.701 (4.5) 

0.739 (4.0) 

1.15 (8.5) 

219 

0.071※ 

-0.195 (ー1.3) 

0.942 (3.4) 

0.466 (2.3) 

219 

0.242 

※LISRELモデルとあわせた全体の尤度比 ()内は t値

知覚値の指標は.ほぽ連続変数として扱うことが可能であるが，その誤差項の平均値は Oでは

なく.少し負の方向にあるということを考慮しなければならない.また LISRELモデルの中の推

定値の t値は.いずれも大きな値であって 推定結果の有意性は高い.選択モデル部分をみると.

* 端末旅行時間の係数が正になっている.これは Convenienceとの重共線性のためと考えられる.

また.乗り換え回数や，幹線旅行時間の t値が低いのも同じ理由のためと考えられる.

2-5-4 推定結果の比較

以上事例研究として， 4つのモデルの推定結果を示した.本研究の最終的な狙いは潜在的変

数を用いた交通機関選択分析の実用化であり，提案したモデルの有効性を検討する意味からそ

の比較を行なう.以下簡単のため段階推定モデルをモデル 1，認知的不協和を考慮した段階推

定モデルをモデル 2 同時推定モデルをモデル 3，知覚値指標の離散性を考慮したモデルをモ

デル 4， と呼ぶ.
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まず.段階的に推定す るという同ーのカテゴリ ーに所属する，モデル lとモデル 2について

比絞する. LISRELモデルの結果を比較するために LRS (Likelihood Ratio Statistics)の仙を比べ

ると

LRS (Modell) =66.7 (39) 

LRS (ModeI2) =106.6 (39) () 内は 自由度

となって.段附推定の方がデータとの適合度がよいことがわかる.認知的不協和の存在はほぼ

.~Æ し、のないことであるが.それを考慮したモデルの方がデータとの迎合が悪いということは，

そのモデルにおける取り込み方に問題があり.認知的不協和の影響が十分除去されていないと

考えら れる. しかし、選択モデルの推定結果を表 2-3と表 2-5で比較すると，適合度は.

わずかにモデル lの方が優れているが.パラメター各々についてみると.モデル 2の方がその

絶対値が大きくランダム効用の分散が小さくなっていると考えられ，モデル 2の説明力はモデ

ル lと同等程度にはあると考えられる.

また.推定法に根本的相違のある同時推定と，段階推定の比較を行なうために.モデル lと

モデル 2を比較する.そのためにモデル 3の同時推定したパラメターで得られた結果を段階的

に検定しその結果をモデル lの検定結果と比較した.

その結果は

LRS (modelI) 

LRS (mode13) = 

66.7 (39) 

123.7 (39) ()内は自由度

となって. LISRELモデル部分のデータとの適合度はモデル lの方がよい.これは. LISREL 

モデルだけで最尤推定を行なっているわけであるから当然の結果である. しかし.パラメター

を個別にみると同時推定の方が一般に t値が高いことから同時推定の推定値の方が信頼性が高

いと考えられる.これは選択結果という情報を推定に同時に用いることにより.段階推定の改

善の方向として述べた「認知的不協和jによるバイアスがある程度除去されたためと思われる.

また選択モデル部分の比較には，モデル 3のLISRELモデル部分の羽左定値から，段階推定と同

様にj替在的変数の推計値(日ttedv剖ue) を計算し.それと選択モデル部分の推定結果から.選択

モデルの尤度を計算することにより， p2値を直接比較した .その結果同時推定のp2値は 0.173

となか段階推定のp2値 0.352と比較するまでもなく適合の悪さを示した.しかし同時推定の
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表 2-1 0 同時推定の LISRELモデルによる潜在変数を用いた選択モデルの推定結果

変数名

鉄道定数

費用

幹線旅行時間

端末旅行時間

乗換回数

ビジネスダミー

女性ダミー

快適性申

利便性申

サンプル数

2 p 

j替在変数を用いたモデル

0.121 (0.4) 

-0.0353 (-4.0) 

0.046 1 ( O. 1 ) 

ー0.881 (-1.8) 

ー0.249 (ー1.3) 

1.42 (3.6) 

0.662 (2.6) 

0.397 (1.9) 

1.05 (4.4) 

219 

0.369 

※LISRELモデルとあわせた全体の尤度比 ()内は t値

i岱在変数を用いないモデル

0.538 (2.0) 

ー0.0268 (-4.2) 

ー0.405 (ー1.6)

ー1.57 (-4.2) 

ー0.195 (-1.3) 

0.942 (3.4) 

0.466 (2.3) 

219 

0.242 

結果から求められた潜在的変数の推計値の説明力を確認するために その推計値を用いて選択

モデル部だけ再推定した結果を表 2-1 0に示す.その結果p2値は 0.369となり，モデル 3から

計算される潜在的変数自体には大きな説明力があることが確認された.この二つの矛盾する結

果の原因として，同時推定の選択確率の誘導における仮定とこの比較のための仮定が異なるこ

とじ選択モデル部分の定数項の推定値に問題があることが考えられる.表 2一?と表 2-1 

0の推定結果の中で大きく異なるものは，定数項と幹線旅行時間，および Comfort*の係数で、あ

る.これらの中で特に問題となるのが定数項であって.これは定数項と 言うものがそもそも各

個人の誤差項の平均値を表している.つまり残りの説明変数が全て等しいときどちらを取る確

率が大きいかということであって 各個人の好みが反映されているため.その値が個人によっ

て正・負にばらつきがあり それが統計的有意性を失わせる原因となり .モデル 3の場合従定

した結果たまたま大きな負の値をとり これが適合度に影響を与えたと考えられる.

以上の結果から，同時推定と段階推定の優劣は一概に決めることはできないが，予測に用い

る際の潜在的変数の有意性が高い同時推定の方が，実用的であると考えられる.
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また上記とは別に，潜在的変数の推計値は.構造方程式.測定方程式のそれぞれの推定結果

から.下の式に よって別々に計算が可能である .

構造方程式 xホ=Bs (2.63) 

測定)J程式 w日、f'A'(A ¥f' ~+efly (2.64) 

このなかで、特に併造方花式からのみ計算する意義は. このモデルで将来予測を行うとき.

心耳目データの将来値を取ることは不可能なため.付与造方程式のみ.つまり観測可能な変放だけ

をJljし、て定性的要因の将来値を計算できることである .

十;与造方程式と測定方程式から別々に定性的変数を計算 したときの離散型選択モデルの推定

結果はモデル lについて表 2-1 1 モデル 2について表 2-1 2に示しである.これをみる

と，モデル 1.モデル 2ともに構造方程式から計算された潜在変数を用いた選択モデルの推定

結果は，潜在的変数の係数が.推定値. t値ともに小さくなり，潜在的変数を入れないモデルと

適合度はほとんど変わっていない. 一方，測定方程式から計算された潜在変数を用いて推定さ

表 2-1 1 段階推定の構造・測定方程式それぞれから推定された

潜在変数を用いた選択モデルの推定結果

変数名 得造方程式による潜在変数 測定方程式による泣在変数

鉄道定数 0.533 (1.6) 0.415 (1.3) 

費用 ー0.0275(-4.2) -0.0348 (-4.1) 

幹隷旅行時間 ー0.246(-0.5) ー0.0126(-0.0) 

端末旅行時間 ーl.53 (-2.7) ーl.38 (-3.0) 

乗換回数 ー0.180(ーl.1) ー0.332(ー1.8) 

ビジネスダミー 0.874 (2.8) l.39 (3.7) 

女性ダミー 0.472 (2.3) 0.662 (2.6) 

快適性* 0.573 (0.5) 0.763 (2.2) 

利便性* 0.0631 (0.1) l.55 (4.1) 

サンプル数 219 219 

pi 0.230 0.356 

()内は t値
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表 2-1 2 認知的不協和を考慮した段階推定の構造・測定方程式それぞれから

推定された潜在変数を用いた選択モデルの推定結果

変数名 潜在変数を用いたモデル j汗花変数を用いないモデル

鉄道定数 0.544 (1.9) 0.418 (1.3) 

費用 -0.0273 (-4.2) -0.0339 (-4.1) 

幹線旅行時間 -0.245 (0.3) ー0.0199(-0.1) 

端末旅行時間 -1.56 (-3.2) -1.37 (-3.1) 

乗換回数 ー0.187(ーl.2) -0.322 (ー1.8) 

ビジネスダミー 0.904 (3.0) 1.34 (3.7) 

女性ダミー 0.469 (2.3) 0.646 (2.6) 

快適性牢 0.497 (0.2) 0.914 (2.5) 

利便性牢 0.0230 (0.0) l.54 (3.9) 

サンプル数 219 219 

p2 0.229 0.350 

() 内は t値

れた選択モデルの結果をみると 逆に構造方程式・測定方程式両方から計算された潜在変数を

用いたモデルより適合度が高くなっている.

これら 2つの結果から.潜在変数の構造全体を考慮して潜在変数の推計値を与える (2.25)式

中で，構造方程式の影響を示す Bsによる潜在変数の変動は小さいと考えられる.これは， LISREL 

モデルの構造方程式の説明変数の多くは，離散型選択モデルの効用関数の説明変数でもあるた

め.構造方程式が 離散型選択モデルの効用関数に新たに加える情報量は小さいためと考えら

れる.また，測定方程式からのみ計算される定性的変数に，大きな説明力があることは，やは

り，どちらのモデルも認知的不協和の影響が大きいと考えられる.

2-6 本章のまとめ

本章では.潜在的要因を交通機関選択モデルに取り入れるための方法論を展開し，その有効

性を確認するため 事例研究を通して実証的分析を行った.
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本市で提案した方法は，図 2-1に示されている消費者意思決定構造に基づいて.観測可能

な変数から潜在的要因を推定する LISRELモデルと，潜在的変数を含む離散型選択モデルについ

て段階推定と同時推定の 2種類の方法を提示し.それぞれ改良の方向性を探るモデルを提案し

た.この中で.アンケート調子Eから得られた知覚値や態度といった潜在的変数の数理心理学的

指標は. LISRELモデルの.観測可能な変数として用いられている.このことは. 2 - 1で述べ

た過去の研究例のように.単に数理心理学的指標を. 交通機関選択モ デルの効用関数の説明変

数に加えるものと異なり .心理指標とi普在的変数の関係を測定方程式で.潜在的変数と定量化

可能な変数の関係 を構造方程式で，それぞれ表しているため，効用関数の説明変数として.情

j笠方程式だけから計算される潜在的変数を用いることが可能なことが特長である.つまり.本

モデルを将来予測へ適用するときに，心理指標の将来値は不要であるため実用性が高いと思わ

れる.

2 -5で示した実証的研究の結果を見ると.段階的に LISRELモデルより計算された 2つの潜

在的変数は.選択モデルにおいて 2っとも大きな説明力を有しており.潜在的変数を含まない

モデルと比較すると，モデルの適合度も大幅に良くなっていることがわかる.ただし.測定方

程式から計算された潜在的変数を使用したモデルと 構造方程式から計算された潜在的変数を

使用したモデルを比較すると，測定方程式から計算された潜在的変数に大きな説明力があると

いうことがわかった.本モデルを将来予測に適用する際.構造方程式から計算された活在的変

数を用いる ので.潜在的変数の将来値の有意性に問題がある.この原因として，本論文で行わ

れた事例研究では.既存のデータを用いたため，データ項目の制約によるミススペシフイケー

ションが大きな原因のひとつであると考えられる.例えば，意思決定者の心理的要因を決定す

る重要な指標であると思われる個人の収入 社会的地位などがデータに無く.それらが説明変

数として用いられなかったことがモデルの適合を悪くしていたと考えられる.また.全システ

ムの同時推定は.その統計的性質や.有意性に優れているが それを将来予測に用いる際に重

要な，推定結果中の線形構造方程式モデル部分から計算される推計値を用いて，選択モデルを

推定した場合に，選択モデルの適合度が段階推定よりも低いという問題があった.これは.同

時推定モデルの選択モデル定数項の推定値が特異な値になったためと考えられるがその原因と

して.選択したモードの相違による主観的価値基準の違いは無視できない(河上.広畠 (1985)) 

が.本研究ではそのことを考慮していないためにそのことが顕著に現われる定数項の推定値が

特異な値になったと考えられる.また.知覚値指標の離散性を考慮したモデルは.他のモデル
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との比較のため同じ特定化を行なったが.モデルの定式化をデータ本来の性質に近づけたモデ

ルで、あるので.別の特定化を行なうことにより，より適合度が高く説明力のあるモデルになる

ことが可能であると考えられる.

以上本研究の結論として，提案した各モデルは潜在的変数を月j し、ないモデルより迎合皮や，i~t

明力の点において優れた結果を示しているが.それぞれのモデルの佼劣については. ー長-i立

があり一概に言うことはできなかった.

本研究の今後の課題としては，推定の手法に関して比較検討するための理論的基礎がしっか

りとできていなかったため，比較があいまいに終わってしまった.また知覚値指標の月IEWcI生を

考慮したモデルは.その特定化の変更により解釈の容易な説明力の高いモデルになることがWj

待されるが.それを十分行なっていない.これらのことをふまえて異なるデータによるさらな

る実証的研究が，この手法の有効性を確認するために必要であろう.
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第 3章 個人の異質性を考慮した交通行動分析

3-1 はじめに

本章では.個人の異質性を考慮した非集計分析の方法論を展開し. s P. R PおよびfE皮デ

ータを用いて意思決定者の噌好の違いを考慮した交通手段選択モデルの提案を目的とする.

非集計モデルを用い て個人のH誓好の淫いを考慮する手法は一般に次の 3種類に分類される

(片平(1987 -1) ) . 1つは個人属性別やトリ ップ目的別などの外的属性を用いる方法である.

その中には.あらかじめ基準を定めて.母集団 をい くつかのセグメン トに分けるアプリオリセ

グメントを行う方法と.効用関数の説明変数に外的属性を導入する ことで.選好のばらつきを

表現する方法の2つがある. 2つめは内的属性， つまり効用や態度などの多次元的に定められ

た変数を基準 として，それらが同質なグループにサ ンプルを分類する セグメンテーションであ

る.具体的には.個人ごとにロジットモデルを推定 して得られた個人ごとの効用パラメータと

いった. 意思決定者の晴好を表す変数による 母集団の分割を指す. 3つめは ランダム係数モデ

ルなど非集計モデルのそのものの構造を異質性を取り 込んだかたちで定式化し直すモデルの開

発である.これらの中で第 lの手法である外的属性を用いてセグメンテーションを行う方法は

容易でかつ解釈がしやすいなどの利点を持ち，セグメンテーションの意識をせずに使われるこ

とが多い. しかし.外的属性によって分けられたサプグループが同質であると いう保証を得る

ことは難しい. 2番目に示された 噌好が同質な集団に分割すること を目 的とするベネフィッ

トセグメンテーション手法は，これまでマーケテイングの分野では 19 6 0年代から研究が進

んできているが，交通行動の分野での適用例は少なかった.これは主に.一般的な消費財-の購

買行動を対象とするマーケテイングリサーチでは， 主婦層 を対象にした洗剤のブラン ド選択 な

と 対象 とする個人属性や購入目的なとなが同質の個人をターゲットとして行われる場合が多く，

母集団に属する人の属性や選択肢の属性が似ている場合が多い.このため，分析対象とな る選

択行動の選好のばらつきは 個人の噌好の違いが主要な要因となり 個人の異質性を考慮し た

選択行動分析が盛んに行われてきたのである.交通行動分析が対象とする交通行動の分野，特

に非集計モデルが分析の道具としてよく用いられている交通機関選択分析では. 一般に対象と

なる選択肢の属性や交通目的などが個人間で異なっている場合が多く 個人の異質性の影響に

比べて選択肢問の属性の値の差異や交通目的などの外生的要因が選択 に大きな影響を与える 場
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fTが多い. fY~ えば. 目 的地が与件である場合には選択可能な交通機関が限定されることや. 日

r:1J [j的 トリ ップと 業務トリ ップでは時間価値やトリップチェインパターンが異なることなどが

やげられ. 一般によ く 行われる交通目的別のアプリオリセグメンテーションは.個人間の五 )'(~

ではな く.選択の外生的要因によってパラメータが変動する影響を考応したものである .この

ようなことよ り.交通機関選択は選択に大きな影響を与える外的属性によるセグメンテーショ

ンが‘布切Jであると考えられているが，近年観光交通や休日交通などの非日常交通が交通計 pllj

卜.の問題として取り上げられるよつになり.その分析が政んになってきた. 一般に非日?;?公必

はj昆iJ].通学.業務交通と比較して交通制約が緩く.その行動にはn存好の速いが顕著に現れて

くると考えらる.そのため.晴好の違いを考慮したベネフィットセグメンテーションの有効性

が高い.また.日常交通においても，交通サーピスや交通政策は鉄道会社問の時間短縮競争.

快適性車両の導入，相互乗り入れ.あるいは渋滞(所要時間) ・駐車場に関する情報提供等に

代表されるように多種多様化しており.そのような政策に対してはより詳細な需要予測が必要

になってきている.そのような多様な交通サービスの中から交通選択を行う場合，所要時間を

重視する人.快適性を重視する人などの異なる晴好を持った人たちはそれぞれ同じ代替案属性

に対して異なる反応を示し.交通サービスに対するニーズや評価は明らかに母集団内で均質で

はない. したがって.ある交通サービスを導入した場合，そのサービスの変化により得られる

効果を測定するためには.その反応の度合いの違いを考慮した分析が必要となる .このように

交過サービスの多様化に伴って，個人の噌好の違いは交通行動分析において無視できないもの

となってきており.個人の異質性を考慮した分析の必要性が高まってきていると言える .そこ

で異質性を分析するにあたっては，これまで数多くの研究例があるマーケテイングリサーチの

分野で行われてきた成果を参考に，交通行動分析，特に交通機関選択に焦点を絞り分析手法を

いくつか提案しその有効性を検討するものである .

また.このような異質性の分析とは別に，仮想の状況に対する選好意思表示である SPデー

タの研究も盛んに行われている. S Pデータは実際の行動結果である RPデータと異なり .条

件の設定方法によって制約条件の影響を小さ くすることができ. 属性問のトレードオフの影響

が相対的に高まることや.同一個人から多数の情報を得ることが容易であり.噌好の違い.つ

まり効用パラメータの個人による違いを分析することに適していると考えられる .このような

特性を持つ SPデータを個人の異質性を考慮した分析に適用することは非常に効果的であると

56 

表 3-1 RP データと SP デー タの比較(宗: 1 休音I~ J京本よ り変史)

RPデータ

実際の行動結果に基づく

選好情報 市場における行動と一致

得られる情報は「選択結果J

代替案 現存しない代替案は取り扱えない

選択肢の

属性

選択肢集合

定量的属性のみ

測定誤差があることが多い

属性値の範囲が限られている

属性問の重共線性が大きい

不明瞭

SPデータ

仮旬、の状況における意忠表/0

市場での行動と 不一致の可能性

「順位付けJr汗点づけJr選択」な ど

現存しない代替案も取り扱える

定量的および定性的属性

測定誤差はないが知党誤差の可能"''T.

属性値の範囲をj/t張できる

属性問の相関を HilJ御できる

明瞭

考えられ.その有効な分析手法の確立は SP分析が効果的で、ある局面の存在を確認する 立11来で

も重要である .S Pデータの詳しい性質については森川 (1991)にまとめられている.それに

よると， S Pデータの最大の問題点はその信頼性であり、信頼性は SPデータの選好と市場で

の選択の一致生を指す信憲性と SP実験の条件による回答の変動を指す安定性の 2面を持つ

としている. 森川 (1991)は RPデータと SPデータの特貨を表 3-1のようにまとめている.

このように SPデータと RPデータは相互補完的関係にあり，これらを同時に用いたモデル

が， Ben-刈<ivaand Morikawa (1990)によって提案されている.また，その発展形として誤莞項

の系列相関を考慮したモデルを Morikawa， Ben-Akiva and Yama也 (1992)が提案し.系列1=日開に

よって生じるパラメータのバイアスを修正している.これらのモデルについては後で詳しく説

明する.

3-2 個人の異質性を考慮した既存研究のレビュー

これまで、行われてきた非集計モデルを用いた交通需要予測分析では，対象母集団を均賃とみ

なして.得られたサンプルが同一の効用パラメータを持つと仮定してモデル構築を行うか. 異
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表 3-2 アプリオリセグメントに用いる主要な基準 (田中 (1992)) 求める便益(ベネフ ィッ ト) もしくは 2章でも 述べた態度を法相iとした.つまり効用パラメー

基準 タの同質性を基準とした セグメンテーションによる アプローチと .ランダム係数モデルのよう

地理的特性 (Geographic)
市町村

郊外/都心

気候

な.ロジッ トモデルに代表される離散型選択モデルの再定式化引のアプローチに大別できるこ

とを 3-1で概説した.ベ不フィッ トセグメンテーシ ョンによるアプローチは先の外的以竹に

よるアプローチと同じく.同一セグメン トでは同ーの効用パラメ ータを持つこと を仮定してい

るが.より効用関数の同質が保証されう るセグメンテーション指悼の探;Jどを目指すものである.

一方.ランダム係数型アプローチでは母集団内で異なる効用パラメ ー タの分布を.あ る特定の

確率分布を仮定 した り. ノンパ ラメ トリックな分布を仮定することによ って呉氏な母集IJI全体

に同ーのモデルを適用するこ とを目指すも のである.以下ではそれぞれのア プローチには]する

意思決定者の特性に

よる jぷ怪

人口統計的特性 (Demographic)

性別

年齢

家族人数

ライフステージ

社会経済的特性 (Socioeconomic)

度程

収

業

教

育

年

職

宗

教 既存の研究を整理する .

心理的特性 (Psychographic)

ライ フスタイ ル

ノてーソナリテ イ

片平 (1987-2)による と マーケットセグメンテーションを行う際に注意すべ きことと して.

次の 3点を上げている.

意思決定者の反応に

よる 基準 行動科学的 (BehavioraJ)

購入量

ロイヤルテイ

態度

1 )形成さ れるセグメン トは基準に関して十分に同質的でなければならない.

2 )セグメン トはそれを形成するのに十分な大きさがなければならない.

ベネフィット

3 )各セグメントは他と 区別して接近可能でなければな らない.

質性を考慮する場合は個 人の性別や職業 収入 といった社会経済属性やトリ ップ目的などのト
効用パラメー タの同質性に基礎をおく べネフ ィッ トセグメンテーションで特に重要とな るの

リップ属性に よってアプリオリにセグメントを規定し，いくつかの同 一属性のセグメントに 母
が. 1)に挙げられたいかにして何 らかの意味で同質的な集団に母集団を分割するかというこ

とである .つまり個人の異質性 を考慮したモデルの構築には同質の効用パラメータを持つ何 人

どう しでセグメントが形成されることが望ましいため，個人ごとにパ ラメータ値が求められる

場合に はそれを基準にしてセグメンテーションを行うこと が最 も望 ま しいと考えられる .その

考えに基づいて.個人パラメータを測定し.セグメンテーションを行った研究としては Currim

集団を分割して.それぞ れのセグメントごとに 異なるモデル構築を行うことが多い. 表 3-2 

に主なアプリオリセグメ ン トの基準を示す.

これまで交通行動の分野では. 交通目的以外にも， 表 3-2中に示 される 基準の中で， 主 に

地理的特性や. 人口統計的特性.社会経済的特性によってセグメンテーションされることが多

く.心理的特性や行動科学的基準に基づいてアプリオリセグメントが行われた例は少ない. こ

こで，個人属性などの意思決定者の特性によるセグメンテーションは .セグメント内の各個人

が同質である とい うこ とに対する根拠に乏 しく説得力に欠ける場合もあり 非集計行動モデル

の基礎が確立 された直後から ，外的属性 によるセグメンテーションに代わるアプローチから個

人の異質性を考慮し よう と試みている研究がなされてきた.そして，それらは表 3-2でいう

(1981 )、Ogawa(1987)が挙げられる.個人モデルに関する研究としてはマー ケテ イングの分

野ではコンジョイント測定法 と呼ばれる手法が主流に なっている. コンジョイント分析とは 数

理心理学におけるコンジョイント測定法の考え方をマーケテ ィン グに応用しようという試みを

総称 したものである (Louviere(1994) ) . ここで，コンジ ョイント測定法とは大濠ら (1980) 

や小川 (1981)によると「多次元的な要因の組 み合わせに対する何らかの順序関係が与えられ
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たときに.そこから個々の要因の効果を測定する個別尺度.及び与えられた順序関係を再現す

る総ての要因の同時結合尺度をある定められた結合ルールのもとで同時に見いだすことJであ

る.具体的には.コンジョイント分析法として代表的なアルゴリズムとして MANOVA (Krusk剖

(1965) )や LINMAP(Srinivasan and Shocker (1973) )があげられるが.これらはいずれも 11m

定論的考え方に必づくものであり，確率論的考え方に基づくものとして RANKLOGIT (小川

(1981 )など)があげられる.交通計画の分野では高田-湯沢(1988)が.コンジョイント分

析にロジットモデルを導入した，コンジョイントロジットモデルと呼ばれる確率論的手法を用

いて交通機関選択を分析している.また.伊藤・湯沢 (1990)は.そのコンジョイントロジッ

トモデルを企業立地選択に適用して，個人(企業)別のパラメータをクラスター分析や初付法

をmいてセグメンテーションを行い.異質性を考慮した分析を行っている .また森川・白オ

(1991 )は一対比較質問の 5段階評定のデータを用い重回帰分析によって個人パラメータの近

似値を求め.その値に基づいてクラスター分析や視覚的分割法によってセグメンテーションを

行い.それらのセグメンテーシ ョンの有効性を実証している.このようなアプローチには.個

人パラメータ推定のための同一個人からの観測数の確保の問題や 個人パラメータの信頼性の

問題.クラスタリング手法等の問題点が存在するが， Ogawa (1987)は効用パラメータの推定と

グループ分けを同時に行う手法を提案し，それらの問題点を解決しようと試みている.片平

( 1987)は Wishart( 1969)の多峰型のヒストグラムをいくつかの単峰型に分割するモード分析

手法を用いて.これらの問題を回避することのできるモデルを提案している.

このような手法とは別に 非集計モデルの基本的定式化の修正を行うものとして.ランダム

係数型アプローチがある.ロジットモデルをはじめとして通常，交通需要予測に用いる非集計

モデルは，対象母集団の効用パラメータは固定されており固定係数モデルども呼ばれるが. ラ

ンダム係数モデルは効用パラメータが個人間で何らかの分布に従う確率変数であるとするもの

である.このようなランダム係数モデルはロジットモデルに限らず，回帰モデルなどでも研究

が行われている (Nicho)as(1993) ) .このモデルは個人間で、パラメータは同ーと仮定するより

も理論的には優れており.ロジットモデル開発の初期から提案されている. Daganzo (1979) は

プロピットモデルにおいて，パラメータに正規分布を仮定することによって個人の異質性を考

慮することができるということを論じている. このモデルは，簡単な再定式化を行うことによ

って一般化プロピットモデルの定式化に帰着する. Fisher and Nagin (1981)は仮想の駐車場の 2
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項選択を例に一般化プロ ピットモデルの有効性に関する実証的分析を行っている. しかし。 こ

の再定式化された一般化プロピットモデルは 3項以上の多項選択においてはその推定が非北-に

困難となり.その推定法に関する最近の研究としては McF反ren(1989) ， Bo凶JCand Ben-Aki va 

( 1990) ， Lam and Mahmassani ( 1990 ) 等が挙げられる. その他にもマーケテイングの分~'fでは

ガンマ分布を仮定するモデル(例えばGupta(1991)など)が用いられることもある.こ のよう

に効用パラメータ総てにパラメトリックな分布を仮定するモデルではなく.一部の変牧をパラ

メトリックに分布させる MixingDistribution MOO!Iやノンパラメトリ ックに分布させる Mass

Point Mo企!などが西井ら (1995) によって目的j也選択モデルに j創刊されている Mixing

Distribution Moalをパネルデータに用いて個人の異質性を検討した研究に Hensherand Wrigley 

( 1986)があり， Mass Point Modelを用いてパネルデータの消耗バイアスに存証する例人のYU1

性を検討したものに藤原ら(1996)がある.これらのパネルデータを用いた異質性の研究につ

いては 4章で解説する， Mass Point Modelの一般型である潜在クラス分析の考え方を応"JfJした滑

在セグメントモデルが.近年マーケテイングリサーチの分野で適用例が多く見られる (例えば

Kamak町 aet.al (1994) ) . これは各個人を観測不能な真のセグメントに分類するのは不可能で

あると考え.各個人は各セグメントに確率的に所属するものとして.各個人のセグメントへの

所属確率と セグメントごとのパラメータ値を同時に推定するものである.潜在セグメント を考

慮したモデルは他に Kamakuraand Russel (1989) ，片平 (1991)， Swait (1993) ， Kamakuraet. 

al， (1995) ， Kamakura and Wea1 (1995) ， Gopinath and Ben-Ak.iva (1995)らがある.この手法

については後に詳しく解説する.また 離散型選択モデル以外には， Bhat (1996)が帰宅トリッ

プでの買物行動を生存時間モデルを用いて分析し その中で個人の観測不能な異質性の問題を

取り扱っている .

3-3 個人に繰り返し尋ねた spデータを用いた個人ベースの行動モデル

3-3-1 個人から繰り返し採取したspデータの性質について

SPデータは分析者が自由に条件などを設定できるため，個人から容易に複数回の回答を得

ることができる.このことは 同一個人からより多くの情報を引き出すことができるため，個

人の行動特性の把握が容易になり，異質性を考慮したモデル構築に用いるために有効であると
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考えられる. しかし.複数SPデータは 4章で詳しく述べるパネルデータと同様に. 3 -1で

述べた SP固有の問題だけでなく他にもいくつかのバイアスを持っている可能性が指摘できる.

ここでもう一度森川(1990)に基づいて SPデータ固有の問題である信頼性について詳しく述

べる. s pデータの信頼性とは大きく分けて 2つに分類される.一つは SPデータの信jE性で

あり. もう一つは SPデータの安定性である. s pデータの信活性とは， s pデータは選択結

果が被験者の効用レベルに影響を与えないため.実際の行動の場合と は異なった意思決定のプ

ロセスによって答えてしまっ問題であり t S Pデータの安定性とは， S Pデータの属性や選択

肢の設定の仕方によって回答が変動する問題である.このような特性を持つ SPデータを同一

個人から複数採取することによって，以下のような影響が加わると考えられる.

1 )被験者の疲労に よるデータ精度の低下 (Fatiguee仔ect)

2 )複数回の回答が意思決定に影響を与えそれぞれの選択が独立性を失う (Inertiae仔ect)

3 )最初の方の質問が練習となって信頼性が落ちる (Warmingup e仔ect)

具体的には. 1) は複数の質問を行うことにより，被験者は疲労して回答の回数が増えるに

従いその回答にいい加減さ(ノイズ)が増してゆくことで， 2) は惰性で同じ選択肢を選び続

けたり. 2章で述べた認知的不協和解消行動の問題と同様の問題が生じたりする.ただし， こ

の情性によって同じ選択肢を選択し続けるのかということは，設定条件以外の要因で選択が行

われている場合に観測上向ーとなるため.分析者の側から判断することは困難である. 3) は

1 )と逆で，複数回答が可能なため，質問の設定を理解する前に回答を行ってしまい.最初の

回答の信頼性が低い問題である.これらの問題について，推定したモデルの推定値および標準

誤差を評価指僚として分析した事例がいくつか報告されている.例えば Ben~Akiva.Morikawa and 

Shiroishi (1991)が SPの順位付けデータを複数回答とみなしてパラメータの安定性を分析し.

異なる順位ではパラメータが有意に異なると報告している.また藤原 (1993)は3回操り返し

たSP質問を分析し. 3回までの SP質問では安定性や信頼性に問題は生じないと言う結論を

出している.複数 SPデータの信頼性については，条件設定などにも依存するため一概に何固

までならば信頼できるということは言えないが，質問回数や与える条件の複雑さなどの調査の

設計を.個人から得ることのできる情報量とノイズ量の関係を見極めた上で行わなければなら

ない.
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3-3-2 複数spデータによる個人パラメータの推定

個人ごとのロジットモデルによって推定された個人パラメータをJ行際としてセグメンテーシ

ヨンを行う場合には.パラメータ値の扱い方に関して次の 3点について留立しなければならな

し3

-ロジットモデルによって推定されたパラメータは 11点差項のスケールパラメータとの仏の 1lf{

で得られるということである.同ーのパラメータを持つ個人で、も誤 /~JJfの分散が小さい場合

は.推定されるパラメータの値は相対的に大きくなり.分散が大きい個人は逆に十日付的に小

さくなる.ベネフィットセグメンテーションを行う場合、個人の異質性は各要因|切のトレー

ドオフの大小関係によって提えるのが木来的であるので.誤差項の影響を除去する必安があ

る.

-各説明変数の測定単位にパラメータのスケールが依存しているといっ問題である.つまり何

人ごとのパラメータ値の分布が，パラメータにかかる変数が時間なのかあるいは質問なのか

といった尺度の違いや それぞれの説明変数の単位の取り方に依存しているため，悲志的に

セグメントを操作できる可能性がある.

・ロジットモデル等の離散型モデルにおける小サンプルの問題 (例えば伊藤，湯沢(1990) 

森川，白水 (1991))である.個人ごとのデータ数が限られているため，例えば最大尤度が

一意に定まらなかったり，推定可能であったとしてもパラメータ推定値そのもの 自体には厳

密な意味で統計的推論が行えないということである.

以上の 3点を考慮してパラメータ値をそのままセグメンテーションの指標とせずに，一つの

パラメータ値を基準としたパラメータ値の比を指標として採用するのが妥当であると考えられ

る.この考え方に基づくと 個人パラメータを用いたセグメンテーションによるアプローチは.

図 3-1に示すフローにしたがって行われる.
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何人に繰り返し尋ねた SP選択データを用い

て個人別に ロジットモデルを推定 して

イ国人ノてラメータを求める

クラスター分析などの統計的手法を用いて

何人パラメ ータの比に基づくセグメンテーシ ョンを行う

SPモデルによるセグメンテーションの有効性の検討

S P . R Pモデルでの

セグメンテーションの安定性の検討

図 3-1 個)¥.ノマラメータアプローチによるセグメンテーションのフローチャート

3-3-3 個人パラメータに基づいたセグメンテーション

本研究で用いるデータは，首都圏の湾岸海浜観光地域のある半島を訪れていた人を対象に.

無作為にアンケート調査票を配布して郵送回収されたものである.アンケートの内容としては，

主に次の 5種類に分類することができる.

-個人の社会経済属性に関するデータ

・性別.年齢，職業， 自家用車の有無

-今回の旅行の手段.経路 旅行内容に関するデータ (RPデータ)

-目的.旅行人数.旅行ルート，旅行費用，交通機関選択理由(態度指標)等

-新規航路の選択に関するデータ (SPデータ)

その湾岸海浜観光地域と対岸を結ぶ仮想、の新規高速船(フェリー)が就航したという仮定の

もと.新規高速船の所要時間は一定とし，各被験者に 6種類の料金と運行間隔の組み合わせを

示し.新規高速船を利用するか否かの 2項選択データを各被験者より 6組得ている.なお.実

際の利用交通手段が車である人と車以外(本研究においては鉄道のみ )である人で、は，それぞ
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れ新規高速船へのアク セス・イ グレスは現状の利用交通手段を交史しないという条円:をつけ 、

異なる料金設定でSP質問を行った.

全サンプル 852人のうち. 今回の旅行と同条件(旅行人数.旅行目的が同じ)のj:A-frに尖1;祭に

新規高速船の利用が可能であると考えられ. 上記の各データについて有効なIr-!.l答が何.られたサ

ンプルは 211人で、あった.ここで利用不可能な人とは. 新規高速船の辺氏 ・所要H引l¥j.辺行!由主

などの条件に関わらず利用しないと回符した人. 当該地域在住の人.観光パス利m~.で‘交油機

関選択が不可能な人で、ある.このうち. 全ての人がSP質問6伺に回答したわけではないので

RPデータ 211. S Pデータ 819のデータが得られている.また.個人パラメータ推定に必立さな

データが得られたサンプルは 84人で、あった.

SP 質問は新規高速船の運賃と運行頻度を政策変数として変動させているので.↑I ~I 人モデル

に用いることのできる説明変数は以下の 3つである.

1 )新規高速船定数項

2)総費用 (単位:1000円)

3)新規高速船の運航頻度(単位:運航本数/時)

つまり，個人モデルは 3係数を持つ効用関数を仮定し， 6つの選択結果の観測値から杭尤推

定法を用いて推定を行っている.このような自由度の低いモデルから得られるパラメ ータは，

統計的に有意であることが非常に難しいが， 6つの選択結果から合成した個人指標のベクトル

であると考え，マーケットセグメンテーションの指標として用いることは可能であると考える.

これらの説明変数を用いて，個人ごとに新規高速船を利用するか否かの 2項ロジットモデルを

推定した. r新規高速船を利用しない」と回答した場合の選択は実際に利用した交通手段 -経

路となる.なお 84サンプル中 l人について個人パラメータの推定値が収束しなかった.これ

は3-3-1で述べた少数サンプルによる解の不定性の問題が生じていると考えられる.

で.先に述べたように個人ごとに推定されたパラメータ値をそのままセグメンテーションの 基

準とするのではなく.あるパラメータを基準としたパラメータ比をセグメントの基準 として用

いる.本研究においては総費用の個人別パラメータがほぼ全サンプルを通じてマイナスの符号

となったため，パラメータ比の値の符号が解釈しやすいことから，定数項および運航頒度のパ
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図3-2 個人パラメータ比の散布図
図3-3 個人パラメータのクラスター分析結果

ラメータ値を総費用のパラメータ値で除した値をセグメンテーションの基準とすることとした.

このパラメータ比の値の散布図が図 3-2である.この 2次元のベクトルをもとにクラスター

分析を行い.3-2-1で述べたクラスタリングの基準に従い 2つのセグメントを抽出した.

各セグメン トごとの散布状況を示したのが図 3-3である.今回のクラスター分析を行うとき

の類似度の測度として平方ユークリッド距離を用いており.視覚的には座標平面上の各点聞の

距離の近いもの同士がセグメントを形成することになる.なお.個ノ¥ノマラメータ推定者 83サン

プル中の l人については，パラメータ値の比の値がかなり大きな値となったために図 3-2お

よび図 3-3においては含まれていない.

このようにして得られた各セグメントごとにデータをプールして個人モデルと同傑な 2Jf{ロ

ジットモデルによって 各セグメントごとの未知パラメータを推定した結果を表 3-3に示す.

なお，各セグメントともにデータをプールすることによって総所要時間に対するパラメ ータ値

も推定可能となるので，個人パラメータ推定に用いた 3つの説明変数に総所要時間 (単位 10

分)を加えて 4つの説明変数によってモデルの推定を行った.推定されたパラメータ値はどれ

も妥当な符号を持っており 個人パラメータの定数項の符号でセグメンテーション されたとお

り，各セグメントは，ともに定数項にはっきりその違いが現れている.また，尤度比検定によ

って両セグメントのパラメータベクトルの等価性は有意水準 5%で棄却され;戸2値もセグメン

テーションを行わないモデルと比較して大きく向上している.ただし.時間に対するパラ メー

タの t値は両セグメントともに，特にセグメント 2において有意な値とはならなかった.この

理由としては，もともと総所要時間をあまり考慮していないということも考えられるが、 s p 

質問の設定において新規高速船の所要時間を一定であると仮定しているために.回答者の注意

が変動させた運賃や運航頻度に向けられてしまったという可能性も高いと考えられる.費用に

対するパラメータの絶対値はセグメント 2の方がセグメント lよりも 2f音大きく.逆に運航!煩

図3-3から分かるように，ほぽ定数項/費用軸の正負の値によってセグメンテーションさ

れる結果となっている. これは，大多数の人が運行頻度/費用軸近傍において散布しているた

めであり.総費用に対するパラメータ値がほぼ負の値を取っていたことから判断すると，セグ

メント lは定数項が負であるグループ，セグメント 2は定数項が正であるグループに分割され

たといえる.
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表 3-3 何人パラメータを基準とするアプリオリセグメント別の推定結果

全 データ セグメント 1 セグメント 2

フェリ一定数 ー1.69(-6.8) -3.55 (-6.6) 1.28 (2.0) 

H~!lf [j庁 ー0.312(ー7.4) ー0.340(-3.9) ー0.704(-5.4) 

運行頻度 1.91 (8.3) 4.02 (6.1) 1.06 (3.9) 

ïÌft~'所要時間 -0.0649 (-2.1) ー0.103 (-1.7) ー0.0293 (-0.8) 

観測数 492 240 252 

p2 0.270 0.381 0.318 

p- 0.255 0.325 

x2イ直 X2ニ 42.69 Xo.o/(4) = 9.49 

() 内は t値

度に対するパラメータの絶対値はセグメン トlの方がセグメント 2よりも 4倍大きくなってい

る.これを単純に比較すればセグメン トlはSP質問の運航頻度の変動により敏感に反応し.

セグメント 2は運賃の変動に より敏感に反応するセグメントであるといえる .セグメ ント lに

関しては.前述した総所要時間に対するパラメータの t値は有意水準 10%では有意で，パラメ

ータ値の絶対値もかなり大き い値となっており，運航頻度にもより敏感であることを考えあわ

せると時間に関する利便性をより重視するセグメントであるといえる.この結果から. 新規高

速船を利用するか否かと いう観点に立つと.セグメント lは定数項が負であるので新規高速船

の利用意向そのものは低いが 時間に関する利便性を増せばより効率的に高い利用平が見込め

るセグメントであり.一方セグメン ト2は.定数項が正であるので利用意向そのものも 高く .

安い運賃の設定によって よりいっそう高い利用率が見込めるセグメントであると推察できる .

ここでBen-A1dvaand Morikawa (1990)で提案されている SPデータと RPデータを同時に用

いたロジットモデルの推定を 各セグメントごとに試みようとしたが セグメント 2において

全く有意な値が得られなかった.この結果は， セグメント 2を構成しているサンプル全員の実

際の利用交通手段が自家用車であり セグメント 2を構成しているのは鉄道利用者がほとんど

であることによるものであった.その RPでの利用交通手段の内訳を表 3-4に示す.今回行

ったセグメンテーションは，定数項の符号の違いがセグメント分割の要因になっていると述べ

たが，定数項は導入した説明変数以外の要因の影響の新規高速船の利用意向の期待値であると
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表 3-4 セグメント別 RPでの利用手段

セグメント 1 (負定数項) セグメント 2(_iE定以瓜)

自家用車利用者 9 4 2 

鉄道利用者 3 1 

考えられる.例えば新規高速船利用に伴う乗り換え数などの新規高速船の利用意向に付する期

待値が定数項に現れているため.この結果は RPの利用交通手段と推定した個人モデルの定以

項が相関関係にあることを示している.そこで，笑際の利用交jill手段別で定数項が異な ってい

るかを検証するために. R Pでの利用交通手段別にデータをわけで.同じ説明変数をmいたモ

デルを推定した結果が表 3-5である.この結果から明らかなように，セグメント 2と1Ji利用

者層とでは差があることが定数項の値の違いに よって分かる. したがって.車利用者府が似た

ような晴好を持っているとは断言できない.一方.セグメント lと鉄道利用者では定数項に大

きな差は見られず.鉄道利用者は全員がセグメント lのメンバーであることを考えると.セグ

メント lのパラメータは RPの利用交通手段に関わらず安定的であることを示している.つま

りセグメント lが新規高速船の利用意向に関して RPに依存せず同質的であるといえる. しか

し，今回の SP質問では実際の利用交通手段別に設定が異なか新規高速船へのアクセス・イ

グレスがRPで選択した交通手段を使うという制約条件が課されているため.鉄道を使って新

規高速船を利用する場合と車を使って利用する場合とでは，新規高速船の乗船場への経路の不

明確さや乗り換えなどの利用意向への影響が，鉄道を使った場合の方がより大きく働き.その

結果が定数項の同質性に結びついたと言うことが否定できない.つまり，実際の利用交通手段

を用いるという制約条件が働いて，鉄道利用者全員の利用意向をある大きさだけ低下させてし

まったという調査の設定条件による選好の変動が存在する可能性があるということである. 一

方，車利用者に対してはそのような制約条件による選好の変動の影響が小さく.純粋に利用 意

向の差異によって分割されていると考えることもできる.実際には鉄道利用者の新規高速船に

対する利用意向が同質的なのか調査設計条件によるものなのかは，本研究の結果からでは断言

できない.このことを明らかにするには，例えば今回のような制約(実際の利用交通手段を利

用するという制約)を課した SPデータと，制約を謀、さない SPデータ(実際の利用交通手段
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表 3-5 RPの選択手段別にサンプルをプールした SP選択モデル 分割することが必要になる.そのための具体的手法として. 本研究で は. 波数 SPデータ より

~riと費用

運行頻度

8r[;~~所要時間

サンプル数

cαr RαiL 

ー0.0288(-0.1) -3.23 (-6.0) 

ー0.488(-5.8) ー0.580(-3.2) 

1.43 (6.0) 3.59 (5.4) 

ー0.0201 (ー0.5) -0.0839 (-1.3) 

306 186 

0.309 0.342 

J佐定した.個人ごとのパラメータベクトルに基づいたセグメン テーション を3-3-3で検討

フェ リ一定数
し.ここで (替花的態度変数によるセグメンテーションを検討している. それぞれの)J法は .

図 1-1に示された意思決定過程中で噌好の違いを表す態度の解明を呉なるアプローチにより

行うものである.つまり，前者は図 1-1に示 した態度を観測可能な選好怠識から直接求めよ

うとするアプローチであり，後者は態度を観測可能な態度指尽か ら!日]-1:妾的に;Jとめよ うとするも

のである.

一
ぴ
'
一
値令

l
t

十
品内

3-4-2 態度データの特性とその定性的分析

に関わらず同一条件の質問設定)を同時に収集して比較することによって可能となると考えら

れる.

3-4 個人の潜在的態度を考慮した行動モデル

線形構造方程式モデルによる潜在的態度変数の推計に先だって，各個人がどのような妥囚 を

重視して交通機関選択を行ったかを把握するため，態度指標 (交通機関選択珂ニ由)の単純集計

を行う .アンケートでは以下の 9項目について ，今回の交通機関選択に関して重要視した項目

を最大 3つまで回答してもらう形式をとっている .3-4-1でも述べたように 211人から有効

な回答が得られている.交通機関選択理由の質問に対する回答が容易であるため.個人パラメ

ータによるアプローチのサンプル人数よりもかなり多いサンプル人数となった.

3-4-1 個人の態度と選択特性

態度とは前章でも述べたように消費者行動の意思決定過程において，意思決定者が代替案の

属性や.代替案そのものに対して抱いている感情である.つまり，具体的には選好を表す効用

関数のパラメータに影響しているものと考えられ，この異質性が選好パラメータの異質性と直

混雑が少ない (congestion)

乗り換えが少ない (transfer)

快適である (comfo口)

荷物を運ぶのが楽である (ease)

接的に関連があると考えられる.通常 交通機関選択において所要時間や費用などの.どの要

因を重視したかを尋ねることにより得られるデータは，このような交通行動の意思決定過程に

おける潜在的な態度を.実際に観測可能な指標により定量的に測定したものであると考えるこ

とができる.本アプローチでは，このような潜在的態度変数が噌好を表す効用パラメータに影

響するという考えのもとに，観測可能な態度指標より個人の噌好の違いを示すベクトルを求め，

テーションは.母集団に属する個人をそれぞれ独自のセグメントに帰属させることが.究極の

静かである(silent) 

安全性が高い (safe)

運賃・料金が安い (ch伺 p)

所要時間が短い (short)

時間が正確である (relia)

集計結果を.図 3-4---図 3-6に示す.図 3-4は各項目を単純集計したものであり，約

半数の人が所要時間の短さを重視していることがわかる.また，交通機関選択において所要時

間と並んで特に重要視されると思われる費用よりも混雑や快適性を重視していると回答した人

が多いということが特徴として挙げられる.図 3-5はどのような項目が同時に選択されてい

それに基づいたマーケットセグメンテーションを行うものである.本来ベネフィットセグメン

セグメンテーションになると考えられる. しかし 3-2で述べたように.形成されるセグメ

ントはマーケテイング活動を行つ意味のある大きさを持ったものにする必要があるため，日嘗好

が同質と思われる個人を同ーのセグメントに帰属させ，母集団をたかだか数個のセグメントに
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費用+混雑 隊機織機織機織機織総機織機議議議議選議警護通

費用+時間 際機織闘機織機戦機感脳機議議機総選沼

費用+荷物 総闘機織機感議機織機総選ヨ

費用+快適性 感樹齢闘機灘織機際線議議議総翻

費用+乗換 機総機感機感機総蕊週

費用+定時性

費用+安全性 感歯

費用+静か図

。

所要時間

混雑

快j直性

費用

来換

荷物

定時性

安全性

J7ji-か

j児雑+11寺!司

11与問+快適

快適+荷物

|時間+来換

時間+定時

混雑+快適

混雑+費用

費用+定時

混雑+定時

荷物+費用
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性と荷物 とを同時に選択している人が最も多い.また. 1f用は比較的均等に ip.純集計の|二位 の

項目と同時に選択されている事が図 3-6からわかる

3-4-3 LISRELモデルによる態度データの分析

ここで， 1皆在的な態度 を定量的なj替花的態度変数として推計する .その方法は. 2 Jir~ で行っ

たi替在的知覚値の導出と同様に， 潜在的態度変数と観測可能な客観的変数(何人の社会結済以

性および代替案の属性) との因果関係を表す構造方程式と 1詩花的態度変数と 飢iHU可能な態度

指標との関係を表す測定方程式とからなる線形構造方程式モデルを推定し，得ら れた未知パラ

メータの推定値から潜在的態度変数の推計値を 計算する. 以下に. 線形構造}j程式モデルの定

式化および未知パラ メータの推定方法.潜在的態度変数の推計値の計算方法について述べる

。 nu 
20 30 40 50 60 

図3-1 選択された態度指標の集計結果

構造方程式

w*二 Bs+( (3.1 ) 

ただし

w・:潜在的態度変数ベクトル

S:w$を形成する客観的説明変数ベ クト ル

B:未知パラメ ータ行列

C-MVN(O，¥f)に従う ランダム項 ('1'は共分散行列)

測定方程式

。 10 20 30 

図 3-5 同時に選択された態度指標の組み合わせ上位 10組

(3.2) 

齢議議議議議議総様様欝3

Y=Aw*+ε 

ただし

Y:アンケー トで得ら れた態度指標ベクト ル

A:未知パラメ ータ行列

E-MVN(O，8)に従う ランダム項 (8は共分散行列)

このモデルの未知パラメ ータの推定は.すべての変数が多変量正規分布しているという仮定

ハU・IA 20 

図 3-6 費用と同時に組み合わせて選択される態度指標

るのかを上位 10位 まで示した ものである. 当然、の事ながら，所要時間の短さとペアになる項目

が多いが.特に混雑と所要時間 を同時に選択 した人が多く，自家用車利用者は混雑の影響とし

ては所要時間の増大を強く認識 していること がうかがえる.所要時間 を含まない ものでは快適

のもとに.式 (3.1)， (3.2)から求めら れる観測可能な変数ベクトルの出現確率を尤度 として.

最尤推定法を用いて行 う.このと き，潜在的態度指標がカテゴリカルデータである場合が多い

ため，PRELISなどの統計ソフトを用いて連続変数に変換して観測変数の共分散行列を求める.
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ミ手*二Bs+'JIA'(A'JIA' +9)(Y -ABs) (3.3 ) 

表 3-6 LISRELモデルのパラメータ推定結果

(Wj) (w、)

0.854 。(congestioJ7 ) 
(w;) (w;) (4.1 ) 

-0.0326 0.0343 
(female) 

0.487 0.685 (rrans.fi引・)( -0.7) (0.8) (2.0) (2.4) 

-0.104 0.0572 
(age20) 。 (confort) ( -2.2) (1.3) 

-0.0313 0.0321 
(age50) 

。1.13 ( ease) 13=1 (心 7) (0.8) A= ( 4.1) 

-0.0071 -0.0164 
(job) 

。0.541 (silent) ( -0.2) (-0.4 ) (2.7) 

0.0223 -0.648 
(sigh.tseeing) 0.459 1.00 (cheαp) 

(0.5) ( -1.4) (1.6) (3.2) 

0.0915 -0.0800 
(sports) 。( short) 

(1.9) ( -1.8) 

0.962 。
(reliα) 

(4.3) 
L 

推定値下の o内は t値

上記のモデルを最尤推定 した結果を表 3-6に示す.構造方程式のパラメー タ値の t値は低

J佐定された線形構造方程式モデルのパラメータを用いて. 2章 と同慌に次式によって泣在的態

度変欽の推計値W*を計算する.

3 -，1 -2で行った態度指標の集計分析より，本研究では潜在的態度として，所用時間重視

態度と快適性重視態度 (肉体的 ・精神的)を仮定することにする.ただし 双方とも技用を 考

慮した上でのもの とする.そして，以下の ょっに線形構造方程式モデルの特定化を行った.
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female 1 ，女性

o ;男性

1 ; 20歳代以下

o ;それ以外

1 ; 50歳代以下

o ;それ以外

job 1 ，主婦 ・無職

αge20 sightseeing 

o ;それ以外

1 ，観光目 的

o ;それ以外

1 ，スポーツ 目的

o ;それ以外

いものも 多いが.測定方程式のパラメータ値はすべて正であ り，所要時間重視態度についての

費用が安いに対するパラメータ値を除く 全てのパラメ ータ値が有意水準 5%で、有意であること

から ， 2つの潜在的態度変数はそれぞれ費用を考慮ーした上での所要時間重視態度と快適性重視

age50 sports 

測定方程式

Yj (congestion) λj 0 ε1 

Y'1 (trαnsfer) λ2λ5 εヴ

Y3 (comfort) 。 ε3 

Y4 (ease) 。λ6 [:]+ ε 4 
一

Ys(silent) 。λ7 ε 5 

Y6(cheap) 九九 C6 

Y7(s!7ort) 。 C7 

Y8(relia) λ4 0 ε8 

態度を表 しているものと 考えられる. 所要時間重視態度は特に所要時間の短さや時間が正確で

あるといった態度指標へ大 きく 寄与 しており ，快適性重視態度は荷物運びの楽さや快適性.費

用の安さといった態度指標に大 きく 寄与していることがパラメ ータ値から分かる.

(3.6) 3-4-4 態度変数によるセグメンテーション

SPデータは一種の実験データであるため操作性に優れ，意思決定における属性問の トレー

ドオフ情報を把握しやすいため，本研究のように個人の異質性 を捉える とい う点においては優

れていると言える. したがって， 得 られたセグメントの差異を捉えるためにSPデータを用い
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観測可能な客観的変数と態度指際データより
線形傍造方程式モデルを用いて

潜在的態度変数を推計する

クラスター分析などの統計的手法を用いて
1替在的態度変数に基づくセグメンテーションを行う

SPモデルによるセグメンテーションの有効性の検討

Sp.RPモデルを用いた
セグメンテーションの有効性の検討

図3-7 潜在的態度変数によるセグメンテーションのフローチャート

ることでセグメンテーションの有効性に関する検討を行う.具体的には 各セグメントごとに

データをプールしてロジットモデルによりパラメータ推定を行い，セグメンテーションを行わ

ないモデルとの比較を行う.潜在的態度変数に基づくアプリオリセグメンテーションは.図 3

-7に示すフローにしたがって行われる.まず，得られた態度指標データと客観的変数(個人

の社会経済属性およびトリップ属性)を用いて線形構造方程式モデルを推定し， (3.3)式を用

いて潜在的態度変数の推計値(日ttedv剖ue)を計算する.そして，クラスター分析によってセグ

メンテーションを行い 得られたセグメントごとに 各セグメントごとの噌好の違いがより反

映されると考えられる SPデータを用いてロジットモデルの推定を行つ.その結果と .セグメ

ンテーションを行わない場合の結果とを比較することによって セグメンテーションの有効性

の検討を行う.最後に. R P . S Pモデルを推定しセグメンテーションの安定性の検討を行う.

線形構造方程式モデルのパラメータ推定値を用いて 式 (3.3) より各個人についてそれぞれ

の潜在的態度変数の推計値を求め 散布図として表したのが図 3-8である.見た目でもわか
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ー1.5

所用時間重視

1.5 ， 

ー1.5

。。

。

図3-8 潜在的態度変数の散布図

~ 快適"生屯十Jt

1.5 

るように，この 2つの潜在変数の聞には正の相関が存在する.これは 3-4-2で見たように.

態度指標の聞には，あるものが選ばれたときには特定の他の指標も選ばれていることが多いと

いう.相関が存在することよるものと思われる.ここで.得られた潜在的態度変数をクラスタ

ー分析にかけたが，意味が明確なセグメントが抽出できなかった.ここで，潜在的態度変数本

来の考えに立ち戻り，潜在的態度変数がが個人の噌好の違いを示し，効用バラメータに反映さ

れるという考えに基づくならば，その大きさでセグメンテーションする，つまり ，潜在的態度

変数の比を基準にすることが妥当であるといえる.そこで本研究では， 45度線を境界としてセ

グメンテーションを行った.その結果が図 3-9である. 45線より上側が所用時間重視セグメ

ントであり，下側が快適性重視セグメントとなる.

ここで.各セグメントの実際の利用交通手段の分担率を集計した結果が表 3-7である. こ

の表から.快適性重視セグメントでは全体よりも車の利用率が高く，所要時間重視セグメント
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ム所用時間重視セグメント

ム
ム

ム
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ー

• 
ム

快適性重視

ー1.5 1.5 

.快適性重視セグメント

ーl.5

図 3-9 潜在的態度変数比に基づいたセグメント

表 3- 7 態度変数に基づくセグメント内の R P利用交通手段分担率

全データ 快適性重視セグメント 所用時間重視セグメント

鉄道 36% 22% 49% 

自家用車 64% 78% 51% 

では全体よりも鉄道の利用率が高い傾向にあることが分かる.これは，快適性重視態度が荷物

運びの楽さや費用の安さといった車の長所となる態度指標に大きく寄与しており，所要時間重

視態度が所要時間の短さや定時性といった鉄道の長所となる態度指標に大きく寄与しているこ

とから考えると妥当な結果であるといえよう.

図 3-9より得られたセグメントごとにデータをプールして 3-3-3と同様にロジットモ

デルを推定する.この際，個人パラメータアプローチで行った考察を考慮して，実際の利用交

78 

通手段に関するダ ミー変数(1 :鉄道利用者， 0・車利用者)を加えて推定を行う.このダミ 一変

数は.s Pデー タのバ イアスである過去の行動の正当化を反映させるため (森川， Ben-Akiva 

(1992) )だけではな く， 前述 した鉄道利用者固有の利用意向または実際の利用交通手段を利

用するという制約による SP選好の変動の大きさ の測定を目的として導入する.パラメ ータ推

定を行った結果が表 3-8である.セグメンテー ションを行わないモデルと比較して. 戸2値は

あま り向上 していないが，尤度比検定によ り有意水準 5%で各セグメン ト問のパラメ ータベクト

ルの等価性は棄却され. このセグメンテーショ ンの有効性を示 している.また，時間に付する

パラメータ値が快適性重視セグメントにおいては有意でないのに対し て.所要時間1fi視セグメ

ントにおいては有意になっている.これは， 交通機関の選択に所要時間を重視すると答えた人

は. 所要時間の変動に対して有意に反応するこ とを示している. 得ら れたパラメータの指定値

から各セグメントの時間価値 (総所要時間のパラ メータ値/総費用のパラメータ値)を算定す

ると. 快適性重視セグメントでは 400円/時であ り.所要時間重視セグメン トでは 1500円/1時

である.快適性重視セグメントの時間に対するパラメ ータ値が有意でないため，単純に比較す

ることはできないものの，その差は大きい.また実際の利用交通手段 に関するダミー変数に対

するパラメータ値は予想どうり有意に負の値となっている.つまり. 鉄道利用者は車利用者に

表 3-8 態度変数に基づいたセグメント別のパラメータ推定結果

全データ 快適性重視 所用時間重視

セグメント セグメン ト

-0.469 (-l.2) -0.781 (ー1.7) 

ー0.380 (-6.7) -0.512 ( -5.7 ) 

1.11 (5.9) 1.75 (7.4) 

ー0.0262 (ー0.8) ー0.126 (-3.7) 

ー0.975 (-2.5) ー1.02(-2.4) 

422 397 

フェリ一定数項 ー0.684(-2.3) 

総費用 ー0.426(-8.7) 

運行頻度 1.39 (9.2) 

総所要時間 ー0.0753 (・3.1)

RPモードダミー ー0.827 (-3.0) 

観測数 819 

p2 0.282 

p- 0.273 

x2イ直

o内は t値

0.300 0.284 

0.275 

X2 = 12.56 Xo・0/(5) = 1l.07 
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比べそのも巨だけ一律に新規高速船定数項が小さいということになる.快適性重視セグメ ントに

おいても .所要時間重視セグメン トにおいてもそのダミー変数に対するパラメータの絶対値は，

新規高速船定数項の絶対値に比べ大 きな値を取っており. 実際の利用交過手段がどち らかであ

るかによってこの選択モデルに大 きな影響を及ぼしていることが明らかにされたと 言える. こ

こでもその影響が鉄道利用者に固有な新規高速船の利用意向なのか. S Pデータの設計条件に

よるものなのかは明らかにできないが，ダミー変数を導入することによってその影響を考慮し

たセグメ ンテーシ ョンが行えることが示されたと言える.

続いて.3-3-3と同様に SPデータと RPデータを同時に用いたロジットモデルの推定 を

行う.用いた説明変数は. R Pモデルに固有な変数として鉄道定数， S Pモデルに固有な変殺

としてフェ リ一定数.運行頻度，表 3-8と同様に実際の利用交通手段のダミー変数 (RPダ

ミー) である.また. R Pモデルと SPモデルに共通な変数として総所要時間と総費用を用い

てパラ メータ推定を行った結果が表 3-9である.ほとんど、のパラメータ値が有意で.妥当な

符号を持っていることが推定結果よりわかる. また，尤度比検定によって危険率 5%でセグメ

ント問のパラメータベクトルの等価性は棄却され，このセグメンテーションの有効性が確認で

きる.セグメント問での大きな違いは，スケールパラメータの値が所要時間重視セグメントで

は lより大きい値であか快適性重視セグメントでは lより小さい値となっていることである.

すなわち，所要時間重視セグメントでは SPデータに含まれるノイズがRPデータのそれより

も小さいということであり.より正確な属性問のトレードオフ情報が SPデータより得られて

いると 考えられる.一方，快適性重視セグメントではその逆である. また，パラメータの推定

値から得られる時間価値はそれぞれ所要時間重視セグメントでは 2100円/時，快適性重視セグ

メントでは 1300円/時であり，その差に大きな違いがみられる. しかし.このようなセグメン

トごとのパラメータの相対的な値は， S Pデータだけを用いたモデルからそれほど変化がない

ことから. S P . R Pデータを同時に用いた場合でも態度変数に基づいたセグメントは異種デ

ータの混合に対して安定していると言える.以上の結果から，実際の行動結果のデータを統合

したモデルにおいても.態度変数に基づいて分けられたセグメント問で効用パラメータの違い

が有意に存在しており， このセグメンテーションの安定性が示されたといえる.特に実際の利

用交通手段のダミー変数を導入することによって，鉄道利用者に固有な新規高速船への利用意

80 
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表 3-9 潜在的態度変数に基づいたセグメント別の Sp.RPモデルの推定結果

フェ リ一定数 (SP) 

鉄道定数 (RP) 

総費用

運行頻度 (SP) 

総:所要時間

RPダミー (SP) 

スケー jレノぐラメータ

サンプル数

p2 

p-

X21直

() 内は t値

全データ

ー0.697(-2.2) 

ー0.744(-4.9) 

-0.281 (-5.6) 

1.00 (3.9) 

-0.0766 (-3.1) 

ー0.436(-2.6) 

1.40 (4.1) 

1030 

0.257 

0.247 

快適性重筏

セグメン ト

ー0.918 (-1.6) 

ー1.50 (-5.3) 

ー0.394(-3.5) 

1.26 (2.7) 

ー0.0822(ー1.9) 

-0.816 (-1. 9) 

0.894 (2.9) 

524 

0.309 

x2 
= 29.63 

0.258 

所用1/寺//1J電涜

セグメント

-0.643 (-1.5) 

ーo.1 98 (-0.9) 

-0.253 (-3.5) 

0.984 (2.5) 

-0.0873 (-2.2) 

-0.400 (-2.0) 

l.80 (2.6) 

506 

0.244 

xoo/ (7) = 14.07 

向なのか SPデータの設計条件による選好の変動かは断定できないが，その影響をも 考慮 した

有効で Sp.PR両データに対して安定したセグメントを形成することが示された.

3-4-5 潜在クラス分析と潜在セグメン卜分析

個人の効用パラメータの異質性を考えた場合，根源的には母集団に属するサンプルの数と同

じだけセグメントが存在し その個人(セグメント )ごとに効用関数の形が異なっていると 考

えられる.このように異なった効用パラメータを持つ母集団に対し，セグメント内で確定的に

同一パラメータを与えるアプローチは，その母集団内のパラメータの分布がきれいな単峰型で

ある場合に限り良い近似を与えるが，そうでない場合はかえってセグメントの特性をわかりづ

らくする原因となりかねない.マーケテ ィングの分野での研究報告によると ，個人の効用パラ

メータの分布は決して分割可能な多峰型とは限らないというものもある .そこで， 3-4-3

で求めた態度変数を用い，個人のパラメ ータを確率的に推定する潜在クラス分析を行う.潜在

クラス分析とは個人の異質性を考慮するモデルとして近年マーケテイング分野で研究されてい
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るモデルで.多変量解析の分野でカテゴリカルデータの因子分析手法として開発されたものに

ベースを置いており.マ ーケティン グの分野でマーケット構造の分析に用いられるようになっ

てきた.この初期の適用研究としてとしては Clogg(1981) . Clogg and Sawyer (1981) . Andersen 

( 1982)‘ Bergan (1983)などがあげられる.潜在クラスモデルは効用パラメータの異質性だけ

でなく係々な局面で用いられている.マーケットのクラスター分析の一手法つまり.同貨な意

思決定者分類方法のーっとして用いら れることもあれば. 先に述べた因子分析手法的な潜在変

数を仮定するモデルとしての扱い，つ まり.マーケット併造を規定するカテゴリ一変数の背後

の滞在変数を規定する手法として用いられることもある.ここで.柳井ら (1990). Dillon and 

Kumar (1994)を参考に一般的なモデルを簡単に説明する. 2値データ xの反応傾向のばらつき

を説明するため，いくつかの潜在的なクラス(集団)を想定する .クラスの数を cとし.それぞ

れのクラスを kで表す.そのときある反応パターン xを得る確率は

P(:i = x) =ヱP(xI k)P( k) (3.4) 

によって表される.これは簡単に多値データにも適用することができる.このモデルでは.

あるクラスに属する確率 P(k)の与え方は任意であり.様々なものが提案されているが.Formann 

( 1982)は次式に示すように，ロジスティックモデルを提案している.

_ exp(wk) 

P(k)=f( 

ヱα:p(Wk) 

(3.5) 

ここで，セグメント帰属確率，選択確率をいずれもロジットモデルによって表現した潜在セ

グメント分析手法の定式化を示す.

個人 nがセグメント s.s=I.2…Sに帰属しているときの効用関数を

u;ils=良X"i+Vllils 

とおく.ただし.

u;ls:セグメント sに帰属した場合の個人nの選択肢 iに対する効用

丘:セグメント sの効用パラメータベクトル

XNii:個人nの属性と選択肢 iの属性のベクトル
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(3.6) 

勘-

V，円山1

このモデルは.各j澄替在セクグ.メントごとに異なるパラメ 一夕を与えることによつて.ほ集団内

の効用パラメータの異質性を表している.ここでにilsが独立で同一のガンベル分布に{近うと仮

定する と.セグメント sが与えられた条件付きの選択碍唱は

~ß， X"， 

P.. = ー

Is て『肉、，) e' ， 

jECn 

と表される.

ただし C"は個人 nの選択肢集合

(3.7) 

母集団中の潜在セグメントの数が既知であるとするとき.各個人がifF在的なセグメントに属

する確率を決定する変数として y*を仮定する .y*は各個人の態度指僚などにより推定された狩

在的態度変数と各個人の属性の線形和で与えられる.

I:，: = TGs G，:s + r:んs十 8

な:個人 nのセグメント sに対する帰属度関数

G二:個人 nの潜在セグメント sの帰属度に影響を与える態度変数

Z" 個人 nの潜在セグメント sの帰属度に影響を与える社会経済属性ベクトル

~s ・ TGs : 未知パラメータベクトル

久IS 個人月のセグメント sに対する帰属度変数の誤差項

(3.8) 

このとき Luceの選択公理 (Luce(1959) )に従い セグメント問の帰属比率が2つのセグメ

ント問の帰属度の大小関係によって決定されると仮定する，つまり δnsがす虫立で・同一のガンベル

分布に従うと仮定すると，各セグメントの帰属確率は次式で表される.

A ruZn 

14is=/ 
ヱル~"

(3.9 ) 

意思決定者 nが潜在セグメント sに帰属し，代替案 iを選択する同時確率は.局所独立性の仮

定により以下のような形で表すことが可能になる.

ι= ~，;Is '"イu
(3.10) 
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この条件付き確率の周辺和を取ることに より，意思決定者nが代替案 iを選択する確率が得ら

れる.

~J1 =ヱペ'Is吹15

(3.11 ) 

ただし， sは滞在セグメントの総数

Swait (1993)はこのロジッ ト型モデルを.化粧品のブランドチョイスデータに適用している.

そこでは.メンバーシップ尤度関数Y'nsを以下のように規定 している.

y川 =rpsGHp+に5C-"a+ rZ5x"5 +ふ

文叩 =BpG.叩十S/lP

え。 =BOG-F20+CNG

γ川:個人 11とセグメント sに関するメンバーシップ尤度関数

X/lP、 X
I1G

観測される個人の知覚値指標と態度指標のベクトル

C./lP :個人の潜在知覚値のベクトル

C.，川:個人の潜在態度のベクトル

xns:観測される個人の社会人口統計学特性のベクトル

rp5， rn5， rn5， Bp' Bn 推定されるパラメータベクトル

CωSI1P，S"a ランダム項

このとき，個人レベルでのセグメントメンバーシップ関数は以下のようになるo

Y 115 =γ52/1 +ι5 ，S = 1，…，S， 

γs=(Cs，仁川

(3.12) 

(3.13 ) 

(3.14) 

(3.15) 

(3.16) 

(3.17) 

ランダム項S"5'S"p' S"nが相互に独立で同一の分散をもったガンベル分布(スケールパラメー

タ。 )であるとすると個人nがセグメント sに属する確率は式 (3.18) より得られる。
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Aαy， Zn 

~'S =S ヱecxy，Zn
k=1 

V(仁川)=π2/6α2

(3.1 ~ ) 

(3.19) 

j替在的なクラス (セグメン ト)を考慮したモデルとしてマーケティングの分野でJf&IffJされて

いる片平 (1991)の LOGMAP-Jモデルがある.これは選好データもしくは選択データだけから

ブランドのマップと回答者個々のポイントを同時に定めるジョイント・スペース分析のモデル

であり.ジョイント・スペース分析は「選好の内的分析」ともいわれていると同時に.作ブラ

ンドのマーケテイング諸変数(値引き，マス広告等)に対する各個人の反応を測定しようとす

る市場反応分析モデルでもある. 具体的には， 潜在的なセグメン トが与えられたとき選択肢 i

が選択される確率を多項ロジットモデルで表し，それぞれに規定したモデルより得られるセグ

メント帰属確率との同時確率を求めることで選択肢 iの選択確率を推定している.第 sセグメン

トの効用関数は次のように規定される.

U5j/ =α5 .'Xj. +αs"'Xj/" +ε (3.20) 

xj:ブランドjのマップ上の座標ベクトル

Xj/ プランドjのマップ上のマーケティング変数ベクトル

εsj/ ランダム項

αs・αs パラメータベクトル

ある特定の個人 kはs個のセグメントに確率的に所属するものとし 個人 kがセグメント sに

所属する確率を Wksとする.αs= (αJ，αs.. )とすると個人kがパラメータ αs(S= 1，...，S)を持つ

S個のセグメントに属する所属確率 Wksは次のようになる.

Wks = L(州市L(αU!Yk)

L(αslYk) = rrrrん(αsYl:i，
J / 

P叩 =exp九11wvsl

~j/ t期においてセグメント iの個人がプランドjを選択する確率

(3.21 ) 

(3.22) 

(3.23) 

L(αslYk) :個人kのプランド選択データ Ykが与えられたもとでのパラメータ αsの尤度
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とおくと次式で表される.効用パラロジァト型関数モデルによって特定のクラスへ属する確率を規定し.本研究では.

f.w 

H川 =fヱef，w:

メータに潜在的クラスを仮定するモデル用いて.意思決定者の異質性を考慮したモデルを構築

(3.26) 
このモデルの本質がセグメント分析を1i1F字的に行うことと， 7替在的クラスといここでする.

う名称、が従来上木計画学の分貯であまり一般的でないことから 特に活在セグメントモデルと
このときえが与えられたとき個人nがl回目の SP質問で選択肢 iを選ぶ条件付き時J手は;待

(3.11 )式にf/Eって在セグメン トモデルを用いると
2つのセグメンテーションアプローチの適用を行っ た新規高速船に関3-3までで.定義し

ペl(il11;，;) =ヱ凡I.c(II I人，)Hns

その有効性を深る.する伎欽SPデータに適用し.

(3.27) 

となる.態度変数を用いた潜在セグメント分析p
h
u
 

凋
H
T

「‘
J

ある個人 nがl回目の SP質問でそれぞれ選択肢 iを選択する lu]1l寺

確率は.系列相関項λnの分布形を与え λnに対する数学的期待値をとることにより得られる.

二項選択の場合，ここで.
3 -.1 -3で求めた態度変数を用いて. 潜在セグメント 分析と離散型選択モデルを組み合わ

同一個人から繰り返し採取するデータを用いて離散型選択ここで，せたモデルの推定を行う.

(3.28) ペ(i1' i2 ' . . . ， i L) = f: ~ I (ll Iみ)ι(l2Iλn) 九(iLIλ)tC人)d人Omitted Variableなどの影響により効用関数の確率項には. 各選択肢ごモデルを推定する場合，

t(人):λnの同時確率密度関数
同一個人から複数のデータを得てモデルを推定とに意思決定者個人の系統的な特徴が含まれ.

この 2段階推最尤推定法により未知パラメータを推定する.これを個人の尤度関数として，
した場合‘誤差項聞に系統的な相関が生じることがある.そこでこの相関を解消するために.

(Amemiya (1985) ) . 定は一致性のある推定量を与える
Morikawa (1994)が提案する効用関数の誤差項を個人に共通の λ と真にランダムなホワイトノ

この系列相イズを表す項 υに分解し，時点問での誤差項の相関を解消するモデルを導入する.

3-4-3までに示したアプリオリセグメント手法はいずれも同一セグメント 内では効用パ

関モデルについては次章で詳しく解説を行う.
セグメント帰属度変数にこのモデルの特徴として.ラメータが同ーという仮定が存在したが，

ランダム効用理論に基づく効用関数は帰属するセグメント s，s=J，…，Sが与えられたとき，

応じてセグメント帰属確率が変動するため，各個λの効用パラメータは，推定値に現れたセグ
(3.24) U川 1$ αsX"li+λ川 +v

メントごとの推定値を 各帰属度をパラメータとして内分する点になっている. 言い換えれば，
ただし，

各個人ごとの効用パラメータを帰属度ベクトルを構成する変数によって構造化していることに
U"lils セグメント sに帰属した個人 nの l回目の SP質問の選択肢 iに対する効用

各個人ごとのパラメータを推定するモデルになこのため推定に要する労力を低減して，

っていると言える.

なる.q:セグメント sの効用パラメータベクトル

X凶 :1回目の SP質問での個人 nの属性と選択肢iの属性のベクトル

λ円i:S P質問の回数やセグメントにかかわらず，同一個人で、共通の値を取る誤差を表す系列
3-4-3で求めた潜在的態度変数をセグメント帰属変数ベクトルFYとして. 1替在ここで.

相関項
3-3-3で行った個人モデルセグメントモデルを推定した結果が表 3-1 0に示しである.

V"lils 効用の誤差項
を用いたセグメンテーション分析で，実際に利用した交通機関と SPでの選好に強い相関が存

また各セグメントへの帰属確率は個人の態度変数を札として帰属度関数をのようになる.
その影響をモデル化するために効用関数に RPモードダミーを
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在する可能性が示されたため，

ー』ー

(3.25) 
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表 3-10 SPデータ を用いたj替在セグメン トモデルの推定結果

変数名

フェリ一定数

松野用

逆行頻度

総所要時間

所用時間重視

快適性重視

観測数

p-

o内は t値

x2イ直

制約モデル

全データ

ー1.98 (-9.7) 

-0.145 (ー7.0)

1.40 (10.4) 

ー0.0940(-4.3) 

819 

0.202 

;替在七グメントモデル

セグメン トl

-2.63 (-7.2) 

-0.0840 (-2.1) 

1.96 (7.9) 

-0.0671 (ー1.6)

セグメント 2

7.46 (4.7) 

-3 . 0 1 ( -6 .0) 

1.08 (2.6) 

-0.779 (-5.0) 

-0.968 (-l.4) 

-0.147 (-0.3) 

819 

0.279 

X2=265 x;054028 

導入 した. 表 3-1 0中で示した「各パラメータが母集団中で一定であるという制約を課した

モデルJを使って澄在セグメントモデルの効用関数の各セグメントのパラメータが同一である

という制約を帰無仮説としたカイ 2乗検定を行った結果.その帰無仮説は危険率 59-t，で棄却さ

れた.表中に示された帰属度関数のパラメータの推定結果は，各セグメントへの帰属確率が快

適性重視態度が大きくなるにつれてセグメント lへの帰属確率が高まり，所用時間重視態度が

大 きくなるとセグメント 2への帰属確率が高まることを示している.つまり，図 3-9で 4 5 

度線より上に離れるほど個人のパラメータはセグメント 2の値に近づき， 4 5度線より下に離

れるとセグメント lのパラメータに近づく. 4 5度線付近のサンプルはセグメント lと2のち

ょうど中間値をとっている.つまり，快適性重視がより大きい人は.運行頻度と総費用が有為

に働き，フェリ一定数が負である人で.所要時間重視態度の大きい人は，総所要時間.運行頻

度.総費用いずれも有意でフェリ一定数が正である人である.

また RPモードダミーを入れて推定した結果から(表 3-1 1)セグメント lは公共交通利用

者が新規高速船に対し利用意向の低いセグメントであることが読みとれるが それほど推定値

に変化は見られなかった.
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表 3-11 SPデータを用いた潜在セグメン トモデルの推定結果 (RPモードダミー )

制約モデル 潜在セグメントモデル

変数名 全データ セグメン トl セグメント 2

フェリ一定数 -1.96 ( -4.2) 7.62 (4.6) 

総費用 ー0.160 (-3.4) -3.09 ( -5.8) 

1.96 (8.1 ) 0.949 (2.2) 運行頻度

総所要時間

ー1.86 (-7.7) 

-0.162 (-6.1) 

1.39 (9.6) 

-0.0989 (-4.6) 

・0.231 (-1.1) 

ー0.0729(ー1.6) ー0.819(-4.2) 

RPモードダミー

所用時間重視

快適性重視

ー1.10 (2.3) -0.993 (-1.0) 

観測数 819 

p- 0.212 

x2イ直

o内は t値

ー1.04(ー1.6)

-0.0647 (-0.1) 

X2=265 

819 

0.282 

XO.05 =20.28 

続いて，この分析手法を拡張して SP . R P両方のデータに適用した.複数SPデー タに|浪

らず. S P. R Pも同一個人から繰り返して採取したデータになるので，その誤差項には系列

相関が生じる可能性がある.そこで系列相関を考慮した定式化を行う.先に複数SPデータに

対して定式化された (3.24) 式から (3.28) 式は以下のように変形される.

UぷSαXY+Aznli+λni+UZS

円C=αxfp+λni+uic

ただし

U九:セグメント sに帰属した個人nの l回目の SP質問の選択肢 iに対する効用

問C:セグメント sに帰属した個人 nのRP質問の選択肢 iに対する効用

xff:l回目の SP質問での個人nの選択肢 iの RPにも存在する属性のベクトル

Znl; l回目の SP質問での個人nの選択肢 iの SP特有の属性のベクトル

xr:R P質問での個人nの選択肢iの属性のベクトル

α's，ss .セグメント sの効用パラメータベクトル

(3.29) 

(3.30) 

λ/1; . S P . R P質問，セグメントにかかわらず，同一個人で共通の値を取る誤差を表す系
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尺(i['I2，...，iL，j)= f~庁(ÎI Iλ)げ(i2I川町f(il|人)F(jl人).f(人)d人列相関項 ( 3.28) 

f(λ) :の同時確率密度関数
uj;x:S P質問の効用の誤差項

U，ff5:R P質問の効用の誤差項

この 2↓支|有J住最尤推定法により未知パラメータを推定する.これを個人の尤度関数として，
ガンベル分布ロジットモデルを用いて ~(g定されるパラメータは .よく矢口られているように.

定もまた一致性のある推定量を与え る.
(Ben-Aki va and Lennan (1986) ) . の分散を定めるスケールパラメータとの積の形で得られる

SPモこの定式化に基づいて滋在セグメントモデルを推定した結果が下の友に示しである.ロジットモデルを抗定した場合には.異なる状況のもとで得られたデータを用いて.そのため.

RPモードダミーは特定化の段1;汗ではずRPデータを同時に用いているためデルと異なり.この仮定が保証されない場合には.J点差が同一の分散であるという仮定が存在することになる .

て長
したものと，効用関数に RPモードダミーを導入して推定した結果をそれぞれ表 3-1 2. (3.31)式のどちらかの誤差項を基準とした分散のスケールを基準化する必要がある.そこで.

それぞれ潜在セグメントを仮定しないモデルの推定結果を比較のため同 一3 -1 3に示した.以ここでは2つの誤差項のスケールを調撃する.ようにスケールパラメータ μを導入して，

RPモードダミの表内に載せてある.両者の推定値より潜在セグメントの考慮にかかわらず，下のような関係が成立している.

ただし.ーの導入は他のパラメータの推定値にそれほど影響を与えていないことがうかがえる.
(3.31 ) V訂 (ufム)=μ2var(υ1) 

潜在セグメント iにおいてはRPモードダミーは有意となっ ているため，適合度が少し向上し

また各セグメントへの帰属確率は帰属度関数を SPモデルと同様に

RPモードダミーをこの SP . R Pモデルに導入する必要性は薄いと考えられる.表 3たが
(3.25) G二=rs札 +δ

-1 2，表 3-1 3それぞれに示した各パラメータが母集団中で一定であるとし寸帰持仮説に

ランダム効用理論と同様の仮定と誤差項に独立で同ーのガンベル分布を仮定することおき，

態度変数を用いた Sp.RPデータの潜在セグメント分析 (RPモードγ:一無し)円/ハ】

円
ベ

υ表
とで次式で表さ れる.

潜在セグメントモデル制約モデル
了ゆ

Hns=f エ日e . 

セグメント 2セグメント l全データ変数名
(3.26) 

4.38 (5.2) 0.157 (1.7) 0.177 (1.44) 定数項

-2.11 (7.3) 

ー0.230(-3.1) 

0.0919 (2.7) 

0.150 (4.6) 

ー0.215(-6.8) 

0.103 (4.6) 

費用

所要時間

このとき個人nがi回目の SP質問で選択肢iを選ぶ条件付き確率は

げ(i，I人)= I ~r~~ (i， I人)札 1.96 (6.6) 2.7 (7.2) 0.986 (7.5) 頻度
(3.32) 

3.84 (7.3) l.61 (7.8) スケールハ.=;メータμ

となる.同様に RP質問で選択肢jを選ぶ確率は
-0.566 (・1.0)所用時間重視

~rRP(j Iみ)=ヱRf(j|λ)H，1S

-1.14 (-2.1) 快適性重視

1030 1030 観測数

(3.33) 

0.280 0.156 p-RPで選択肢jを選ある個人 nがl回目の SP質問でそれぞれ iを選択しここでとなる.

択する同時確率は，系列相関項λnの分布形を与え，人に対する数学的期待値をとることにより ポ05=20.28X-=189 
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友 3-1 3 態度変数を用いた Sp.RPデータの潜在セグメント分析 (RPモード γミー有り)

変放名

一
定数項

費用

所要|時間

!煩度

RPモードダミー

スケールハ。ラメータμ

所用l時間重視

快適性重視

観測数

ーーヴ

p 

o内は t値

x21直

制約モデル

全データ

0.173 (1.4) 

-0.218 (-5.6) 

0.101 (4.2) 

0.990 (7.5) 

ー0.0429(-0.1) 

1.59 (6.6) 

1030 

0.156 

潜在セグメントモデル

セグメント l セグメント 2

0.149 (1.5) 4.14 (4.8) 

0.0941 (3.1) -2.01 (-6.5) 

0.145 (5.0) ー0.221(-3.0) 

3.27 (6.7) 1.88 (6.4) 

-1.48 (-2.3) 0.389 (0.3) 

3.80 (6.8) 

-0.604 (-l.1) 

-1.17 (-2.3) 

1030 

0.291 

X2=193 XO.05 =20.28 

対するカイ 2乗検定により，効用関数のパラメータが同一であるという制約条件の妥当性は危

険率 5%で棄却された.表中に示された帰属度関数のパラメータの推定結果は. S Pモデルと

同様に所要時間重視と快適性重視の差が正の方向に大きくなるにつれてセグメント 2への帰属

確率が高まり.逆に負の方向へ大きくなるとセグメント lへの帰属確率が高まることを示して

いる.それぞれのセグメントは，制約モデルと比較して，所要時間と費用のパラメータが.負

と正に分かれ，定数項や頻度のパラメータにも違いが見られた.これらの一連のパラメータの

傾向は，純粋に効用パラメータの異質性によるものだけでなく，非観測異質性による而もある

と考えられる.

3-5 本章のまとめ

本研究では.個人の異質性を非集計離散型選択モデルに導入する簡便な方法としてのセグメ

ンテーションを.個人の噌好の違いに基づいて行うための手法を 2つ提示し.事例研究により
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その有効性の分析を行った.それに引き続いて.同様に滞在クラス分析を応用した符花セグメ

ン トモデルを提案し. 同じデータを用いて事例研究を行った.その結果得られたそれぞれのモ

デルの成果および今後の課題は以下にまとめられる.

個人パラメータに基づくセグメントを. S pデータに適用することによって，例人の県民性

を反映したセグメントを得ることができ.モデルの適合度が向上することを示した. しかし.

本研究で用いた SP質問は.新規高速船の端末交通手段を現在の交通手段から変更しない. と

いう制約条件が課されてるため 個人パラメータに基づくセグメントは その制約によって 11:

じた SPデータの選好の傾向に影響を受けている可能性があることが事例研究により明らかに

なり. S P . R Pモデルの推定が行えなかった.個人パラメータによる方法は. S Pという選

好表示から個人のR郁子をダイレクトに求めるため.その有効性が高いことが事例研究からも確

かめられたが.需要予測の観点から考えたとき.そのパラメータの将来分布の予測が閑燥で，

個人属性などでは十分説明されにくいという報告(森川.白水 (1991) )もあるため.将来的

なセグメントの帰属を予測することは難しいと考えられる.

潜在的態度変数に基づくセグメンテーションについては. S Pモデルの結果から.個人の異

質性を反映したセグメントを形成することができることを示した.また， S P . R Pモデルに

適用した結果から，各セグメント聞の差異が，実際の行動結果を導入した分析にも有効である

ことを示し，潜在的態度変数によるアプローチの有効性を示すことができた.また.態度変数

アプローチは線形構造方程式モデルを用いて態度変数を求めるため，その将来値の予測が可能

であるという利点を有し.事例研究の結果からセグメントの有効性も確認された. しかし.潜

在的態度変数によるアプローチで得られた，快適性重視セグメントについては，本研究では特

にそのセグメントの特徴を表す快適性などの説明変数の導入ができなかった.今後.定性的な

要因を重視するセグメントにおいても直接的に評価できるよつな変数を含めることによって，

このアプローチの有効性を高めていく必要性がある. また，統計的なクラスター分析で明確な

セグメントを抽出できず セグメントの意味付けが恐意的になってしまう可能性があることを

示した.よって.今後.意味付を主眼にしたセグメンテーションと.統計的観点から行う 2つ

のアプリオリセグメンテーションの特質を マイクロシミュレーションなどを用いて政策分析

を行い，内面的.外面的妥当性より有効性の確認が望まれる.
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複数 SPデータと RPデータおよび潜在的態度指標を用いて潜在セグメン ト分析を行った結

果.統計的に有意なセグメントを拍出することができ.モデルの適合度も向上している.また.

RPモードダミーの導入は.前に行った態度変数に基づいたアプリオリセグメン トと比較して

その有効性が薄れている.これは港在セグメントモデルには系列相関項を導入したことによる

ものと考えられ. S Pデータの採取方法による選好の傾向は系列相関 の考慮に よって考慮でき

る可能性を示した.以上のことから，潜在セグメン ト分析が複数 SPデータの分析にも有効で

あることを示し.個人の晴好の違いに基づいた潜在セグメン ト分析の適用の範囲を広げること

ができた.

以上本章で、は個人の異質性を考慮した非集計モデルシステム の構築 をめざ し，同じデータを

用いて 3種類の異なるアプローチを行った.その結果それぞれの利点 ・問題点が明らかになり .

今後の研究発展の基礎を作ることに成功したと 考える.
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第 4章 個人の異質性を考慮したパネル分析

4-1 本章の背景と目的

l章で述べたょっに，非集計行動モデルは様々な改良のための研究が行われ，多くの実務的

成果を挙げている反面.当初期待されていたほどあらゆる局面に適用可能ではないことも明らか

になりつつある.その原因として考えられていることの一つに.一断面のクロスセクションデー

タを用いることの問題が指摘されている.1988年のオ ックスフォード大学での国際会議 (Oxford

Conferenぽ onTravel and Transportation)では，行動のメカニズムに時間軸を考慮したダイナミッ

ク分析の必要性が主要な議題として取りあげられ，交通行動分析のみならず交通流配分理論など

への時間軸の導入が，主要な研究課題として浮かび上がってきた.そこで， 交通行動分析の分!肝

で近年その適用例が増えているのが，同ーの個人や世帯などに対し時点を変えて繰り返し観測

したデータ(パネルデータ)の利用である.一時点の横断的なデータがクロスセクシ ョナルデー

タと呼ばれるのに対し.パネルデータは 「母集団から抽出されたサンプルの全個人(ノてネルと

呼ぶ)に，時点を変えて 2回以上，面接調査して得られる情報J (M訂kぉ (1979))と定義され

る.

パネルデータによる交通行動のモデリングの利点は，同一個人に複数時点で尋ねたデータを

用いることより.時間的に定常な非観測要因のコントロールが容易であることがあげられる.そ

の結果，クロスセクショナルデータより小さいサンープルサイスを用いて同程度のモデル精度を確

保できることと.交通行動の変化が明確に把握できる点にある (Kitamura(1990) ) .また.パ

ネルデータを用いた特徴として環境の変化に対する行動の変動を直接的に計測できるため.個

人の選択行動の異質性の計測に適しているという特徴もある.これはパネルデータが一人の個

人に対して複数断面で調査を行うため一人あたりの情報量が通常のー断面のクロスセクショナ

ルデータと比較して多く，クロスセクショナルデータが交通条件の個人間の差で行動を説明する

のに対し.パネルデータは個人や交通条件の変化によって行動を分析することを可能にするため，

各断面問で交通条件が変化した場合などは個人から得られる情報量は格段に増えて行く.この

結果，交通条件の変化に対して行動の変化が明確に測定でき，結果として，同ーの状況にある個

人が同一の状況変化に対して異なる反応を示した場合には，個人の異質性を明確に計測できると

考えられる.たとえば，同一ODの経路選択を同一個人について継続的に調査した場合を考える.

所要時間だけが変化したときの個人の経路選択の変化を数多く観測することで，個人の所要時間
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に村ーする効用パラメータを計測することができる.そこで，同じ現象を多くのサンプルについて

観測した~結合に.所~日与問時間に対する個人ごとの効用パラメータの追いが観測できることにな

る.パネルデータは このような晴好に関する個人の特徴.つまり効用パラメータの込いの計測

が容易なデータであるため.パネルデータを 3章で行った個人の異質性を考慮した交通行動分析

に用いることは.非常に有効で、あると 言える.

特に[13府パネルデータ(西井ら 1992)は，休日の買物場所選択を取り依っ たデー タである た

め.選択の自巾皮がロiく.個人の11針子の違いが顕著に現れてくると考えら れる.このような非日

常交通の行動分析は.日制子の異質性を考慮することが非常に有効であると考えられる.そこで.

本市でパネルデータを用いた.個人の異質性を考慮した非日常交通の行動モデル分析の事例研究

を行う.具体的には. 3章で展開した個人の異質性を考慮する手法をパネルデータにも適用しー

異質性をより明らかにした動的な選択モデルの開発を試みるものである.本章での事例研究に用

いる甲府パネルデータは，山梨県の甲府市を中心とする都市圏で行われている，休日の買物行動

に関する調査である.休日の買物行動は.通勤・通学交通や平日の買物行動と比較すると .I時間

的制約や杢問的市u約等の制約が緩く .目的地選択や手段選択の選択肢集合が与えにくいこと，及

びこれまでは交通計画上の重要性も低かったことから分析対象としてあ まり取り 上げられてこ

なかった.しかし ライフスタイルの変化に伴い，休日交通が道路渋滞対策上重要となってきて

いるうえ.制約がほとんど存在しないということは，逆に言えば個人の純粋な効用最大化行動が

行われていると考えられ.パラメータに異質性が現れやすし個人の異質性分析に適したデータ

であると言える.

また.大規模庖舗法の改正などの規制緩和の流れに沿った形で，地方中核都市部郊外や地方

中核都市の市街地周辺部に，自家用車での来訪を前提とした， 買物，食事，娯楽といっ た諸活

動サービスを提供する sc (ショッピング ・コンプレックス)の立地が増加している.このよう

な商業施設の大規模化・郊外化の流れの中で，今後休日の買物・娯楽交通はその交通計画上の重

要性をますます高めていく ものと思われる.このような時代背景の中で，個人の噌好の違いを考

慮した休日の買物行動をモデル化することは，どのような個人がどのような判断基準によって休

日の買物目的地選択を行っている のかを示すことを可能にする.これは，休日の交通計画だけで

なく.商業施設計画や.先に述べた商業施設の構造変化の流れの中で，地方都市で特に課題とな

っている.市街地中心部の商庖街の相対的地盤沈下に対する振興政策などにも有益な情報を与え
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ることができ.地方都市の都市計画の上でも非常に有徒であると思われる.

4-2 パネルデータの特徴とパネルデータを用いた研究のレビュー

4-2-1 パネルデータの特徴

パネルデータは.繰り返し調査により得られるデータであり.その多断面性による1/J祁主の

多さからくる利点と 繰り返し調査を行うことによる欠点の両方を持ち合わせている.パネルデ

ータの利点を示す例として以下のようなものがある (Hsiao(1986) ) . 

「ある断面調査で.既婚女性の 50%が就労していることが判明した場合 以下の 2つの解

釈も可能である.ひとつは，既婚女性は人生の半分就労し残り半分は就労しないというものでー

もう一つの解釈は 50%の既婚女性は常に働き残り 50%の既婚女性は常に働かないというも

のである. J 

この例からわかるように 一断面のクロスセクショナルデータはこのよつな極端な 2つの解

釈が可能である.これらは明らかに間違った解釈であるがクロスセクショナルデータによる集

計からは，これを否定する根拠を明確に示すことは難しい.これら 2つのモデルを，真のモデル

と識別するためには，時間軸に沿った連続的な調査が必要である.この例でもわかるように，ク

ロスセクショナルデータよりもパネルデータが優れている点は，時間的な変化を含むことによっ

て，個人の差異によって行動の違いを説明するのでなく，個人の変化によって行動を分析するこ

とを可能にする点である.以下に交通行動の分析にパネルデータを用いた場合の特徴を簡単にま

とめる(Kitamura(1990) . Hsiao (1986) ) . 

1 )交通システムの変化により影響を受ける個人を含んだサンプルに，そのシステムの変化前後

で繰り返し調査することで 個人の行動の変化を直接把握できる.

2 )行動の変化とその要因の変化を直接観察できるので，原因と結果の関係を導きやすい.

3 )同一人物を対象に調査を行うので，多時点クロスセクショナルデータと比較して.サンプル

エラーを減らすことができ，多時点クロスセクショナルデータよりも小さなサンプルサイズ

で，同程度の精度のモデルが得られる.

4 )データの収集点が増えるため，データの自由度が上がり，結果としてモデルの推定値の有効
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性を高める.

5 )交通行動の各時点での状況を見ることができ.個人の履歴や経験のデータを得ることができ.

行動の時間的依存性や状態依存性を明らかにできる.

6 )同一例人から多量の情報を得るため.個人の晴好の違いに関する情報が得られ易い.

7 )パネルサンプルが転居，死亡，あるいは調査拒否によってパネル調査から脱落していき.サ

ンプル欽が調査回数を増やすほど減少していく.

8 )繰り返し調査を行うことによって.データの精度が低下するパネル疲労の問題.

9 )複数回の回答行動が.被験者の思考回路に影響を与えるパネルコンデイショニングの問題.

1 0)パネル調査を同一サンプルに対して行う場合，各サンプルの属性の変化によって、サンプ

ルが母集団を代表しなくなるという問題.

ここで.パネルデータが原因と結果の関係を明確にできるという利点の， 具体的な fý~ を考え

てみる .例えば，大都市圏域で交通行動を調査したところ.ある特定の地域の自家用車分担辛が.

他の地域に比べて有意に高かったとする.この意味はどのように解釈できるであろうか.これも

先の既婚女性の就労調査の例のように， 2通り の解釈が考えられる.それはある地域に住むと自

家用車の利用率が高まるという解釈であり，もう一つは，自家用車の利用率が高い人がその地域

に住んでいる，というものである.クロスセクショナルデータでは，このような原因と結果の関

係を分析的に識別することはできないが，パネルデータを用いると，その地域に転出入した人を

調査することで.原因と結果の関係を明確にすることができる.

4-2-2 パネルデータを用いた既存研究のレビュー

個人の異質性に関する研究のレピューは 3章で行ったため 本章ではパネルデータを用いた

研究のレビューを行う.パネルデータの特質については 4-2-1で述べたが，モデル論的観点

からのパネルデータを用いたこれまでの研究は，先に挙げたような欠点を修正する指向のものが

比較的多いことが言える.特に 5章で取り扱う消耗バイアスに関する研究は，各国で数多くの研

究者が様々な手法を用いて行われている.消耗バイアスの問題についての研究については 5章で

述べることとし.ここでは消耗バイアスに関する研究を除いた，パネルデータを用いた研究につ
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いて簡単にレビューを行う.

Amemiya (1985)はパネルデータの各時点を独立として扱うとき 問題となることは.何人の

非観測異質性と真の状態依存であると指摘している.つまり.パネルデータを!日いたIAj!?には，

一般に仮定される

P(Yi， = 1) = F(九月戸ri = 1， 2，.. .，n 

Yi， :個人 iのtI時点での選択結果

Xi，個人 iのf時点での説明変数ベクトル

(4.1 ) 

のような選択確率は不十分であり.これは任意の分布関数Fに対して固定した t11寺点での/;i，i辺確

率しか示せず.全時点での同時選択確率を示すものではないということである.たとえば.これ

の時点ごとの確率の積をとって全時点での同時選択確率とすることは.前の時点と は似立に各H与

点での確率が定義されていることとなり， 4 -1で述べた客観的事実に反する. Heckman and 

Willis (1977)は個人の非観測異質性を考慮するため (4.1)式を次の ように変形している.

P(Yi， = 11 Uj) = F(x;，β+Uj) fori=1，2，...，n t=1，2，.....T (4.2) 

その上で被説明変数Yi， を，非観測異質性項 Ujが与えられたという条件付きで時間的に独立であ

ると仮定している .Daganzo and Sheffi (1982)はパネルデータを.個人の離散的な選択を分析の

単位とする非集計離散型選択モデルに適用する際には以下のような 2つの問題を考慮しなけれ

ばならないと述べている.一つは ある時点の行動がその一時点以上前の行動結果に影響される

「状態依存性 (StateDependence) Jで，もう一点は向一個人の多時点の誤差項が互いに相関を持

つ「系列相関 (SerialCorrelation) Jである. Heckman (1981)や HensherandWrigley(1986)は

「状態依存性」を「真の状態依存 (TrueSta住民間1dence)J ，系列相関を「疑似状態依存 (Spurious

State Depen依 e)Jであると定義し，パネル分析などの個人多時点データ分析の課題は，この 2

つの"StateDe戸ndence"を分離することであることを指摘している.ここに前者の例として.前時

点での行動結果のみが異なり，他の点については全く同一の二人の個人について，次の時点での

行動結果が異なるケースが挙げられる.この場合，ある時点における個人の行動を規定する要因

の中に.それよりも前の時点の行動結果が明らかに含まれることを示し，それを真の "State 

Dependence"であるとしたのである.これに対し，疑似の"State Depen伽 印Hつまり系列相関は.両

時点のモデルに共通して省かれた説明変数 (これを OmittedVariablesと呼ぶ)や，モデルで表せ
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ていない個人の日制子の見質性などの影響によって，時点問の行動結果が相関を持っているように

観測されることを指す.先の Amemiya(1985)が指摘した非rmmiJ異質性と ここでの系列相関は.

いずれも同様の原因によるもので.ほぼ同じ意味である.このように状態依存性があるデータや.

誤差項!日jに柑関があるデータを.独立と仮定して推定されたモデルは，そのパラメータの推定値

にバイアスが生じる(佐和 (1970)) .このような関係は 3章で用いた RPデータと SPデー

タの1mにも見られる特徴である.このこと は.消耗バイアスを持ったパネルデータにも.選択行

動とパネル残留に同じ非観測要因が影響を与えている場合，各誤差項には同じ要因が;形等するた

め.誤差項が独立で同一の分布をするというロジットモデルの前廷に無理が生じてしまい.消耗

ノfイアスと系列相関は同種の問題に帰着できる可能性がある.このような時点聞のj点差伺|謁を考

慮して.モデル内に日寺点問の影響を取り込んだ動的行動モデルは.これまで様々に検討されてお

り. Hensher and Wrig1ey (1986) .兵藤 (1988) .山田 (1991)の分類によると以下の 5系統が

存在する.

1 )マルコフ連鎖モデル (Amemiya (1985) ) 

状態依存性を明示的にとり扱うモデルの代表例として.古典的なマルコフ連鎖モデル

(Markovian Moa1)を挙げる.マルコフ連鎖モデルの仮定は「時点 Iの行動結果は時点 T-nまで

の行動結果のみに依存する」というものである.このモデルは非常に単純明快なモデルであるが.

ある時点の行動がすべて過去の行動結果により規定され，現時点での代替案の属性を全く説明変

数に持たない点が. 需要予測を行う実務上.非現実的であると考えられ，過去の行動履歴と現時

点の属性を説明変数に持つ准マルコフモデルも提案されている.このモデルは現在の行動を規定

する効用関数の説明変数に，現時点の属性と数時点前までの行動結果を含み，前述のマルコフ連

鎖モデルの欠点を解消した形式を取っている.しかしながら，このようなモデルは説明変数が多

くなるため，どの時点までの行動を説明変数として用いるかを理論的に明確に規定する必要があ

るが，これを決定する根拠に乏しく，一時点前のみを説明変数に用いる場合も，連鎖モデルであ

るため.最初の時点での選択は外生的に与えざるを得ない.似た考え方に基づくモデルとして.

現在や過去の状態の存続期間を説明変数とする生存時間型 (Duration型)のモデルがある.

2 )過去の行動履歴を効用差で表現するモデル

1 )で示した手法は.ダミー変数として過去の行動履歴を取り込んだモデルであった.次に
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示す手法はそれらの一般形である. Daganzo and Sheffi (1982) はプロピット・タイプのランダム

係数モデル (RandomCoefficient Model)に.兵藤(1988)は多項選択モデルの適用が可能なロジ

ット・モデルにその適用例を示した.このモデルは一時点前の選択結果を説明変数とする;wマル

コフモデルの説明変数乞離散的なものから選択確率に応じて述統変数に泣き換えたもので.T-1 

時点における選択肢 iとjの効用関数の確定項の差を f時点における選択肢 iの効j日間以にキflみ込

んでいる

3 )誤差項の共分散を考慮したモデル

前出の Daganzoand Sheffi (1982)は，系列相関をランダム係数モデル (RandomCoefficient Model) 

の 2項選択プロピットモデル (BinaryProbit Mωel) ，および3項選択プロピットモデル (Trinomial

Probit Model)に適用した.これは. 選択肢問，および時点聞の誤差項に共分散を持たせること

で.一般的なプロピットモデルの枠組みの中で扱うことができる.

4 )誤差項に明示的に系列相関を取り込むモデル

Pお加dKoppe1man (1987)は旅行パターンの分析に.効用関数の誤差項をいくつかの部分に

加法的に分解した 操作性に富む選択モデルを適用した.これは効用関数の誤差項を.時点を問

わず、に個人に共通な誤差，その時点においてすべての個人に共通の誤差と ，真にランダムなホワ

イトノイズの三項にに分離したものである. Kitamura and Bunch (1990) はこれと向燥なモデル

を自家用車保有行動分析に用いている.

5 )事前行動結果によるセグメント

ある時点の行動結果を その前の時点の選択結果の条件付き確率として定義するもので. 兵

藤(1988)が提案している.具体的には全時点での選択結果により，セグメントした上で・の選択

確率になる.現時点の選択は，前時点の選択に影響を受けるという仮定がされているが，系列相

関や状態依存を構造的に扱っているわけではなく，異時点問の選択依存構造があらかじめ明確に

された場合， もしくは明確にする必要がない場合には有効であると考えられる.

6 )個人内の説明変数の時点問の変化を用いるモデル

効用関数の説明変数を，個人内で時点聞に変動のあったサンプルだけを用いるモデルで，説

明変数に変化があったサンプルの効用は. 2時点問の効用の差になっている.そのため，モード
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ごとの定紋項は消滅し性別はもちろん年齢などの個人に固有の属性も.全員の変動が一緒なの

で説明変数に用いることはできない.この定式化に より.時間で安定している個人の非観測異口

性の切詳は排除できる .ただし.変化がなかったサンプルは推定からはずさねばならず.その改

善策として前の時点の選択を非変更者の効用として用いるモデルが徒案されているが.その場合

は先に述べた定常的な非観測異質性の排除ができなくなる .

Brndley (1992)は.ここに示したモデルを，同じデータを用いてそれぞれ推定し.シミュレ

ーションを行って.パネルデータの特質に応じたモデリング手法の提案を行っている.

このような基礎的なパネルデータの分析が続いた後. 1 9 9 2年にカリフォルニアで第 l回

の交通計画に関するパネル分析の会議が行われ，そこで最新の研究成果が発表さ れた.その会議

での研究発表は主に調査設計に関するも の，消耗分析に関するもの， 調在とその分析の報告.活

動の持続期間の分析であった.そこで発表された HensherandRrumond (1992)のまとめた欧米で

の交通関連のパネル調査は 20にもお よぶ.このよっに欧米ではパネル研究初期の 3大プロジェ

クト (SydneyAutomobile Panel， Carcli百ConsumerPanel， Dutch National Mobility Panel)の後を受

けて.個々の活動レベルの特質把握に関する小規模のパネル調査も数多く行われているが.国内

では.実務レベルでパネル調査が行われたことはほとんどなく，大学などの研究レベルでの試行

にとどまっている.こ れは内田 (1993)の指摘によると.パーソントリップ調査などの大規僕断

面調査と比較してパネル調査の特徴を生かす分析手法の確立が行われていないことと.交通行

動モデルに対する交通計画側の需要がパネルデータを必要とするまでに至 っていないことなど

から. 多 くの費用を必要とするパネル調査が行政の側に避けられてきたためである .

パネルデータを用いて個人の異質性を考慮した研究として， Hensher and Wringley (1986)は、

非観測異質性や状態依存について詳しく述べ.Carcli仔ConsumerPanelを用いて MixingDistribution 

Modelを推定し，非観測異質性を取り込んだ買物行動のパネル分析を行っている.同様にDunnand 

Wringley (1985) もCarc担任 ConsumerPanelデータを用いて MixingDistribution Moalを推定して

いる. Hensher et. al. ( 1992 ) は自家用車の使用に関して，パネルデータのLe丘~ensoring (Ini t i al 

Condition)の異質性を考慮したモデルを構築している.ここでのLe丘北nsoringの問題とは.行

動の状態依存性を仮定した場合一般に調査を開始する以前の状態についての情報は手に入れる

ことが極めて困難で、あり パネルデータを用いたとしても WAVE1 以降についてのみ状態依存

を分析することが可能なだけであり.それ以前の状態による行動の依存性は分析できないという
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問題を指す (HensherandWringley(1986) ) . KitamuraandBunch (1989)ではパネルデータを用

いて . 状態依存性と非観測異質性の影響を考慮した I~ 家用 l巨の保有行動を分析している. Meurs 

( 1993)はDutchMobility Panelを用いて. 自家用車保宥とその使JlJを.誤差項の HII羽を考(さし

たMassPoint Modelを用いて分析している. Kim and Mannering (1992)は.活動継続|時間を生存

時間モデルを用いて分析し，その分布形をガンマ分布に従う個人の呉氏性項によって変動するワ

イブル分布と仮定し， Puget Sound Transportation Panel (Murakami and Ulb句 (1992) )にj自問し

ている.

4-3 パネルデータを用いた潜在セグメント分析

4-3-1 モテルのフレームワーク

本章では.パネルデータを用いた個人の異質性を考慮した選択モデルの推定を目的としてい

る. 3章で指摘したとおり，収入，車の保有といった社会経済属性を効用関数に導入することで

定数項を変動させる方法や，社会経済属性に基づいたアプリオリセグメントなどの手法は.同一

セグメント内で効用パラメータが均質であるという仮定や，規定されたセグメントと効用パラメ

ータの意味付けの根拠が不明確であるなどの問題があり，個人の噌好を直接的に示す変数に よる

セグメンテーションや，セグメント内での効用パラメータの同一性の仮定を緩和したモデルの開

発が必要である.それらの課題に対し， 3章で、個人パラメータや態度変数によるアプリオリセグ

メンテーション手法の提案や，態度変数を用いた潜在セグメントモデルの適用などを行い.その

有効性を確認した.本章ではそれを受けて 4-2で噌好の異質性の検出に有効であると指摘した

パネルデータを用いた目的地選択分析を行う.特に， 3章でsP . R Pデータへの適用でその有

効性が確認さ れた潜在セグメントモデルを主要な分析手法として採用しパネルデータへの適用

の有効性を検証する.パネルデータの動的特性については， 4-2-2で示した誤差項に明示的

に系列相関を考慮したモデルを構築する. 3章では潜在的態度変数を用いて潜在セグメントへ

の帰属度を表したが，ここでは，客観的な属性を潜在セグメントの帰属度に用いることとし，ア

プリオリセグメントとの比較を通じてその有効性を確認する.ここで， 3章で示したように溶在

セグメント分析手法の簡単な定式化を再び示す.

個人nをセグメント s. s=1.2…Sに帰属させたときの効用関数を
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Uふ=良X"i+V"i

とおく.ただし.

u;lx:セグメント sに帰属した場合の個人 nの選択肢 iに対する効用

兵 :セグメント sの効用パラメータベクトル

XHii:何人 nの属性と選択肢 iの属性のベクトル

V川 Is セグメント sに属する個人月の選択肢iに対する効用の誤差項

(4.3) 

このモデルは.各潜在セグメントごとに異なるパラメータを与え ることによって.母集団内の効

用パラメータの異質性を表している.ここで V"ilsが独立で同ーのガンベル分布に従うと 仮定する

と，セグメン トsが与えられた条件付き の選択確率は

_ es，Xm 

~ ";Isーヱ♂ん
jECn 

と表される.

ただし C"は個人 nの選択肢集合

(4.4) 

母集団中のj替在セグメントの数が既知であるとするとき 各個人が潜在的なセグメントに属

する確率を決定する変数として y・を仮定する .y*は各個人の態度指標などにより推定された潜

在的態度変数と各個人の属性の線形和で与えられる.

YL=FcG:s 十 ~Zns 十 6 (4.5) 

応:個人 nのセグメント sに対する帰属度関数

G，fs:個人 nの潜在セグメント sの帰属度に影響を与える態度変数

Z" 個人 11の潜在セグメント sの帰属度に影響を与える社会経済属性ベクトル

TG • ~:未知パラメータベクトル

8"s個人 nのセグメント sに対する帰属度関数の誤差項

このとき Luほの選択公理 (Luce(1959) )に従い，セグメント問の帰属比率が2つのセグメン

ト問の帰属度の大小関係によって決定されると仮定する 8，ISが独立で、同ーのガンベル分布に従

うとすると. 各セグメントの帰属確率は次式で表されるような，ロジット型の確率になる.
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n rGG~， + T=tz.n 

~IS=S エιGnk+T=t:'n e v ， .. 
(4.6) 

意思決定者 11が潜在セグメント sに帰属し，代替案 iを選択する同時確率は. }る所5リ!iLttの仮

定に より以下の ような形で表すことが可能になる.

尺tz=PげIsl1イI.C (4.7) 

この条件付き確率を sに対して和を取ることにより，意思決定者 nが代替案 iを選択する周辺確

率が得られる

尺i-ヱRttls吹IS (4.8) 

ただし， sは潜在セグメントの総数

4-3-2 用いるデータの概要

本研究では，先に述べたように，山梨県甲府市都市圏で、行われた郊外に立地したショッピン

グコンプレックスへの来訪者を対象とした，甲府パネル調査を事例として分析を行う.この調査

は，山梨大学の西井研究室が中心となって行っているもので.現在までに WAVE7 (パネル調

査では.調査時点のことを WAVEと呼ぶ)が整備された段階まで進んでいる (西井ら(1996) ) . 

甲府パネル調査は， SCの立地が市民の消費生活や交通行動に与える影響を分析するために開始

された.調査は 1989年秋に甲府市の郊外部に立地している「イーストモールscパリオ」へ

の来訪者を対象に. 1回目のアンケート調査がなされて以来.年 l度の間隔で，休日における市

民の買物-交通行動調査を行っている.具体的な内容は，調査日の一日の行動をダイアリー形式

で尋ねたもの，回答者のライフサイクルステージや諸属性，休日の主な買物場所や，調査対象者

の主な買物場所と思われる sC，甲府市中心街，最寄りのスーパーの 3選択肢について.交通利

便性指標と買物利便性指標の満足度，買物場所選択の理由がとられている.このデータの中から，

本研究では事例研究で.以下にあげる 4種類のデータを用いている.

1 )最近 1・2カ月の休日に最もよく利用した買物場所 (選択結果)

109 



2) 1)で[ロj答し た貨物場所を利用 した理由を，交通利便性と買物利便性に関する 1()項目の中

から復数個選んだも の. (態度指保)

u;!;c=pz;:;c+εコ (4.9) 

uコ=βzコ+ε;; (4.10) 

3) S C， ItJ心{勾最寄り スーパーそれぞれに対する交通利便性.および買物利便性を総合的に

評価した o--1 0の 11段階評点. (満足度評価)

u:::p=pz:::P十ε:::F (.+.11) 

の社会経済属性. (客観的属性)

ただし.

u;ν;c. Uβ UJL:それぞれ個人 nの SC. 甲府市中心街 j泣寄り スーパーの効m

z:;c.Zβ.z;!;p:個人 nの各選択肢に対する自宅からの距離. 交通利便性満足度 n物

利便性満足度のベクトル

s;未知パラメータベクトル

ε;;;c・ε;J2.ε;:;p:それぞれ個人 nの各選択肢に対する効用の誤差項

11) 1)で同答した場所で，最近行った貨物の総購入金傾なとごの買物行動に関する民tl:や. 世帯ー

調査方法は， 甲府市郊外に立地している SCへの来訪者に対して， 手渡 しでアンケート 禁の

配布を行い.郵送で回収している.以降 l回目と同様に SCにおけるアンケート 票の配布と並行

して，前回の調査まで回答のあった被験者に対し，その年に配布したものと同じアンケー ト票を

郵送 して回答を得ている.また.パネルサンプル以外の調査票配布は休日に行われている.これ

は.休日はSCへの来訪者が最も多く， S Cの交通へ与える影響が大きいと考えられること と.

当日の移動を含めた行動全体を，アクテイピティダイアリー形式で尋ねるため.行動の 自由度が

この特定化に従って.様々な個人属性に基づいてアプリオリセグメンテーションした買物目

的地選択モデルの推定を試みた.その結果，最も有効なセグメントを形成したのは，当日の総購

入金額によるものであった.その推定結果を表 4-1に示す.当日の総購入金額を答えているパ

ネルサンプルが少なかったため 各 WAVEのサンプル数は 51人， 総観測数にして 1() 2にと

どまった.

大きく.被験者の環境の変化が活動に与える影響が明確に現れやすい休日を対象としている.

4-3-3 客観的属性を用いた潜在セグメント分析 表 4-1 購入金額によるアプリオリセグメントモデルの推定結果

ここで， (4.5)式の潜在セグメントへの帰属度変数を客観的属性のみで規定するモデルを構

築 し.同様の変数を用いたアプリオリセグメント手法と比較検討を行う .4-3-2で述べた甲

購入金額7500円以上※2 購入金額7500円未満※2

SC定数項 3※ 1 l.12 (i.9) 0.0348 (0.1) 

SC定数項 4※ i 0.633 (l.1) 0.0859 (0.2) 

距離 ー0.820(-2.9) -0.561 (-3.1) 

交通利便性 0.139 (l.0) 0.309 (3.0) 

買物利便性 0.701 (2.8) 0.341 (2.2) 

観測数 42 60 

ーーウ 0.384 0.116 
p 

ーーヲ 0.185 p 

府パネル調査のWAVE3とWAVE4のデータを使って.買物目的地選択を非集計モデルを用い

て定式化した.選択肢は先に挙げた SC，中心部商庖街，最寄りスーパーの 3項とし.効用関数

は.以下に示す選択肢別の変数と sc定数項の線形和とした.

1 )自宅から各寅物目的地への距離

2 )各買物目的地に対する回答者の交通利便性満足度 (11段階評価)

3 )各寅物目的地に対する回答者の買物利便性満足度 (11段階評価)

これらのデータが総てそろっている WAVE3， WAVE 4の両方ともに参加しているパネルサン

プルを用いた.

WAVE 3の各選択肢の効用関数は以下の (4.9)式から (4.11)式のようになり， WA児 4に ※ l表中の 3および4はWAVEを表す ※2 ()内は t値

ついても問機に定義されている.
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このモデルでは.当円 の購入金額 75 () 0円を境と して全サン プルを 2つのグループに分け.

それぞれセグメント内では同ーのパラメータを持っと仮定した アプリオリセグメント である .当

日の購入金額は内生的変数という考え方ができるが.それは購入金額が買物目的地与件での決定

ということであり.この事例研究では.貨物の金額(品目 )があらかじめ条件として与えら れた

場合の目的地選択行動であるとの仮定をおき.買物金額を外生変数としてセグメン ト規定変数に

保刑した.このモデルの推定結果を見ると ，購入金額の高い層は寅物利便性を重視し. s cに対

して好意的な府であると考えられ，購入額の少ない層はsc定数項が有意でなく.買物利便性だ

けでなく交通利便性 も重視している層であることがうかがえる.ただし.モデルのフィ ットは購

入金額 7500円以上のセグメントは良いが.7500円未満のセグメ ントではモデルのフィ ットがあ

まり良 くない.これは購入金額が高い方のセグメントでは、 定数項が有意であることによ るもの

と考えらる.

表 4-2 総購入金額によるi替在セグメン トモデル

変数名 セグメン トl※ 2 セグメント 2※ 2

j室 sc定数項 3※ l 4.48 (1.1) ー1.92 (-1.5) 

択 sc定数項 4※ l 2.32 (1.4) ー1.44 (-1.4) 

モ 距離 ー1.52 (-1.4) ー0.614 (-2.2) 

ア 交通手IJ便性 0.542 (1.5) 0.388 (1.5) 

jレ 買物干IJ便性 -0.197 (-0.9) 1.42 (2.4) 

H

司、J
…

寸

I

H
f
n
u
 

u

ハU

H

ハU
…額…金…入…勝

目、レ
…一ア…モ…度…属

…
ヨ
市

スケールノてラメータ 1.34 (0.43)※ 3 

続いて.同じ購入金額を用いて 4-3 -1で概説した潜在セグメントモデルを用いて買物目

的地行動を分析する. (4.5)式で表されるセグメント 帰属度を先のアプリオリセグメント と比

較するため.以下のように特定化した.

サンプル数 5 1 

p- 0.374 

※ 1 表中の 3および4はWAVEを表す ※ 2 : () 内は t値 ※ 3 1を基準 とした t値

:r:，~Ç = ~.çPCn 十 8s ( 4.12) か購入金額が低い人ほどセグメント 2に帰属する確率が高くなる. 3章でも述べたように，1替

在セグメントモデルは各個人がその帰属度に応じて，セグメント 1と2のパラメータ値の内分点

をとっていると解釈される.ここが同一セグメント内での効用パラメータが均質と仮定をおく

アプリオリセグメントと比較して，セグメント内では効用パラメータが同ーという制約が緩和さ

れて，個人パラメータアプローチに近い性質を持つこととなり，その優位性が現れる点になる

ただし

pcn :個人 nの総購入金額

(4.12)式で表されるセグメント帰属度と， (4.9) ----(4.11)式で表された選択モデルを (4.8)

式中に代入 して得られる個人の選択確率を，個人の尤度として最尤推定法を用いて同時に推定し

た結果が表 4-2である.表中のスケールパラメータとは 3章でsP . R Pモデルに適用した

ときと同様に. WAVE 3とWAVE4の誤差項の分散の大きさの違いを示すパラメータであり.

以下の関係が成立 している.

現に適合度は，アプリオリセグメントの全体の適合度と比較して著しく 高 くなった.これはアプ

λMy n
 

n
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(4.13 ) 

リオリセグメントモデルは購入金額 7500円未満のセグメントの適合度が低いため，モデル全体

としての適合が悪くなったことを考慮しても，潜在セグメントモデルの有効性を示すことができ

た.推定値をそれぞれ見ていくと，セグメント lはscの定数項が大きいことと， 交通利便性の

パラメータが買物利便性のパラメータよりも相対的に大きく，交通利便性を重視していることが

うかがえる .一方セグメント 2は.s c定数項の値は負であって潜在的に scを好まず，どちら

かというと交通利便性よりも買物利便性を重視するという結果となっている.これを先のセグメ

ント帰属モデルの解釈とあわせても，対照的で解釈が容易なセグメントが抽出されたと考えられ

る.

表 4-2の推定結果 を見ると，潜在セグメントモデルは自由度修正済み尤度比が高 くなり，

的中率 も向上 している.帰属度モデルに用いた総購入金額は 7500円からの偏差に変換しであり，

その推定値が正であることから，購入金額の多い人ほどセグメント lに帰属する確率が高くな
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また比較のため.購入金額を効用関数の説明変数としたモデルを表 1-3に示した.この結

J長を見ると.総てのパラメータは潜在セグメントモデルのセグメント lとセグメント 2の中間の

値を取っている.潜在セグメントモデルを用いた場合の各サンプルにとっての効用パラメータは.

2つのj筈在セグメントのパラメータを，各サンプルのセグメント帰属確率をウェイトとした加重

平均になっていると考えることができるため.この推定結果は予想された通りである.また.l替

在セグメントモデルを用いた場合と比較して.定数項を除いた各パラメータの t値は高い.今回

の事例研究では用いたサンプルの数に対して，潜在セグメントモデルを用いた場合.推定したパ

ラメータが多くなるため，潜在セグメントの各パラメータの有意性が低く，この結果によって効

果を断定することは一定の危険を伴うが，効用関数に個人属性を導入するモデルや.アプリオリ

セグメントを行ったモデルより 適合度，的中率ともに優れているため.潜在セグメントモデル

の有効性を示すことができたと考えられる.

変数名

sc定数項 3※ 1

sc定数項 4※l

距離

交通利便性

買物利便性

購入金額

スケールノてラメータ

サンプル数

P1 

表 4-3 購入金額を説明変数とするモデル

推定値※ 2

0.445 (1.0) 

0.265 (0.5) 

ー0.759(-3.4) 

0.300 (2.4) 

0.557 (2.8) 

0.106 (2.0) 

0.835 (0.5)※ 3 

51 

0.292 

※ 1 表中の 3および4はWAVEを表す ※2 : ()内は t値 ※ 3 1を基準とした t値

114 

観測可能な客観的変数と態度JH僚データを

用いて線形構造方程式モデルを 11~定する

線形構造方程式モデルの結果より

潜在的態度変数を推定する.

買物目的地選択データを用いて

潜在セグメント分析を行う

図 4-1 潜在的態度を用いた潜在セグメント分析

4-3-4 潜在的態度を用いた潜在セグメント分析

甲府パネル調査では.4-3-1で述べたように買物目的地選択の理由を尋ねたデータが取

られている .3章で展開した個人の異質性を考慮した選択モテソレ分析で、行ったものと同様に.こ

こで得られた態度データを用いて(態度についての説明は 3章を参照).個人の潜在的な態度変

数を算出し， 7替在セグメン トモデルの帰属度変数の説明変数として用いる.その方法論は 3-4 

に示したものと同様でフローチャートで表すと図 4-1のようになる.

ここでは， 4-3-3で購入金額をごと規定したのと同様に， (4.5)式で表されるセグメン

トへの帰属度広を，潜在的態度変数の線形和で表すものである.以下 3-4と同様に，潜在的

態度変数と観測可能な変数の関係を線牙対薄造方程式モデルを用いて定める.

測定方程式

X=AG;+E (4.14) 

構造方程式

G;=BWn+g (4.15) 

ただし，
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~， : ilQ1人nの観測 された態度指標ベク トル

GH:個人 nの滞在的な態度変数

W/1 態度変数に影響を与える個人 nの社会経済属性ベ クトル

A. B:未知パラメータ行列

ε. c:それぞれ多変量正規分布に従う誤差項

Ip府パネルデータでは，態度指標 として以下の 10項目が得られている.

[ ( )内は後の定式化の時に用いる変数名]

1 )駐車場を探す時間や待ち時間の短さ (time)

2)駐車場の停めやすさ (ωse)

3) !駐車料金の安さ (fare)

4)駐車場の位置のわかりやすさ (plac)

5)駐車場までの経路のわかりやすさ (rout)

6)商品の種類の豊富さ (凶行)

7)品質の良さ (qual)

8)価格の安さ (price)

9)広告などの情報量の多さ (αdve)

10)他の目的地への移動のし易さ (loca)

これらの態度指標は. i重視するJ， i重視しないJのどちらかを選択した離散変数で得ら

れ. これら 10の態度指標に対する満足度がアンケート調査中で尋ねられている.式 (4.9) ----

(4.11 )の効用関数の説明変数に用いた変数のうち，交通利便性満足度はこれら 10個の態度指

標のうち 1)----5 )の総合評価，買物利便性満足度は 6)---10)の総合的評価という位置づけ

ある.このように観測された態度指標が交通利便性満足度に関連するものと，買物利便性満足度

に関連するものになっているため，潜在的な態度要因として.買物利便性重視態度.交通利便性

重視態度の二つを考え， (4.14) (4.15)式で表される線形構造方程式モデルを以下のように特

定化した.

構造方程式

C;~ = suage + s2lfem + s3tiob + s4，clis + ss，com + s6，pay + s7，sbur + <;， (4.16) 

ただし.
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。ge

fem 

job 

car 

cl is 

1 ;交通利便性重視変数. 2;買物利便性重視変数

1; 4 0歳以上， 0;その他

1 ;女性 0;男性

1 ;就業者 0;その他

:家庭の 自家用車保有台数

:免許保持者一人当たりの家庭の自家用車台数

com 1; 3品目以上購入 した， 0;その他

pαy :総購入金額

sbur :甲府中心街から居住地までの距離

測定方程式

Y1 (time) εl 

y1(ease) 人 Eウ

Y1 (fare) 一一 λウ C; + ε3 

Y1 (plac) λ3 E4 

Y1 (rout) λ4 ε 5 

Y1(V訂 i) E6 

Y1 (qual) λ5 ε7 

Y1 (pric) 一 λ6 C;' + E8 

y1(adνe) λ7 E9 

Y1 (loca) λ8 ε10 

(4.17) 

(4.18) 

(4.17)式は交通利便性重視変数の測定方程式であり (4.18)式は買物利便性重視変数の測

定方程式である.パラメータ 同定のため測定方程式のパラメータは各測定.方程式ごとに一つづ

っlに固定されている.この事例研究では先に述べたようにセグメントを規定する活在的態度

変数を 2つに設定したため，セグメント帰属変数の自由度は 2となるので.潜在セグメントの数

は最大で 2となる .よって選択モデルの潜在セグメント数をあらかじめ 2として，各セグメント

への帰属度を表す潜在変数を C;'，C;の態度変数で規定する.

む=íG，~S +わ=1，2 (4.19 ) 

また、効用関数は (4.9)--- (4.11)式と同様に，自宅からの距離， 交通利便性および買物利

便性の満足度評価を用いて以下のように定式化した.
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u;1T=αIII +α'2lsdisf +α3i.Jraν+α4川 αν+UIZ

ただし，

dist: IJ宅から各日的地までの距離

r rav 交通利便性の満足度

c;hav:買物利便性の満足度

年齢ダミー

性別ダミー

職業

家庭の車台数

免許一人あ
たり車台数

買物品目数ダミー

買物総額

社会経済属性データ

中心街からの距離

s = 1，2 (4.20) 

経路のわかりやすさ

0.473* 
駐車場の入れやすさ

0.636* 
._..j 駐車スペース

ミ
0.7fJ)*州駐車無料

駐車場のわかりやすさ

選択理由データ

品目の多さ

/ 訓 品質の良さ

価格の安さ

0側、 出ピラ |

他の活動の行いやすさ

叫ま 5%有意な推定値

図 4-2 線形構造方程式モデルの推定結果
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これらの定式化に基づいて，線形構造方程式モデルと i芹任セグメントモデルを段 1:汗 n~J に抗定

した.線形構造方程式モデルの推定結果を図 4-2に示した.[週中の弁矢印に II己されている数値

は各ノてラメータの推定値である.この推定結果を見ると.測定方程式は買物利便性ífd~t{t ~;~と Úlu

絡の安さと の関係が負の符号となり.直感的な符号とはJ尽なるが有立ではない.その他は lEの符

号を持ち.特に交通利便性重十見変数では有意なものが多い.一方， mj立方流式はriJJL、iljからの距

離が増大すると交通利便性を重視するなど.妥当な符号で有意な変数が交通利便性Ifd見交政には

多い.買物利便性重視変数は.買物品目 ダミーが負の符号で有意となるなど直感的庄市とはwな

るが. これは先に述べた測定方程式で.侃倦の安さが負の符号を持つことと関連し.品目の多さ

や品質の良さと価倍の安さが同時に満たされることが少なく.トレードオフ関係を持っているこ

とと，買物品目の多い人は価格を重視する傾向があると思われるため.このような推定結果が現

れたと考えられる .以上のような考察より，これらはそれぞれ交通利便性重視変数と穴物利便性

重視変数をそれぞれ表していると考えることが可能であるとする.この推定結果をもとに.2章

での定式化に基づいて (4.21)式によってそれぞれの態度変数の推計値 (FittedV心ue)を求め.

(4.19 )式の潜在態度に用いる.

G/~S = Bw + ¥}J A'(A~ A' + 8)(Y -ABw) (4.21 ) 

この推計値を用いて，潜在セグメン トモデル を推定した結果を表 4-4に示す.

セグメント lは相対的に交通利便性重視変数が帰属度を定めるセグメントであり. セグメン

ト2は相対的に買物利便性重視変数が帰属度を定めるセグメントである.推定結果を見るとセグ

メント lでは交通利便性評価の係数が正でかつ比較的有意な値になっている.同様にセグメ ント

2では買物利便性評価変数の係数が正の大きな値になっている.また定数項がセグメント lでは

いずれも正の値になっているがセグメント 2ではいずれも負の値になっている.このこ とから

セグメン トlは潜在的に scを好み交通利便性を重視するセグメントであり セグメント 2は潜

在的に scを好まず買物利便性を重視するセグメントであると考えられ. これらの組み合わせは

直感的な予想、に矛盾しない結果となっている.

ここで 4-2-2で解説した誤差項の系列相関について考える. ランダム効用理論に基づ

く離散型選択モデルの効用の確率項は，省略された変数 (OmittedVariable) ， 噌好の異質性， i則

定誤差.選択肢集合の不確実性などにより構成されている.このような要因には同一個人内で時
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表 .1-<1 態度変数による潜在セグメントモデルの推定結果 V
F
 

'-':，;I-JIs 各時点で、の個人 nの効用関数の確定項

変数名 セグメント 1※ 2 セグメント 2※ 2

J~ sc定数項 3※ l 3.29 (1.8) ー1.64(-1.0) 

択 sc定数項 4※ i 1.90 (1.9) -1.25 (-1.0) 

モ 距離 ー1.29 (ー1.8) ー0.632 (-2.2) 

ア 交通利便性 0.508 (1.7) 0.320 (1.4) 

jレ 買物利便性 -0.173 (-l.0) 1.46 (l.8) 

ε円;115. ε円ト115: 1国人 nのそれぞれの時点における代替案 iについての誤走項

ここで，誤差項に明示的に系列相関を取り 込むため， 誤差項 をそれぞれの代将窄について各

個人で、共通な部分仁真にランダムな部分の二つに分離する.系列相関は選択肢固有変数の;ガ詳

も含まれているため.各選択肢ごとに異なると考えられる.そこで，各選択肢ごとに系列問問項

導入する.

=ん +V
川 '15 '日;15' "'/1;115 (4.24) 

帰属度モデル 態度変数 2.41 (1.3) 

=λ +V 
/1;1ー115 川/1;15' "'/1;1-115 (4.25 ) 

スケールノてラメータ 1.53 (0.6)※ 3 
λ川il5 セグメント sが与えられたもとで、の個人 nの代替案 iに対する 固有の誤差項

観測数 102 
このように，時点問で、個人ごとに共通の誤差項を導入することにより， 二つの確率項を含む

効用関数が定義され真の誤差項である Uの独立性が保たれる.この考えに基づいたH寺点 tにお

ける効用関数は以下のようになる.

P1 0.261 

※ 1 表中の 3および4はWAVEを表す ※ 2: () 内は t値 ※ 3 1を基準とした t値

系列的に安定しているものも多く，パネルデータなど同一個人から繰り返しデータを採取する場

合には.確率項には意思決定者個人の系統的な誤差が各選択肢に含まれ，個人の各時点で、の確率

項間に相関が生 じることが多い.このような場合に，時点問で誤差項は独立であるとし寸仮定に

ぷづいて.同一個人からのデータも他人から得たデータと同じように扱ってモデルの推定を行う

仁誤差項の系列相関の影響によって，推定したモデルのパラメータの分散値にはバイアスが生

じてしまう.そこでこの相関によるバイアスを除去するために 3章で:も用いた Morikawa

( 1994)で提案されいてる，効用関数の誤差項を個人に時点を通じて共通の項λと真にランダム

なホワイトノイスを表す項 υに分解し，時点問での誤差項の相関を解消する手法を用いる.以下.

系列相関と潜在セグメントを考慮した選択モデルを定式化する .

U..，. =V，.I.+λ +V ヤ15- Y /1;115 I /¥./liI5 I Vn川s (4.26) 

さらに， 4-3-3と同様に，スケールパラメータ μを導入して効用関数のスケールを統ー

する .ここに，スケールノてラメータ μは.

Var(V"ilIJ =μ2 . Var(v川 fーllJ (4.27) 

という関係を示し，効用関数の誤差項 Uは，時点に対し組立で同ーな分散を持つ確率項と定

義する .このとき t時点およびスケールパラメータを導入して再定義した t- 1時点の効用関数

は以下のようになる.

Unills = V，lills +λnils + Vnills (4.28) 

セグメント sが与えられた条件のもとで t時点における効用関数 U川一Ils- μ'-':';1ー Ils+μλnils +μVn;I_Ijs (4.29) 

U..:.，_ = V:.，. +ε ;lls - ~ nirls I '-'nills (4.22) ここで注意しなければならないことは系列相関項は各選択肢ごとに相対的な価を取るため，

モデル推定のためには一つの選択肢に対する系列相関項をゼロに固定する必要がある.その上で.

各選択肢に対する 2つの誤差項のうち ，Vの分布形を定義することによ りλが既知であるときの

t - 1時点における効用関数

U川 1-lIs= v:，川s+εn川 s (4.23 ) 
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t時点の条件付き選択確率引ilλ)が得られる このとき.ある個人が t時点， t -1時 点でそ

れぞれ i.jという代替案を選択する同時選択確率乃は， λの分布形を与えることにより次のよ

うに与えられる.

行l=ff..-Jごん(ilλ)凡-1(jl入).f(λ)dんndんn'" dλln (4.30) 

t(λ) :λの同時密度関数

111 :個人 11の選択肢集合 Cnに含まれる選択肢の数

系列相関を考慮したモデルのパラメータ推定は， (4.30)式で与えられる個人の選択確率を個

人の尤度として.最尤推定法により未知パラメータを推定する.尤度関数中の積分については.

G auss-Legendreの公式(渋谷 (1965))に従って数値的に評価する.

このモデルに 4-3-1で解説した潜在セグメントモデルを 導入した場合， t時点において

個人 nがセグメン トsに帰属する確率は，

j九sG;") 

W.=--c:= 間三e(九kG;kl)

k=l 

潜在セグメン トを考慮したときの，条件付き選択確率凡(ilλ)は (4.7)式 より，

~'I(ilλ)=RrJλ)吹st

(4.31) 

(4.32) 

となる.ある個人が t時点， t - 1時点でそれぞれ i，jという代替案を選択する同時選択確率

P'，は， λの分布形を与えることにより次のように与えられる.

~， = f f..-fご凡(ilλ)ι)(jlλ). f(入)d九dλ2n... dλIn./I 
(4.33) 

f(λ) :λの同時密度関数

本研究では.υにI.I.D.ガンベル分布， λに独立な標準正規分布を仮定し，これを個人の尤度

として t (4.30)式と同様に最尤推定法を用いて未知パラメータを推定する.その推定結果を表

4 -5に示す.
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表 Ll-5 系列相関を考慮した態度変数による j岱在セグメントモデルの推定結洪

変数名 セグメント i※ 2 セグメント 2※ 2

j翠 sc定数項 3※ l 4.40 (1.7) -1.99 (-1.3) 

択 sc定数項 4※ l 2.34 (1.8) -1.29 (-1.1) 

モ 距離 ー1.56(-2.0) ー0.732(-2.8) 

ア 交通利便性 0.536 (1.8) 0.403 (1.7) 

jレ 買物利便性 ー0.177(ー1.0) 1.53 (2.2) 

帰属度モデル 態度変数 2.57 (1.6) 

スケールノぐラメータ 1.35 (0.8) ※ 3 

観測数 102 

P2 0.255 

※ 1 表中の 3および4はWAVEを表す ※ 2: ()内は t値 ※ 3 1を基準とした t値

系列相関項は，定数項が個人ごとに同一の分布をしていると解釈することも可能であるため，

個人の噌好の違いの要素を持っている.その影響により得られるセグメントの特性は異なるかと

思われたが.表 4-4に示した系列相関を考慮していないモデルと比較して推定値に大きな違い

が見られず，ほぽ同様の解釈が可能なパラメータを持つセグメントが得られた.系列相関項を導

入したことが，定数項の推定値の WAVE問での差異にそれほど影響を与えていない事を勘案す

ると，潜在的な異質性は. WAVE問での定数項の異質性と， 2つの潜在的なクラスを仮定する

ことで.十分であるのかも知れない.この 2つのモデルの推定結果を詳しく比較すると.系列相

関を考慮したモデルでは各パラメータの絶対値が系列相関を考慮しないモデルより大きくなっ

ており，効用関数の真の誤差項の分散が小さくなっていることを示していると考えられる.また.

適合度および的中率は系列相関を考慮したことにより低下した.これは系列相関が誤差項に存在

する場合.誤差項全体の分散は過小推定されてしまうことがあるため，モデルの適合度が不当に

高く評価されてしまうためと考えられる.

123 



4-4 本章のまとめ

以上事例研究で、得られた結果をまとめると以下の 4点になる .

1 )パネルデータに客観的変数(購入金額)をセグメン ト規定変数とする濯花セグメントモ

デルを適用し.アプリオリセグメントや効用関数への変数導入手法と比Ijiえした結果.非常に高い

迎合皮と.的中平を得ることができ.かつtlH出されたセグメントはセグメント帰属変欽と関連を

持ち.解釈が容易なものであった.

2 )比較的容易に得ることのできる態度指標と個人属性を用いて.線形構造方程式モデルを

推定したところ，モデルの特定化の問題や主観的評価のバイアスによると思われる.一部直観に

あわない符号を持つパラメータが存在したが，後の選択モデルを用いた分析結果から.個人のHE

好をうまく表している潜在的な態度変数を得ることができた.

3) 2) で求められた態度変数を用いて潜在セグメントモデルを推定したところ，解釈が容

易で.態度変数の意味付けに矛盾しない潜在セグメントが抽出された.また，適合!支 も比較的良

好であった.

，1) 3) と同様の潜在セグメントモデルに，誤差項の系列相関を考慰したモデルを適用した.

その結果.3) と同様のセグメントが抽出され，パラメータの絶対値や T値など，系列相関に影

響を受けると思われるものがそれほど変化しなかった.

以上の 4点より. 1替在セグメントモデルを休日の買物目的地選択のパネルデータに適用する

ことで.解釈が容易なセグメントを抽出し，モデルの適合度も大幅に改善されその有効性が確か

められた.ただし通常のアプリオリセグメンテーションと同様に客観的な属性を用いたとき

は.セグメントを規定する変数の選び方によってはその有効性が生かされないことがあり，セグ

メントを規定する変数の選択に関する問題は残された.今回用いたパネルデータは.データの制

約上から非常に少ないサンプルで推定を行ったため.限られた説明変数の導入しかされていない.

このような小サンプル少説明変数の場合には， Ornitted Variableの影響や.個人の異質性などの影

蜘によって.誤差項が比較的卓越したモデルとなり，適合度を高めることが難しい.そのような

サンプルに対して.i替在セグメントモデルを用いて適合度を高めることができるのならば.潜在

セグメントモデルは.少サンプルでのモデル構築に非常に有効な技法となりうる.
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本研究で提案した手法は.個人の日郁子を直接表す潜在的な態度変数を. 1章で示 した;な忠t'h

定構造パスダイヤグラムの態度指僚に選択理由データを用いて推定することで.各E11決定-?J-の

異質性を表現するモデルシステムの構築を可能にした.この手法は.同一例人からな多くのデー

タを集める必要性がなく，態度指標が異なる個人には異なる効用パラメータを与える・Fを可能に

している.またこのモデルに系列相関モデルを統合し.パネルデータへの適用を試みた結洪より.

系列相関項を導入することはその推定パラメータにそれほど影響を与えず.定数項はノンパラメ

トリックに分布すると仮定することで十分である可能性を示した.しかし本研究で!日いた態度

変数は.あくまで行動結果に対してなぜ、その場所を選んだのかという 窓味での選択理由であり.

選択に際して何を重視してるか尋ねたものではない.また.今回用いたパネルデータは scに来

た人を対象としたチョイスペーストサンプリングのデータであり 基本的には scに対して好立

的な人たちの集まりであるとも考えられる.そのため，モデルの適合度は，認知的不協和解消行

動などによって過大評価されているかもしれない.同様に今回提案したモデルの適台皮を左右す

る潜在セグメントの数も，潜在的帰属度変数の数によって上限を規定されている.今回の事例研

究では潜在変数の数を 2つとした関係上.潜在セグメントの数を 2としたがモデル中の潜在セ

グメントの数はあくまで観測者の側からアプリオリに与えるものであり.今後最適なセグメント

数を決定する手法または基準の提案が必要であると考えられる.また今後の方向として「交通問

題に対する意識Jなどのより一般的な態度変数を求めそれに基づいて潜在セグメントモデルを

適用することにより，政策変化に対する個人の反応の違いを表現したモデルが構築できると考え

られる.

手法的な課題としては，セグメント帰属関数や線形構造方程式モデルは各 WAVEでそのスケ

ールを固定したが，経年的にそれらが変わる可能性は否定できないことや，選択モデルの説明変

数は総合評価を用いているが これらの将来値を得ることは不可能なので 将来予測の際には.

観測可能な客観的要因の関数で置き換える必要がある.また態度変数を求める線形構造方程式

モデルと.選択モデル部が母集団に対し，線形構造方程式モデルは一つの正規母集団，選択モデ

ルは異なる 2つの潜在的母集団というそれぞれ異なった母集団に対する仮定をおいているため.

線形構造方程式モデルにも個人の異質性を導入する手法の提案などが課題としてあげられる.

以上、本研究は諜題を多く抱えてはいるが，晴好の異質性を考慮、したパネル分析の足がかり

となる成果を残せたと考えられる.
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第 5章 パネル消耗を考慮した選択モデル分析

5-1 本章の背景と目的

4章でも述べたように，交通行動は一般的に時間に対して独立であるとはいいがたく. 11手IIlJ

に従属関係を伴っている場合が多い.例えば.観光目的地選択の場合、それまでの符!肢の打 J!I~

が目的地選択に影響を与えていることは明白であり，各時点で独立に日的地の選択を行ってい

るという仮定は成立しづらい.それに対し，クロスセクショナルデータは.行動のH寺問依存性

などの情報を得ることができないため，基本的に時間に対して独立を仮定せざるを得ないこと

から，誤差項の独立性と同一性を保証するには情報不足となる場合がある.そこでパネルデー

タを用いた交通行動分析が近年盛んに行われるようになってきたが.パネルデータはその特長

の代償としてさまざまな欠点も合わせ持っている.そのうちの一つが消耗バイアス(Attrition 

Bias)である.一般にパネルサンプルは，転居.死亡などの物理的要因や.調査拒否などの理由

によって調査回数が増加するにつれて減少していく.この時，脱落したサンプルが分析付象と

なる事象について非独立.つまり，脱落したサンプルの特性と分析対象となる事象が関係を持

っている場合.残留したサンプルはもはや母集団を正確に代表しなくなり，偏り (ノ〈イアス)

が存在している.一般にパネル分析ではこのバイアスを消耗バイアスと呼ぶ.この問題はパネ

ル分析の創成期から指摘されており， 5 -2で詳しく述べるようにパネルサンプルに生じる消

耗バイアスを修正した分析手法が数多く開発されている.パネルデータを用いた 4章で1;:.個

人の効用パラメータの異質性を主な研究対象としたため，サンプルの消耗を分析対象から切り

離し.パネルから消耗したサンプルを排除したデータだけを用いて分析を行った. しかし，後

述するがパネル消耗は 4章で行った個人の異質性の分析と重要な関連を持うているため. 本章

ではパネル消耗に焦点を当てて研究を行う.本章ではパネルデータの消耗の特徴をまとめる と

ともに.これまでに提案された修正手法について概観し 新たなパネル消耗によるバイアスを

修正したモデルの構築を行う.本研究で提案するモデルの特色として 後に定義する前消耗を

含めた修正手法を構築し，調査への非協力行動全般を含めたモデルの提案になっている.その

事例研究として 4章でも用いた休日における買物目的地選択行動を分析対象とし，非観測要因

を含めて，どのような要因と消耗バイアスが関連しているのかを検証すると共に.提案したモ

デルの有効性を検証する.
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ノfネルデータを用いて休日の買物交通の行動特性を明らかにすることは.近年その重要度を

jりしている.そのような行動特性を担援できることは，休日の買物交通のための公共交通機関

や道路の準備と.それに対応した土地利用計画の基礎を与えることを可能とし，ひいては新規

ショッピングコンプレックス立地のマーケテイングや 既存ショッピングコンプレックス改善

のための.交通行動から見た基礎的情報の提供が可能となる.

5-2 パネル消耗の特徴と既存研究のレビュー

5-2-1 パネルサンプルの消耗

鈴木ら (1990)は. 5 -1で述べた消耗バイア スが.パネルデータを用いた需要分析の最大

の欠点であると指摘して いる.パネルサンプルの減少によるバイアスは 短期的な観点からは

転居などの物理的要因の 他に，回答者が回答す るという行為に疲れたり飽きてしまうことな ど

によって調査から離脱してしまう 事に よって起きる.これに加えて長期的な観点からは. サン

プルの調査対象地域内の転出入や年齢構成の変化に伴い，調査対象母集団の属性分布が変化し

てしまう場合に発生し.すべては分析の対象となる母集団と分析に用いているサンプルの属性

分布が異なってし まうことに起因する問題である.さらに国内での交通調査の場合.初期のパ

ネル分析が行われた 19 8 0年代では.交通関連の調査で回答者を具体的に特定する氏名，住

所などの記入を求めることはあまり 一般的でなかった.そのため パネルデータの作成は. 多

時点にわたるクロ スセクショナル調査を行い その中のサンプルの同一性を年齢や性別などか

ら推測する 「疑似パネル」に頼らざるを得ないという調査上の問題があった.このような場合

は，回答者がアンケートに参加するのに疲れて，調査への参加を拒否することでパネルから脱

落してしまうことと .回答者が転出等の社会的事由によってパネルから脱落してしまうことの

違いを.分析者側から判別するのは困難である.このように初期の国内のパネル調査では.サ

ンプル脱落の理由を直接的に分析者が得られなかったことが パネル消耗の分析をますます困

難にしていた.

ここで注意しなければならないのは 消耗バイアスとは パネルに滞留しているサンプルの

非観測要因と選択結果の問に何ら かの相関が存在する場合に生じるということである.つまり ，

選択モデル推定の場合. アトリションによってサンプルの数が減少し.かつパネルに残ったサ
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ンプルの外的属性や選択シェアが偏ったとしても，選択に影響を与える外生変数を説明変殺と

して用いてモデルを推定したならば.得られるパラメータは不偏性を保ち アトリションによ

るバイアスは生じないことになる.例えば.交通機関選択分析において.高年齢府ほとごパネル

残倍傾向と公共交通機関の選択率が高く，アトリションによってサンプルが大幅に減少し.心

年齢者層ばかりがサンフプ。ルに残つた場合でも' 公共交通機関の選択シェアが母集同と比i絞して

高いことが、 年齢を説明変数に加えることに よって説明されるならば. iff定されたモデルのパ

ラメータにバイアスは生じないといつことである.非観測要因がサンプルの減少と選択行動の

両方に影響を与えている場合は，先の例で年齢という説明変数を選択モデルに導入しなかった

ことと同じになり.誤差項の期待値にバイアスが生じ結果として効用開放のパラメータにバ

イアスが生じてしまう. ここでパネルアトリションと 交通行動の関係を調査した具体的な例を

挙げると，オランダで行われた交通行動全般に対する大規模なパネル調査であるDlltchMobility 

Panelで、は，低収入層の回答率が低いこと (Golobet al. (1986) )やモピリティーの高いサンプ

ルがパネルから脱落し易いという報告 (Meursand Ridder (1992) )がある .Dutch National Mobility 

パネルではこの他に，単身者，高齢者の世帯は特に脱落しやすく，その非ランダムな脱落現泉

は調査初期では特に顕著で.調査が進むにつれてパネルからの脱落はランダムになって行き.

WAVE6やWAVE7まで至るとほぼ完全にランダムに脱落する傾向が見られる (vsnWissen and 

M eurs (1989) ) .モピリティの高いサンプル脱落の理由として，Meurs and Ricrer (1992)はパ

ネル調査は負担が大きいため (DlltchNational Mobility Panelは 1WAVEごとに 7日間の調査をす

る) .外出回数の多いサンプルは脱落するか.外出数を過小に答え る傾向があるこ とを指摘し

ている.このようにモピリティーの高いサンプルがパネルから多く脱落すれば，集計的な分析

においてはサンプル中のトリップ数の平均値が小さくなることで トリップ生成数を過小評価

することになる.また， このサンプルを用いて交通発生を モデル分析した場合に.観測可能な

要因でトリップ発生回数が説明しきれないときは，非観測要因が消耗に影響を与えていること

になり，モデルの推定パラメータにバイアスが生じる可能性がある. このことに注意して考え

ると.ある特定の選好構造を持ち特定の選択肢の選択率が高いサンプルが，パネル調査に残留

する確率が他のサンプルに比べて高いときに，母集団での選択率とパネルサンプルでの選択率

との問に生じる議離は， WAVE (パネル分析では，各調査時点のことをWAVEと呼ぶ)を重ねる

毎に大きくなっていく. このようなサンプルの選択構造をモデル化できていない場合.つまり

131 



具体的な研究内容を以下に詳しく述べる.選択肢の選択シェアが母集団と異な消耗と選択双方に関連する要因を観測できない場合には.

1 )選択性バイアス修正法
このサンプルをモデル情築にり一種の選択肢別標本抽出のサンプルに なっている と考えられ.

その推定値.特に選択肢固有定数項にバイアスが生じる ことはよ く知られて用いた場合には.
残留したサン プルでパネル残留行動と選択行動の問に非観測要因による村11叫があった場-合

サンプルアトリシこのようなノ〈イアスを防ぐために.(Ben-AkivaandLennan (1985) ) . し3る

兵の;;1JE項の1m待1，tfがゼロにな らt~年成されたパネルデータによって推定される選択モデルは

ヨンの発生を最小限にとどめるよう調査を行うために. 保々な実践的方法論が試みられている.

11J1ノ主JJlそこでこのゼロからのずれをモデル化し.(杉恵ら 1993)) . ない危険性を含んでいる

あらかじめ電話で調査への協力を確認してか例えば調先結果を随時被験者に知らせることや ，

の期待値がゼロになるように修正しない場合.推定したパラメータにはバイアスが生じる

らサンプリングを行ったり .WAVE問に電話などで被験者に コンタ クトをとるといった方法であ

これと似た現象である.特定の月I~ lJi :fâ~ を j芯Heckman (1976)は離散一連続モデルを用いる 1;祭に，
これとは別に長期的Kumar and Replog1e (1992) ) . Mura1くamiand Ulberg (1992) ， (例えば，る

択したサンプルのみによって需要モデルを推定しなければならないという選択竹バイアスの修

サンプルの一部を定期的に入れ替えて行き最終的には全なサンプルのバイアスを防ぐために，
j~ir( 'I"tノ〈イ正に.高It.Hl型選択モデルと需要モデルの誤差項に相関を持たせるモデルを提案し

減少したサンプルに新規の追加サンプルを加える Mixed量の入れ替えを行うPanel Rotationや，
このよ り一般的なモデルはPendya1aand Kitamura (1995)に示され，アス修正項を示している.

一方で，消耗がおきたサンプルを用いも試みられている.Panelなどの手法 (Hensher (1987) ) 
誤差項の相関や状態依存性の有無などによ りその推定法などがまとめられている.HeckmanのVE

ノてイアスのない推定量を求める.統計的なモデリング手法 に関する研究も 数多く見たうえで.
( 1993)は.効用関数の誤差項に消耗バイアスの案した手法の国内での適用例として，杉恵 ら

られる.これらの消耗一行動分析モデルの多くは，各WAVEで消耗していった後のサンプルの)~
選択性バイアス修(1993)に沿って，以下杉恵ら修正項を取り入れたモデルを推定している.

ノてネル消耗を考慮した行動モデル推定法を概説する.正法に基づいた，
性分布を.母集団の属性分布に一致させるように重み付けを行うことで消耗バイアスを除去し

消耗行動と選択行動を説明するモデルの誤差相関をモデル化するものょうとしているものや.

ヲでt 時点の滞留者nの t- 1時点での滞留及び離脱に関する潜在変数An .pI-l及びAn，PPI-lを
その幾つかの例を次節で挙げる.に大きく分けられる.

(5.1 )式及び (5.2)式のようになる.の確定項と誤差項の和で示すと，

AU=出l+Cl (5.1 ) 
パネル消耗に関する既存研究のレビュー5-2-2 

(5.2) ベ;;p=円二十S:I二:P4-2でj主近年のパネルデータを用いた既存研究は.パネルデータの特長を生かした上で，

、，
'-(5.1 )式及び (5.2)式の左辺が潜在変数，右辺第 l項が確定項，第 2項が誤差項である

その他にはデータ採集方法および採取されたべたパネルデータの欠点を修正するものが多く，

の誤差項にガンベル分布を仮定し消耗モデルを 2項ロジットモデルで定式化すると.個人11の消
パネルデータ独自のモデルを用いるその中で.データに存在するバイアスの確認などが多い.

留確率は以下のようになる.ものはパネル消耗に関するものの他には， 4-2で述べたLeft-censori n gの問題や活動期間の持続

p1-) _ 

l.p 1 +叫{-(口l一川)}

なと‘のRight-censoringのものがある.特に研究が盛んに行われているのパネル消耗バイアスの問

(5.3 ) 問題点が明確で離散・連続モデル構築の際の選択性バイ題は.見た目 にも分かり易いことや，

アスの問題や層別抽出サンプルでのモデル推定の問題と類似しているため， Heckmanの修正項の

t時点の確定項.

平均ゼロ の真の誤

t時点での滞留者nの選択肢iに対する効用関数は，

t - 1時点で調査に参加しているという条件のもとでの誤差項の期待値と ，

この滞留確率を用いて，
や層別抽出サンプルによるモデリング手法 (Manskiand Lerman (1977) ) 導入(佐野 (1990) ) 
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差項の 3つの項で表される.

これまで比較的

研究が盛んであったと思われる.その消耗バイアス修正の研究を先に述べたの 2系統にまとめ.
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等の既存の手法の応用によって対処できる場合があることを主な理由として，



u;，=日 +E(ELIA;一l>O)+vjn (5.4) 

ここで.条件付き期待f直E(ε;nlA;-l>O)は， 技術的にtJJl，g;二の条件付き期待値をそれぞ

れ求めた上で求められる こと が知ら れている (佐野 (1990). 

E(εJn|A7l>O)=E(ε;，15fJl，5;JJ) 

ただし.

5Ul=E(dJlAfl>O) 

5，YJ=E(g;;LIA;-l>O) 

(5.5)式を3変重正規分布の性質を利用して近似的に求めた式は以下のようになる.

u/. =ば+γ;pl~ιしln P:.~~ + lnιl|+v;， yl l-RJ;;j  

(5.5) 

(5.6) 

(5.7) 

(5.8) 

ただし 右辺第 2項は消耗バイアス修正項， γIpは選択肢iに対する効用関数の消耗バイアス修正

項のパラメ ータ，右辺第 3項は誤差項である.この研究は現在MassPoint手法を導入し，回答バ

イアスまでも 考慮できる形に発展している(藤原ら (1996)) .ここで注意しなければならな

いのは.このHeckmanの修正項は効用関数によって説明される変数が連続型の場合は一致性を保

つが.離散選択の場合には一致性を持たない. Pendyal a and Ki tamura (1995)では.状態依存と

選択性バイアスを考慮したより 一般的に手法を提案し Choice-basedのパネルサンプルに適用し

て事例研究を行っている.その具体的な定式化は 個人の選択行動を規定する潜在変数と，個

人の消耗に関する潜在変数を (5.9)式--- (5.12)式のように表している.

c・=λ:X+c

r 1 ; lf C・>0
c = < 

10・otherwise

A'=δZ+ηc+c 

Il;ifA~>O 
a=く

10 ， otherwise 

cト選択行動を規定するi替在変数 (効用)

(5.9 ) 

(5.10) 

(5.11 ) 

(5.12) 
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c.最初の選択結果

A* :ノてネル消耗行動を規定する潜在変数

a'パネ ル残留結果

λδ:パラ メー タベクトル

η:選択結果とアトリションを関連度を示すパラ メータ

Z， x:選択とアトリションに影響する外生変数

c， c :誤差項

このときに次の 2つの条件

(a) C*はZに対 して独立でかっη=0

(b) 2つの誤差項c，cは独立である

が.どちらか片方だけ満たされた場合，両方とも満たされた場合もしくは両方とも 満た され

ない場合. どのよつな仮定のもとでのモデルイじなのか，またその場合の特性について詳しく述

べている.そのつえで， Choice-basedサンプルの母集団代表性を考慮した選択モデルを推定して

いる.

これらの研究の他にも，パネルデータの消耗バイアスを，選択性バイアス法を用いて修正 し

た研究にHausmanand Wise (1979)がGaryIncome Maintenanceデータ (Winner(1983) )を用いて

所得の変化の分析モデルを推定した研究や Winner (1983)の自動車の購入意向分析を行った例

が挙げられる.このほかに交通分野での研究としてKitamuraandBovy (1987)のトリ ップの発生

回数を離散一連続モデルを用いて分析した研究や Hensheret. al. (1992)の自動車の走行量を分

析などが挙げられる.

2 )サンプリングウェイトを考慮する手法

Manski and Lerman (1977) は，各離散選択肢の母集団における選択シェアが既知であれば，

Choise-basedサンプルを用いて一致性のあるパラメータ推定量を得る手法を示 している.属性X;

をもっサンプルのパラメータ Oが与えられたときの対数尤度関数を ヱム(わ;)とすると

Manski andLermanの提案するWES恥江 (WeightedExogenous Sample Maximum Likelihood Estimator) 

推定量は， Wiを既知の正の値である重みとしたときエw;L;(伐Xi)の最大化によって得られる

WESML推定量は， 一致性 漸近的正規性は持つが有効性は持たない推定量である. サンプ
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ルウェイトが既知であればWESML推定量はどのようなサンプリング設計にも用い ることがで

きる.この手法は通常の最尤推定法の尤度関数にウェイ トをかけるだけである ので.既存のパ

ッケー ジなどで容易に推定できるということが大きな利点である.この考え方を応用したパネ

ル消粍を考慮したモデルと しては，西井ら (1995-2)が，パネルの次回調査への参加-不参加モ

デルを用いて.次回のパネルへの参加確率を推定し，その逆数をサンプルウェ イトと して使用

するモデルを提案している. しかし，パネル調査から脱落してしまったサンプルについての情

報は.脱落する一時点前のもの まで しかない. よって，性別などの時間に依存 しない属性に関

しては問題はないが. 時間に依存する属性.例 えば収入や職業などはパネルから脱落した|時点

での情報を得ること はでき ないため，これらの時間依存属性の一時点前の'1';特IIを用いて消耗重

みに使うことは，正確なサ ンプリ ングウェイトになっていないという 問題がある.Brownstone and 

Chu (1992)では. 多重内挿法 (MultipleImputations Technique)をWESML推定量 と共に用いて，

先に述べたサ ンプルウェイトが不正確になってしまうこと補正 している.この手法はBrownstone

and Golob (1992)でサンプルウェイトの不確実性を考慮するために用いられたもので.サン プ

ルウェイ トを特定の確率分布を持つ確率変数として考え.乱数によってサンプルウェイト をシ

ミュレーショ ンで与え そのウェイトを用いてパラメータを推定することを繰り 返 し. その結

果として一致性のある推定量を求めるという手法がとられている.

5-2-3 調査非協力層の存在とサンプルバイアス

核家族化の進展や女性の社会進出といった社会状況の変化による家庭の不在率の上昇や，調

査員の確保難.人件費の高騰，調査員の安全の確保が困難になっているといった要因により ，

大都市を中心に実査環境が悪化してきたため，近年，調査の規模にかかわらず.郵送による 調

査票の回収が.これまで訪問によって行われてきたデータ収集にとって変わりつつある.また.

経路や対象目 的地での選択肢別抽出では，以前から現場配布郵送回収の形をとる調査がほとん

どであ った.調査形態別の特徴をまとめた山形(1995)によると‘郵送回収は回収時のチェッ

クができないため未記入事項が多いことが多く，精度の高いデータ収集は困難であるとされて

いる.また.郵送回収は 一般に訪問回収に比べて回収率が低く.配布形態が現地配布であるか

郵送配布であるかにかかわ らず，その回収率は 10%---3 0%程度であることが多い.山形

(1995)が調査方法別の特色をまとめた表の一部を表 5-1に掲載する.
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表 5-1 主な調査方法における訓在特性 (iJxt争)

特性 対象者の 有効回収に 記入内容 記入内容の !日H与しうる jt J-fi 

方法
ランダム性 おける偏り の質 確認 イT却J同収不

訪問面J妾 良 少 良 有 80 ---900
0 柏~，'，. 

訪問留置 良 少 中 有 70---90 ~b lJ ear J 

郵送 良 ょ~ 否 主任 10 ---30 00 iH: 

主IGF，王日手山 ほぽ良 少 良 有 70---900
0 e1f82r j 

現場面接 否 ょクrノ 良 有 低 (氏

現場調査票 ほぼ良 少 中 1ilf: 60 ---90(も

現場郵送 否 .，.λYアF 否 4rrr: 10"""'20% 低

このよ うに郵送回収はその回収率が低い上に その無回答者 (回答者)の中に何らかのMりが

あることが指摘されている.その具体的な例として伊 東 (1984)は，全国幹線旅客流動調11:

の予備調査で. 旅行回数の多い層で高い回収率を示し，こ れを単純に集計すると極めて高い生

成原単位となることを 示 した.森川ら (1993)は郊外部 と都市部の訪問調査と郵送調査の比較

を行い. 訪問調査 ・郵送調査それぞれ比較的回収率の高い郊外部では郵送調安では自由トリ ッ

プや短 トリップの抜け落ちに伴う外出率の低下が観測される一方， 回収率が訪問 ・郵送ともに

低い都市部においては訪問調査の優位性がすでに失われている可能性を指摘している.

本研究で取り扱うパネル調査は，何度も繰り 返 し調査を行 うため，その調査費用と労力の低

減を目的として， WAVE 1から郵送回収になることが多い.そのため， 第 1回の調査時に.先に

述べたような郵送調査の特徴によって，サンプルが偏りやすく，その 後パネル消耗に よるサン

プルの減少を考えると WAVElでの無回答バイアスの問題は重要である.この ことを考えて，

アメリカなどの欧米での調査では あらかじめ電話による参加意志の確認を行ってからパネル

調査を開始する例があり (例えばMurakallUand U1berg (1992) ) ，このよつな場合は有効回収率

が高 くなる.同様な試みをした国内の例としては，大阪湾岸パネル調査(瀬戸ら (1994))で、

事前予備調査に反応したサンプルだけを対象にパネル調査 を行った事例があるが，電話に よる

調査参加への意思確認を行った例はない.ここで国内でのいく つかのパネル調査でのWAVElで

の (有効)回収率を示す.
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表 5-2 同内の代表的なパネル調売における初期回収状況

配布数 回収数 有効回収数 備考

(回収率) (有効回収率)

甲府民物パネル 653 現場配布郵送回収

(WAVE 1来訪) 1500 (53.5% ) (質問数少)

甲府買物パネル 357 161 現場配布郵送回収

(WAVE 3来訪) 2000 (17.9%) (8.1 %) (質問数多)

j界所要l時間パネル 634 現場配布邸送回収

(大浜WAVEl来訪) 2290 (27.7% ) 

茨木駐車場パネル 856 831 現場配布郵送回収

2757 (31.0%) (30.1%) 

表 5-2に見られるように郵送回収によ る調査の (有効)回収率は.質問数の多少などにも 影

響されるが. 10%---50%である.こ のように，郵送に よる調査票回収では調査にまったく

協力してくれない層は非常に大きく.それらがランダムに発生しているという保証はない. 先

に挙げた森川ら (1993)では，非協力層の外出率への影響については補助調査を簡単なハガキ

による調査や電話・訪問調査で行う ことで解決できる可能性もあると指摘しているが.このよ

うに大きな割合を持つ非協力層の存在について，非集計分析を前提とした比較的小規慎な調査

では.費用の問題などからそれほど重要視されず，初期サンプルに母集団代表性があるとの仮

定のもとで分析されることが多かったが， 1回目の調査での無回答はサンプルの減少率におい

てはノてネル消耗よりも高く WAVElの時点でサンプルの母集団代表性が損なわれている可能性

は高いと言える.

5-3 消耗効果を考慮した選択モデjレ分析

5-3-1 パネル調査における消耗の概要

表 5-3はこれまでに行われてきたいくつかのパネル調査の.消耗状況を中心に表したもの

である.これらのうち，調査対象・目的としてDutchNational Mobility Panel (Van Wissen andMeurs 

(1989) )やPugetSound丁目nsportationPanel (MurakamiandWatterson (1990) )はライフサイク
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ルや所得の変化等の外部要因の変化が.交通行動にどのような彩特を与えるかといった交通行

動の動的特性全般を， South Yorkshire Panel (Goodwin (1986) )は車保有とパス利用の長!日j的関

連'1生を. Honolulu 丁目nsportationDemonstration Panel (Golob (1990) )は時差出勤市IJ試行の川市

を.Southern California Commuter Panel (Uhlanerand Kim (1992))は通勤交通行動を.Cardi仔Consumer

Panel (Wingley et. al (1985) )は買物交通行動を，千葉モノレールパネル(鈴木ら (1990).折

谷 ら (1990) )‘広島新交通パネル (藤原，杉芳、(1992)，杉727、ら (1992) )は新規交辿機 Ilfj

の導入に伴う交通行動の変化を.堺所要時間パネル (Iidaet.心 (1992).内田ら (1992) ) .は

所要時間表示によるドライバーの学習効果をそれぞれ主な目的とした調査である.表 5-3を

表 5-3 代表的なパネル調査のWAVE問の消耗状況

wave1 wave2 wave3 wave4 wave5 wave6 
配布数 回収数 回収数 回収数 回収数 回収数 回収数

調査年 調査年 調査年 調査年 調~年 調査年

Dutch National 1764 1030 854 
Mobilitv Pane1 1984 1986 1988 

Puget Sound Pane1 1713 1391 801 
1989 1990 1992 

South Califomia 2953 1448 833 535 344 274 
Transportation Pane 1990 1990 1990 1990/91 1991 

3128 1348 ーー...... -・ー ・・ ，・
v (世帯) ・.....・

・
South Yorkshire 3045 8252 

I・・Panel (個)¥.)
1984 '，'，:.;・.:，'・ ι

1981 

Honolulu 2297 2005 
1988 1988 Transportation 

..・a・・
Demonstration Pane . 

. 
.ー :且.・.....‘ 

Cardi仔Consumer 2012 455 . 
.，." 

Panel 1982 1982 ・4・・•• 
'，' • 

1260 892 432 

i戸'.:屯 勿F后ザん日ιよ'::"";':;';:;;:(世帯) (世帯) (世帯) . 
Metro Manila Panel 1437 204 ・ ，;".;. 円 ':'.・.:・

(個人) (個人)
. ・守:

'・・・・
1987 1990 

堺所要時間パネル 2290 634 388 295 251 224 137 

(大浜 1) 
1991 1991 1991 1992 1992 1993 

甲府買物パネル 1500 653 221 153 117 86 71 

(VVAVE 1配布)
1989 1990 1991 1992 1993 1994 

広島 SPパネル . 509 75 52 37 

(WAVE 1配布)
1987 1988 1990 1993 

見るとパネル調査の消耗はその調査形態.インセンテイプの有無.調査間隔，調査項目の数.

139 



調先対象などにより一定ではない.これらの消耗に対して消耗そのものを減らすための具体的

分析として.5-2-1で述べたようにインセンテイプの供与.被験者と のコンタクト.調査

方法の変更などによる消耗率の変化が検証さ れている.前述のPugetS ound Transportation Panel 

では金銭的なインセンテイプを増加しても，返答率が増加するという保証はないと報告さ れて

いる (Mura]叩iand Watterson (1990) ). Puget Sound Transportation Panelではその他にも被験

者と 1~. にコンタク トをとるためにWAVE問でGreetìngcarせなどを送っている (Murakamiand Ulberg 

(1992) ) . Montgomery County Trip PU巾osePanelでは無料乗車券など金銭でないインセンテイ

プを与えたが，回収の時間的制約などによりそれほどの効果を上げていない (Kumarand Replogle 

(1992) ) . 

~ふ

~"'Gふ

ぐ三)...<:今、く注
ぐ三::>...~三yく今惨〈今

~...0二~.....~.....ぐす》ぐτ~

~...~...~...~...~...ぐτ:ふ
5-3-2 消耗バイアスの定性的・定量的分析

WAVE1 1ヘIAVE2 明'AVE3 WAVE4 1入IAVE5 、ヘIAVE6 

本節では. 4章でも用いた甲府パネル調査この甲府パネル調査の詳細な分析は，調査の実施

、主体である山梨大学の西井研究室において既に行われている.その分析の中にはもちろん消耗

による影響の分析も含まれている.本節ではその中で，西井ら (1995-1)の分析を参考に消耗の

図 5- 1 甲府パネルでの各WAVEごとのサンプル残留状況

ンダムに生起していないと考えられる.また調査項目の中の「ここ 1--2カ月最もよく利用す

る買物場所Jのシェアを，性別ごとと全サンプルとでそれぞれWAVEごとに表 5-1-6にまと

めた.この集計結果では，女性と男性のそれぞれの買物場所の選択シェアに差が存花すること影詳を見る.

甲府パネル買物調査は現時点でWAVE7までの集計が終わっている.そのなかでWAVE6まで

のパネル調査残留状況は以下の図 5-1のように表されている.

西井ら (1995-1)はWAVE3の来訪者を分析対象にして，参加層と不参加層の年齢層別構成比

を例に挙げ，その違いを図示して低年齢層の不参加率の高さを指摘している.また，パネル調

査への参加・不参加モデルを構築し，年齢.家族人数，ライ フサイクルステージ，などといっ

た個人・世帯属性や価値観の違いによる調査参加傾向の違いを表す変数が有意なパラメータを

持っていることを示して いる.さらに，活動目的.購買品目，訪問箇所数などの買物場所への

利便性・愛着度もパネル残留を規定する要因として有効であることを 示している.これと同じ

データを用いて.WAVE3に来訪しWAVE5まで残留したサンプルを例にして，その性別構成を

図 5-2に示す.図から分かるようにWAVE3では37.6%あった男性の比率がWAVE4で35.6%

に低下し.WAVE5では31.7%まで低下していることから，サンプルの減少率は男性の方が女性

よりも 高いと思われる.つまりパネル調査への残留という事象は.性別という属性に対してラ
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図 5-2 各WAVEでのパネルサンプルの性別構成
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表 5 -，1 (W A VE 3 ) グループ別および全サンプルでの選択シェア

WAVE3 女性 男性 全サン7。ル

SC 63.5% 64.9% 64.0% 

中心部商庖街 8.2% 3.8% 6.5% 

j右寄 りスーハ@ー 28.3% 31.3% 29.5% 

計 100% 100% 100% 

表 5-5 (WAVE4) グループ別および全サンプルでの選択シェア

WAVE4 女性 男性 全サンアル

SC 55.3% 54.4% 55.0% 

中心部商庖街 14.6% 10.5% 13.1 % 

最寄りスーハ。一 30.1% 35.1 % 3l.9% 

計 100% 100% 100% 

表 5 -6 (WAVE 5) グループ別および全サンプルでの選択シェア

WAVE5 女性 男性 全サン7。ル

SC 49.3% 69.7% 55.8% 

中心部商庖街 7.0% 6.1% 6.7% 

最寄りスーハ。一 43.7% 24.2% 37.5% 

計 100% 100% 100% 

が認められる.これらの結果から 性別は買物目的地の選択とパネル残留それぞれに何らかの

関連があると考えられ， このパネルデータを用いて買物場所の選択行動を分析する場合には.

ノマネルアトリションの影響によって サンプルが母集団(本章では SCに買物に来ていた人を

指す)を正確に表していないと言える.

ここで.非集計モデルを用いて パネルに滞留したサンプルと脱落したサンプルの選択行動

に何らかの差があるのかを確認する.選択肢は先に挙げた SC 中心部商庖街，最寄りスーパ

ーの 3項で，買物目的地選択を以下に示す選択肢別の変数と SCと中心街に定数項を導入した

モデルとした.
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1 )自 宅から買物場所への距離

2 )各買物目的地に対する 回答者の交通利便性満足度指標(1 0段階評価)

3 )各買物目的地に対する回答者の買物利便性満足度指標(1 0段防評価)

ただし 全データの中から，推定に使用する 各寅物場所への 自宅からの距離及び. J~物坊所

に対するサンプルの買物利便性満足度及び交通利便性満足度の指僚が揃っ ている サンプルをJnl

出し， WAVE3とWAVE4のデータを用いて 2度以上アンケー トに回答 しているサ ンプルとi皮し

か調査に参加していないサンプルに分割して.それぞれについてモデルを推定 し. それらの!日j

にパラメータの相異があるかを検証する.

WAVE3 の各選択肢の効用関数は以下の (5.13 ) 式から (5 . 15 ) 式のよ う になり • WAVE.lに

ついても同様に定義されている.

u;!;γ=PZSLE3+ε:;ア (5.13 ) 

u;!?E3=PZJM+E刀'e3 (5.14) 

u:::;3二 sZ豆、e3十E::;3 (5.15 ) 

ただし.

u;!U3. u;!?'r3，U33;それぞれ SC，甲府市中心街，最寄りスーパーのWAVE3の効用

zp-ベZJmd，zre3;WAVE3での各選択肢の選択肢別変数

s;未知パラメータベクトル

これらの効用関数の誤差項にI.I.Dガンベル分布を仮定し，多項ロジット型の選択確率を定式

化し，それを尤度関数とする最尤推定法により未知パラメータを求めた.以下の表 5-7は調

査への参加回数が l度のサンプル (WAVE3ないしWA児 4において来訪者として初めて調査に

参加し次のWAVEで脱落しているサンプル)集合についての推定結果，表 5-8はWAVE3と

4の調査に両方とも参加したサンプルを用いた推定結果，表 5-9は調査への参加回数は考慮

せずに.WAVE3ないしWAVE4の調査に参加しているサンプル全てをプールした場合の推定結果

である.これらの推定では総ての観測された個人を独立とみなして推定をしている.また ス

ケールノぐラメータは 3章で Sp.RPモデルに適用したときと同様に WAVE3とWAVE4の誤

差項の分散の大きさの違いを調整するパラメータであり，以下の関係が成立している.
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表 5-7 調査参加回数が一度のサン プルによる推定結果 表 5-9 WAVE3と4に参加したサンプル総てをプールした場合の推定結果

変数名 推定値※ i
変数名 推定値※ l

sc定数項 0.380 (2.6) sc定数項 0.309 (1.7) 

中心街定数項 ー1.15(-3.0) 
中心街定数項 -0.863 (-2.4) 

距離 0.0083 (0.8) 距離 -0.0062 (-0.7) 

交通利便性満足度 0.113 (2.3) 
交通利便性満足度 0.175 (3.7) 

買物利便性満足度 0.117 (1.5) 
買物利便性満足度 0.0852 (1.7) 

スケールノてラメータ 1.77 (1.4)※2 
スケールノぐラメータ 2.05 (1.5)※2 

サンプル数 284 

0.490 p-
サンプル数 153 

0.250 p-

※ 1 () 内は t値 ※2 1を基準とした t値
※ 1 () 内は t値 ※2 1を基準とした t値
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表 5-8 WAVE3と4の両方に参加したサンプルに よる推定結果

距離

推定値※ l

0.0877 (0.3) 

ー1.13(ー0.1) 

ー0.0313 (ー1.1) 

0.426 (2.0) 

0.259 (2.0) 

0.837 (0.4)※2 

131 

0.808 

この 3つの推定結果を比較すると，調査に 2度とも参加したサンプルは定数項がいずれも 有

意でないが.サンプルをプールした場合は両方の定数項が有意になる.調査に一度しか参加し

なかったサンプルは距離のパラメータが正の値になったが， 2度とも参加したサンプルは有意

ではないが負と なった. 交通・買物利便性のパラメータは調査に一度しか参加しないサンプル

ではほぼ同等の値を持っているにも関わらず， 2度とも参加したサンプルは交通利便性の値が

変数名

sc定数項

中心街定数項

卓越している ことに気づく.スケールパラメータの推定値は， 1の場合WAVE3と4のスケール

交通利便性満足度

買物利便性満足度

(誤差項の分散)が同ーであることを示しているが 調査に一度しか参加しないサンプルでは

lより小さく. 2度とも参加したサンプルでは lよりも大きくなり 逆の結果を示している.

スケールノfラメータ
このように様々なパラメータでその違いが露見し，各パラメータについて t検定を行った結果

サンプル数

でもほとんどのパラメータが同一性を棄却され，サンプルを分離したモデルとサンプルをプー

ルしたモデルの尤度比検定によっても， 5 %の危険率で両サプグループの同一性は棄却された.

よってパネル調査に連続して参加するサンプルと， 一度きりしか参加しなかったサンプルでは

その選択構造が異なると思われる.

p-

※ 1 ()内は t値 ※ 2 1を基準とした t値
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5-3-3 確率的消耗モデルを用いたパネル分析

ここでは.パネル滞留をモデル化し，パネル消耗によるサンプルのバイアスを考慮した選択

モデルの構築を行う.徒案するモデルの基本的なコンセプトは，これまでのパネルアトリショ

ンの研究で報告されている「ノてネルから の脱落は確率的に生じ，かつ個人の属性や参加した

WAVEの数によって変動するJという結果を基に.各WAVE問の消耗確率がそれぞれ変動し.か

っ何人属性をモデルの説明変数として取り込めるモデルを提案し.消耗現象全体を包問的に扱

うこと が可能なモデルシステムの構築を目標とする. 具体的には機械などの故障発生確率をモ

デル化する際に良く用いられる生存時間モデルをベースにモデルを構築する .一般に生存時間

モデルは.以下の 3種類の仮定のいずれかに基づいている(脇本 (1984)) . 

1 )製品が使いはじめてから時間が経過するにつれて故障が起こりやすくなる.

2 )製品の故障の起こりやすさは使い初めてからの経過時間に無関係である.

3 )初期的な故障が出尽くして，時間が経過するにつれて製品の故障が起こりにくくなる.

一般にワイプル分布などを用いて分析される生存時間モデルは.上の 1)の仮定に基づくも

のである. 3)の初期的な不良による製品の故障は.時間が経過するにつれて初期的な不良が

出尽くして製品の故障が起こりに くくなるもので，パネル消耗が最初のWAVE問では特に消耗率

が高 く.徐々に消耗率が減少して最終的にはほぼ一定の人数に落ちつくという現象と類似して

いる.本研究ではそのような過去の研究の報告より，初期的な不良による製品の故障をパネル

消耗と類似の現象であると考え，パネル消耗分析に適用するものである. よって以下で初期不

良モデルを生存時間モデルに基づいて導出し，パネル消耗確率を与えるモデルとし.消耗確率

より求められた母集団でのサンプルウェイトを用いた，個人の誤差項の系列相関を認める選択

モデルと同時に推定する手)11買を示す.

( 1 )パネル消耗モデル

5-2で概観した既存の研究によると，パネルからの離脱確率は，個人がそれまで何回調査

に参加しているかによって変動し，パネル調査への参加回数が増えるにつれて離脱の割合は減

ってゆき.最終的には安定した状態に到達して行くと報告されている ものが多い(例えば， Wissen 

and Meurs (1989) ) .そこでパネル調査から離脱する行動を以下のように仮定する.個人が調
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査票を受け取った時点からパネル調査より離脱するまでの|時間は.一人一人異なるが.同 一の

分布に従っているとする.そこでM を確率変数とし，その密度関数をf(τ)，分布関放を F(て)と

すると，ある個人が調査票を受け取ってからτ時間経過したという条件のもとで.それに杭く微

小時間内にパネル調査より脱落する確率は. 企τが十分小さいとき，次式で、与えられる.

F(て+6τ)-F(τ) _ f(r) 
P(てく M くて +6τ 1M>τ)=

1-F(τ) 1-F(τj 

ここで、

f(τj 
h(τ)= 

1-F(τj 

(5.17) 

(5.18) 

とおくと ， h(τ)は.τ時点でパネル調査に滞留しているという条件のもとで続いておこる微小

時間にパネル調査から離脱する確率密度になる.そこで.先に述べたように初期不良による此

障のアナロジーに基づき ， h(τ)を時間の経過につれて調査から脱落する確率が減少する，つま

りh(τ)をτの減少関数

h(τ)=αx b-ar a， b>O，τ>0 

ただし，

a:サンプルが微小時間企τにパネルから離脱する確率に対する時間のパラメータ

b : h(τ)の分布形を定める定数

と定義すると， τ時点でノてネルサンプルが調査から離脱する確率の分布関数は

b-ar 1 
F(τ) = 1-exp(一一一一一)

lnb 1n b 

(5.19 ) 

(5.20) 

で与えられる.これはパネル調査からの離脱現象を連続時間で表す分布関数を表している.た

だし.ノてネル調査は時間に対し離散的であるため，離散時点τ-1までパネルに滞留し τ時点で

調査より離脱する確率は

Pr-1τ(dropout) = F(τ)-F(τ-1) (5.21 ) 

となる.既存の研究によると，個人がパネル調査に参加している期間は，個人や家庭の属性に

影響を受けていること(例えばWissenand Meurs (1989) )や，これまで参加したWAVE数によ

っても変動すること(例えば西井ら(1995・2))が，報告されている. これを ，h(τ)の分布形
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を定める定数bがサンプルの個人や家庭の属性によって異なることを意味しているものと考え.

個人flの属性ベクトルに影響を受ける変数 An乞非負条件を満たすようにロジット変換して

( 5.20)式に代入すると以下のような形に表される.

UCl=BZ:l+OF1 1+ε;:l (5.26) 

山 寸xp{ぷ7Jlj-
川ぷ;J11

ただし，

opt-u各個人の時点問で共通の誤差を表す項

E;i:各個人の時点問で独立な誤差を表す項

ー
l
l
l
k
f
l
l
J
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j
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n
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川
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一
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n
 

(5.22) とする.

ここで， (5.22)式で用いたパネル残留傾向の速いを表す変数A"を以下のように定義する.

この式に基づいて.個人nがある時点 tまでパネルに滞留し.かつ次のパネル調査に不参加と
An二 IXn (5.27 ) 

p:11叫 (dropout)= ~(t札)-FH (5.23 ) 

ただし，

Xn ノfネル残留に影響を与える個人nの属性ベクトル

r:未知パラメータ

なる確率 P，:.1.1+1(dropout)を求めると

となる.

ある時点 tで個人nの選択肢iに対する効用を以下のように定義する.

また.先に述べたように，パネル残留行動と選択行動の問に存在すると考えられる相関を.

パネル残留確率を変化させる変数Anと各時点の選択行動を規定する効用との問に共通の撹乱rJ{

を導入することによって解決する.つまり t時点の効用と AIIを，それぞれ以下のように定義 し

直す.

( 2 )選択モデル

u;t=BZ1i+υ;t (5.24) 

ただし.

UL:選択肢iに対する個人nの t時点での効用

~I.i: 選択肢iの効用に影響を与える属性ベクトル

u;i:個人nの選択肢iの効用に影響する測定不能な要因を表す誤差項

B:未知パラメータベクトル

u;t=BZ11+OPIi+λn+E;t 

~， =IX/I + λ/1 

(5.28) 

(5.29) 

ただし.

λ/1 .個人nの効用 U;tとパネル残留を規定する変数A/Iに共通の影響を与える撹乱項

ここで. 5 -2で述べたように同一個人から時系列的に得たデータには， 一般に系列相関と

状態依存が存在するため，各時点問で独立で同一の誤差項を仮定する のは現実的でない.そこ

でMorikawa(1994)で提案されている，誤差項を加法的に分解し，同一個人に時点問で共通の

誤差項と時点間で独立な誤差項に分解するモデルを導入する.具体的には時点 tの効用関数を

これらより， 2つの系列相関項8".，.と λHが既知のときの，時点 tで個人nの選択肢iの選択確

率は， ε;tにI.I.Dガンベル分布を仮定することで次の式のように表すことができる.

exp(Bz".i + 8n.，. +λ，，) 
凡(iI 8/1.'"人)=ゃ

芝exp(Bz".k+ 8n.k +λJ 
keCn 

(5.30) 

ULi=BZi十 θ/1，，.+εLi (5.25 ) 
ただし， C" は個人nの選択肢集合

とし.時点 t+ 1の効用関数を
パネル滞留確率についても同様の定式化により
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イ1.1+1(dropout) =尺(t+ 11λ，)一尺(tlλ，，) (5.31 ) ゆ=白白日刊|ZJ57即内)
Q(g) 

(5.34 i 

と変形さ れる.

( 3 )消耗バイアスを考慮した選択モデル
ただし

P(i I Z川向 :ßおよび~Z" ， i が与えられたときの選択肢iの選択確率

久:個人nが選択J]t[iを選択していた場合 1，それ以外o

H(g) : g層のサンプル中でのシェア

Q(g) : g層の母集団中でのシェア

Ng :gf吾に属するサンプル数

s:未知パラメータ

G:層の総数

パネルアトリションによるパラメータのバイアスを考慮した選択モデルの構築をこれまでに

定式化 したモデルを用いて行う. 5 -2で述べたようにパネルアトリションの影響によって.

ノてネルサンプルはWAVEが進むに従って調査に協力的なサンプルの拍出率が徐々に大きくなっ

た層別拍出に近似できると考えると，各WAVEでのサンプルアトリションを考慮した上での尤度

は.消耗傾向の同一な個人を同一の抽出層に属すると仮定し， 一般層別抽出標本による尤度と

同校の考 え方によって定義する.ここで一般層別抽出による尤度関数をBen-Akiva and Lennan 

( 1987)に従って定式化する.まず.g層に属する個人が選択結果"特性Zを有する尤度は (5.32)

式のようにgの条件付き確率となる.

対数尤度関数は (5.35)式のようになる.

f(i，Zlg) = f(i，Z)/ Q(g) (5.32) 
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P(iIZ，s) P(Z) H(g) 
f(i，Z) = f(i，Zlg)H(g) = (5.33) 

(5.35) 

(5.31 )式において右辺第 1項は，単純無作為抽出における対数尤度関数である.また. 第

2項及び第 3項はパラメータベクトルβを含まないので尤度関数の最大化には関係しない.第 4

項の母集団シェア Q(g)は一般的には求めることができないが.本研究では先に定式化したパネ

ル滞留モデルから，調査票を配った時点，すなわち本研究で言うところの母集団の人数の期待

値を求めることができ，疑似母集団シェアを計算できる. このように，このモデルシステムで

は生存時間モデルを用いて，最初から調査を拒否したサンプルの数を推定することができるた

め，通常は未知である母集団中の属性シェアを推定して サンプルウェイ下を求めることがで

きることに特色がある.

ただし，

f(i，zlg) : g層において選択結果i，属性Zを有するサンプルが得られる尤度

f(i，Z) :選択結果i，属性Zを有するサンプルが得られる尤度

Q(g) : g層の母集団シェア

である よって婦のサンフ・ル内シェアを H(g)とすると，あるサンプルが婦からのものであり，

かつ選択結果i 属性Zを有するという尤度f(i，Z)は. (5.33)式のようになる.

ただし，
パネル滞留モデルを用いて消耗確率が同一な層の t時点までのパネル滞留確率

p(iIZ，s) :属性Z.パラメータPのもとで選択肢iを選択する条件付き確率

P(Z) :属性Zの母集団分布

R.8(sfαy) = 1-~(t) ( 5.36) 

が与えられたとき，各時点でサンプル中のd吾のシェアと滞留確率の問に以下のような関係が成

立している.

である.よって全サンプルについての尤度関数は (5.34)式のようになり，

N. 
NA =-_1，8 

川仁(stay)
(5.37) 
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ただし，

No， g 調子正禁配布時点(以下WAVEO と呼ぶ)でのg~ヨに属する人数の推計量

N"g : T時点でのg屑の残留人数

この関係を用いるとd習のWAVEOつまり母集団でのシェアを以下の ように推定で きる.

N" 
Q(g)ニ τーよL

ェρ0，)
(5.38) 

この No，gはどの時点の値を用いて推定するかによって変動するため，本来的には各時点ごと

の値の平均値を用いることが望ましいと考えられるが，ここでは簡単のため.各時点ごとに ;jと

められる推計値を，各時点ごとの母集団シェアの推定値として適用する.このように得られた

Q(g)を用いて.系列相関およびパネルアトリションを考慮 した，g層に属する個人nのパネル調

査への参加・不参加と 全時点の目的地選択の同時確率は次のようになる.

ι= I II1 (~，-l に)，( ~~n ， T"川

ただし，

と，イII，{，(+I(stay Iん λn)P(X，，)H(g)

Q(g) 

c;.ftnj(ilZn，λn' ()n )P(Zn )H( g) 
v 

Q(g) 

T:個人nがパネルに滞留したWAVEの最大数

f(λ) :λの確率密度関数

f(め:()の同時確率密度関数

(5.39 ) 

(5.40) 

(5.41 ) 

ここで， (5.39)式中にはdが存在するが， これが仮想のWAVEOでの人数の推定値を用い

て.最初から調査に参加しなかったサンプルの割合を示している.最終的には (5，39)式 を

f(λ)， f(めにそれぞれ標準正規確率密度.多変量独立標準正規確率密度を仮定し数値的に積

分を評価することで.個人の選択確率をパラメトリックに定式化し，最尤推定法を用いて各未

知パラメータを推定することになる.この推定法による得られるパラメータは，総ての仮定が
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正 しいとすると 一致性を持つことができる.

5-3-4 パネル消耗によるバイアスを修正した買物目的地選択モデル

本節では， 5-3-3で定式化した消耗 ・選択モデルを 5-3-2で分析した rp!{.fパネルデ

ータを用いて特定化する.先に述べたように甲府パネルデータは.現在まで 7WAVEのデータが

t前っている.しかし， WAVE 1とWAVE2については只'物目的地選択に必要なデータが合まれて

いないことなどから， WAVE3， WAVE4， WAVE5のデータのみを用いてモデルを付与築する.

買物目的地選択のモデルは 5-3-2と同じ 3項選択とし，以下の同様な 3種類の説明変数と

scと中心街の定数項を導入した.

1 )自宅から買物場所への距離

2 )各買物目的地に対する回答者の交通利便性満足度指標 (1 0段階評価)

3 )各買物目的地に対する回答者の買物利便性満足度指標(1 0段階評価)

(5.27)式に示される消耗モデルの説明変数は パネル滞留行動に関連する属性を全て含む

ように設定されねばならないが，抽出層の数が，用いた説明変数の数とその属性のカテ ゴリー

数に応じて指数的に増えるため，今回の事例研究では，西井ら(1995・1)の研究を参考にして徐々

な特定化を行い比較検討をした後， 5-3-2でサンプル中の選択シェアの変動に特徴が見ら

れた性別と定数項の線形和とした.各WAVEで女性のサンプルはそれぞれ 10 0)し '18人， 3 

3人存在し，男性はそれぞれ 35人， 1 6人， 7人存在することになる.提案したパネルアト

リションモデルと系列相関を同時に考慮したモデルの推定結果を表 5-1 0に示した(以下モ

デル 1)，それぞれ変数名中の数字はWAVEの数を表している.また比較のため， 系列間関項を

導入し.性別を効用関数の説明変数として加えたモデル(以下モデル 2)と，系列~:目関項を導

入 し，性別を効用関数に用いないモデル (以下モデル 3)2つの推定結果をを表 5-1 1に示

した.

この 3つのモデルの効用関数の推定値を比較すると，モデル 1 (本研究で提案したモデル)は，

モデル 3 (性別を説明変数に用いないモデル)と似たパラメータの推定値を示している.これ

は女性ダミー変数を用いた消耗モデルによる重み付けが選択モデルのパラメータにそれほど影

響を与えていないためと考えられる.このことは表 5-1 1に示したモデル 2の結果で女性ダ
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ミーが有立なパラメータを持たないことからもいえる.ただ.モデル lをモデル 3と比較する

と.中心f1]定数項が有意でなかったものがモデル lではWAYE3とWAYE5で有意になった.同

じようにモデル lではスケールパラメータが iに対して有意となり .WAYEごとの誤差分散の差

異が明確ーに現れるようになった.モデル 2と3を比較した場合，モデル 2の推定結果は.サン

プルの 3/，1が友性であることからモデル 3の定数項を性別のパラメータと定数項に分解した

もti_になっていると見ることができる.その他にモデル 2と3の推定値の違いとして.モデル 2

の定数項がモデル 3と比較して総て小さ くなる方向に変化している. これは性別のパラメータ

が正であるために生じたことと思われる .消耗モデルについて考察す ると，モデル lのパネル

残留モデルの女性ダミーのパラメータ の符号が正になっている.この こと は.女性がパネルに

残留しやすいことを示しており ，先に行った集計分析で予想された結果に一致する符号である.

このパオ、ル残留モデルを取 り出 して各WAVEごとの残留確率を計算すると 実際の女性の残留率

表 5-1 0 パネル消耗 ・目的地選択同時推定モデルの推定結果 (モデル 1) 

変数名

sc定数項 3

sc定数項 4

sc定数項 5

中心街定数項 3

中心街定数項4

中心街定数項 5

距離

交通利便性満足度

買物利便性満足度

スケールハ。ラメータ34 

スケールハ07メータ35 

ア トリション定数

↑生別ダミー ※3 

a(定数)

観測数

推定値※ l

1.02 (4.8) 

0.630 (2.5) 

ー0.0834(-0.4) 

ー0.582(-2.1) 

0.349 (1.2) 

-2.21 (-2.2) 

ー0.577(-6.3) 

0.122 (2.2) 

0.264 (3.6) 

1.92 (2.6)※2 

0.658 (1.5)※2 

1.93 (8.7) 

1.66 (7.0) 

0.540 (122.7) 

239 

※ 1 : 0内は t値 ※2 性別ダミー:女性 1，男性O ※3 : 1を基準とした t値
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がWAYE3からWAVE4にかけてが 48%. WAVE，lからWAYE5が 68.8 0らであるのに対し.

モデルから計算される推計値はそれぞれ 57.8 %. 5 i. 1 %であった.男性の実際の残fRJ容は

45.7%. 43.8%であるのに対し，モデルの推計令官はそれぞれ 5.1 . i 0 0 • 5 2 . 2へ}などと

なり.このモデルによる予測値はサンプル全体の残留率の特徴が薄れ，平均をとったような値

になっていて，あまりモ デルの推計精度が高いとは言えない.ここで.本モデルの特徴である

事前消耗率から計算さ れる.事前残留率の値をみると女性で 57.8%男性で 56 . ~ oc，残倍する

と推定された.これは表 5-2に示した値と比べてかなり大きなft(Jであり 消耗モデルのフイ

ットがあ まり良くない原因はこの事前消耗平による可能性が高いと思われる.これは配布数を

モデル推定の1;祭の情報と して用いなかっ たことが原因となっていると，Uわれるため.配布欽を

表 5-1 1 効用関数の説明変数に性別を加えたモデルと加えないモデルの推定結果

(モデル2及びモデル 3) 

変数名

sc定数項 3

sc定数項 4

sc定数項 5

中心街定数項 3

中心街定数項 4

中心街定数項 5

性別 (SC)※ 2 

性別(中心街)※ 2

距離

交通利慢性満足度

買物利便性満足度

スケールハ。ラメータ 34 

スケールハ。ラメータ 35 

観測数

P2 

(モデル 2) 

推定値 (t値)※ 1

0.722 (1.94) 

0.279 (0.69) 

-0.550 (ー0.73)

ー1.25(-2.l4) 

ー0.265 (-0.48) 

-3.57 (-1.84) 

0.438 (1.16) 

0.816 (l.50) 

-0.571 (-4.54) 

0.106 (l.99) 

0.263 (3.30) 

2.62 (0.87)※ 3 

0.533 (1.86)※ 3 

239 

0.255 

(モデル 3) 

推定値※ 1

1.04 (5.15) 

0.654 (2.13) 

-0.176 (-0.28) 

ー0.584(-1.51) 

0.367 (1.00) 

-2.53 (ー1.72)

ー0.604(-5.07) 

0.124 (2.24) 

0.286 (3.55) 

1.78 (1.00)※3 

0.599 (1.58)※ 3 

239 

0.258 

※ 1 : 0内は t値 ※2 :性別 ダミー:女性 1，男性O ※3 1を基準とした t値
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外生的に与えることができる形にモデルを改良することでその適合度の改善は行えると考えら

れる.モデル全体としての適合度指標はアトリションを考慮したモデルの場合，消耗li(g率や仮

定1のサンプルの消耗現象を含めた尤度最大化を行っているため.通常の尤度比指標をJ日し】るこ

とができないため.表に示してはいないが，効用関数についてはそのパラメータの推定他から.

モデル 3と同程度の適合度は確保していると考えられる

5-4 本章のまとめ

本研究はサンプルのア トリション現象をモデル化することで，パネルサンプルのアトリショ

ンによるバイアスを修正するモデルの提案を行った.そのとき，最初から調査への参加をje:否

したサンプルの行動をモデルシステムの中に組み込み，その影響を考慮したパネルサンプルの

重み付けを行った.具体的には，サンプルのパネル調査への残留傾向に影響する属性の線形和

を用いてパネル消耗(滞留)モデルを構築し，それより母集団での属性シェアを定式化し層

別抽出によるサンプルの重みを考慮した尤度関数に適用して，アトリションの影響を考慮した

ノてネル消耗(滞留)モデルと選択モデルの同時推定システムを構築した.そのとき，パネル残

留に影響する潜在変数と時系列的選択の効用関数に個人特有の誤差項を導入し， 2つの行動が

相関した場合の影響をパラメータの推定量から除去した.

事例研究として，甲府パネ ル調査の買物目的地選択データを用いて，性別を消耗モデルの説

明変数として採用したモデルを推定し，個人の性別を効用関数に導入したモデルや，性別を情

報として導入しないモデルと比較を行った.提案したモデルは，ほとんどのパラメータが性別

を説明変数に用いないモデルと同様の値を示したが，性別を説明変数に導入するだけでは起こ

らなかったWAVE問のスケールパラメータや中心街定数項の推定値が一定の変化をした.このこ

とから.提案したモデルは.説明変数を追加するモデルによる推定値の変化とは異なるパラメ

ータのバイアスの修正が行われた可能性があると言える.ただし，本研究はたかだか 3回のパ

ネル調査のデータを用いてモデルを推定したものであって，パネルの消耗(滞留)状況はこの

先に異なった変化があることが予見され.パネル滞留モデルの信頼性はその説明変数の少なさ

とともに未だ高いとは言えない.現に配布枚数を情報として用いない今回提案したモデルでは

事前消耗の確率をほとんど説明しき れていなかったため，消耗モデルの適合度は全体として大

変悪いものとなった.これらを考慮した上で，事例研究を通じたより一層のパネル滞留モデル
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の改善の必要性があると考えられる.また.提案モデルは例人を属性別にカテゴリ 一分けした

上でそれぞれの消耗率を推定する構造になっているため.規定カテゴリーを培やすことで計算

負荷が指数的に増加して行くことも，改善の余地を残している.

また.これとは別にパネルデータに特有に存在する各種のバイアスの問題もあるため.それ

らの現象犯握とともに包括的なパネルデータを用いたモデルを情築することが今後の課湿にな

ってくると考えられる.例えば，近年社会統計分野で発展のある欠損ftftデータの処FH技法を援

用したモデル分析をパネルアトリション分析だけでなく，不備回答などの有効サンプル減少の

原因となる問題の解決に用いることも有望な展開であると考えられる.今回事例研究に使用し

た甲府パネル調査は調査開始から 7年を数える国内でも最大規模のパネル調査であり 7年の

聞には変化を起こしている社会経済環境もある.甲府パネル調査はリフレッシュサンプルを精

力的に追加して.社会環境の変化によるサンプルのバイアスを防いでいるが，調査資用の観点

からも.そのようなサンプルバイアスの除去も長期に渡ることがあるパネル調査には必要な方

法論であることは間違いない.

技術的な問題として.系列相関をモデル中に導入する際に，積分を伴うため計算負何の増大

も今回の計算を進める上での問題点としてあげることができるが 現在のめざましい計算機の

能力の発展によって解消の可能性はある.ただし パネル調査は回を 重ねる毎にパネルサンプ

ル l人当たりの情報量は増え続けることや，より包括的な動的モデルを構築するときには， よ

り一層の計算負荷がかかると思われるため，今後実用性を視野に入れていく場合に，この問題

は計算機の発達に頼ることなく解決する必要性がある.

これらのようなまだ多くの課題を抱えてはいるが本章で提案したモデルは，パネルアトリ

ションと無回答によるバイアスを包括的に取り扱うためのモデル研究の端緒として，意義のあ

る結果を残すことができたと考えられる.
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第 6章研究のまとめと今後の課題

非集計分析がわが国に本格的に紹介されて以来，交通行動分析に限らず.非集計モデルを qj

いた研究は.わが国の土木計画学研究の中で.大きなシェアを占めてきていた.その72;去には.

社会資本の整備の進展に伴って，政策のより詳細な効果を知る必要性がでてきたことなどの.交

通計画におけるニーズの面と，小サンプルでのモデル情築が可能であるという利点と.幼11j )I -~ 大

化原理という明快な理論的背景による，あらゆる局而での j適直用のしやすさ といつたモテデ~)ルレの将f

による面が存在する.これらが相乗的に反映した結果として，理論的??;去を無視して安易にJI-:集

計分析を適用した例も見られ.それらの反動として非集計分析に対する批判も増えた.本研究で

は，そのような反省のもと， 1章でこれまでの非集計分析の研究の流れをレビューし今後の允展

の方向を見極めた上で，非集計分析の更なる進展を目指して， 1章で示した消費者意思決定過程

のパスダイヤグラムに基づいた交通行動のモデリングを行うことを 目的とした.具体的には.以

下の 3つの分析フレームで研究を行った.

1 )非集計行動モデルに.主観的・潜在的な要因を取り込んだモデルの構築

2 )個人の異質性を考慮した非集計モデルの構築

3 )パネルデータを用いて，誤差項の系列相関を考慮した非集計行動モデルの構築

これらの分析フレームは いずれも 1960年代後半からの交通行動の意識データ活用法の

展開及び1980年代からの動的分析に端緒を発した研究の流れ (pぉ (1990))のけ1にあり.

いまだ実用化がされていない交通行動分析の重要課題である.以下，上記の分析フレームに沿っ

てそれらの研究成果をまとめ，本研究で得られた結論を述べる.

1 )非集計行動モデルに 主観的・潜在的な要因を取り込んだモデルの構築

交通行動モデルに主観的・潜在的要因が重要であるとの指摘は 古くから行われていたが.

非集計モデルの背景となるランダム効用理論と整合性を保ちかっ理論的背景が明確な分析手法

が提案されていなかった.そこで本研究ではマーケテイングリサーチの分野で用いられる， 消

費者意思決定構造のパスダイヤグラムをベースとして，近年普及してきた多変量解析手法である

線問薄造方程式モデル (LISRELモデル)を用いて，快適性，利便性という 2つの知覚値を非集

計モデルの説明変数として用いたモデルを提案した.このとき 同じ分析フレームで以下の 4つ

の推定方法を試みた.
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. LISRELモデルと非集計モデルの段階的推定法 -線形t1年j圭方程式モデルによって得られた潜在的態度を用いて俗伝セグメントモデルをパネル

-認知的不協和を考慮した段階的推定法
データに適用するアプローチ.

. LISRELモデルと離散型選択モデルの同時推定法
このうち.複数 SPデータを用いた個人パラメータによるセグメンテーションは.件られた

各セグメント内ではパラメータは均質であり，セグメント問では互いに異なることが統計的に検

-生日党イ直j-fit;~ の離散性を考慮した同時批定法
定された. しかし個人の帰属するセグメントが， 実際に利用した交通機関に依存していること

その結果として. ，1つの推定法から得ら れた主観的・ 潜在的変数は， いずれも選択モデル中
が確認され.s pデータの収集方法に原因を持つバイアスの存在が否定できないという キr'fQ~にな

で有意なパラメータを持ち，その有効性が確かめられた.ただし，各推定方法の問では線形構造 った.よってこのアプローチを採用する場合には， s pデータ収集j去の検討を行う必要'1告がある

ノ7程式モデルの推定パラ メータに違いが見られた.その速いは主に段階推定と同時推定の違いに と言える ( 3章)

依存し複雑な MIMCモデルの推定に対する統計的性質の違いが原因と思われる.段階推定と
i普在的態度変数に基づくセグメンテーションを複数SPデータに適用したアプローチでは.

比較して，統計的性質-データの性質上の観点からより優れていると思われる同時推定モデルが.
各セグメント内でパラメータは均質でかつセグメント問では互いに異なる.セグメントを )Q定す

線形構造方程式モデル部だけを取り上げた場合の適合度が悪くなるなど，それぞれの推定方法に
る潜在的態度変数と整合性のある潜在セグメントが得られた.このアプローチは.先の個人パラ

は一長一短があり.優劣を判定することはできなかった.ただし.認知的不協和の影響を考慮し
メータアプローチと比較して，データ収集が容易で，統計的性質にも問題がないなどの俊れたj

た段階推定によって得られた結果は，認知的不協和解消行動による知覚値指標のバイアスの存在
が存在するが.セグメンテーションに用いる潜在的態度変数と分析対象となる非集計モデルに

を示唆しており.このバイアス解消をモデルに組み込む必要性があることが確認された. (2章)
用いた説明変数に関連性がない場合には，そのセグメントの評価が困難になるという問題点が存

2 )個人の異質性を考慮した非集計モデルの構築 在する. ( 3章)

交通行動分析に用いられる非集計モデルは， 一般的に母集団を同ーの効用パラメータを持つ
先に得られた潜在的態度変数を用いて 潜在クラス分析の応用である潜在セグメントモデル

均質な集団 と仮定しているが.近年非集計モデルの分析対象の変化に伴い，個人の異質性を明 を複数 SPデータに適用するアプローチではセグメントを規定する潜在変数から予怨されるよ

示的に考慮する必要性が高まってきている.そこで本研究では以下に挙げる 5つのアプローチに
うな解釈の容易な潜在セグメントが得られモデル自身の適合度も非常に高いものとなった.た

よって.非集計モデルに個人の異質性を取り込むための手法の開発を行った. だし このアプローチは，推定するための尤度関数が複雑となり，得られた推定値が定義域全体

複数SPデータを用いて個人ごとにモデルを推定し，得られた個人のパラメータを基準とした での最大の尤度をもたらす点である保証はなく，セグメントを規定する潜在変数を，非集計モデ

セグメンテーションによるアプローチ. ルの説明変数と関連性のないものを用いた場合には，得られるセグメントに整合性が無いなどの

-アンケート調査によって得られた態度指標を用いて，個人の潜在的態度を推計し，それを用い
問題点はある.しかし.このアプローチは個人ごとのパラメータの違いを構造化したものとなっ

たセグメンテーションを行い 複数SPデータに適用するアプローチ.
ているため.個人からそれほど多くの情報を得る必要性がなく 個人の異質性を考慮するために

は有効な手法と考えられる. ( 3章)

• ?替在的態度変数を用いた潜在セグメントモデルを複数SPデータに適用するアプローチ.

複数SPデータを用いてその有効性を確認した港在セグメントモデルを， 同じように同一個

-同じ客観的な属性を用いて，アプリオリセグメントと潜在セグメントモデルをパネルデータに
人から複数の観測を繰り返すことを前提とするパネルデータに適用した.ここではまず，向ーの

適用し， その比較を通じてそれぞれの特長を探るアプローチ.
客観的変数を用いて， アプリオリセグメントと潜在セグメントモデルを推定した.その結果.両
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-hの全体としての白由度修正済みの適合度は.同じ量の情報を用いたにも関わらず i問主セグメ

ントモデルの万がlfZくなった.潜在セグメントモデルによって摘出された潜在セグメントは.ア

プリオリセグメントと同僚に解釈の容易なものとなり.パネルデータに付しても潜荘セグメント

モデルの有効性は確認できた. ( 4章)

先に校以 SPデータを用いて行ったものと同検のアプローチで，1許ft的態度変数を!日いた 符

イJ:セグメント分析を，パネルデータを用いた個人の異質性 を考慮する事例研究の2つめとして行

った.その結果.セグメントを規定する潜在的態度変数と矛盾しないi'tr:r'Eセグメントがflll出され.

迎合皮も非常に高い推定結果が得られた. ( l!章)

3 )パネルデータを用いて.非集計行動モデルに時間的要素を取り 込んだモデルの構築

ノてネルデータは個人の時間的な変化による特性を含むことができ. 交通行動を動的に分析す

るためのソースとして 近年交通行動分析の分野で非常に研究が盛んである.本研究では，パネ

ルデータを個人の異質性を考慮したモデルに，同一個人から得る情報量の多さというパネルデー

タの特長を生かして適用したが，パネルデータには.同一個人から繰り 返 しデータを採取するこ

とに伴う欠点 も存在する.それが，系列相関の問題であり.パネル消耗バイアスの問題である

パネルデータ の欠点は他にもいくつかあるが，本研究ではこの 2点に的を絞り.パネルデータを

用いたモデル構築を行った.

パネルデータは同一個人に時点を変えて観測を行うため，非観測要因が時間的に安定した構

j去を持っていた場合， 独立性と同一性を仮定する非集計モデルの誤差項に，同一個人内で時系列

的な相関関係が生じてしまう.この相関関係は，個人ごとに異なるため.個人の非観測異質性の

問題ともリンクしてくるものである.そこで本研究では，同一個人の誤差項を時点問で共通なも

のと時点問で独立なものに分解する手法を採用し，系列相関を考慮した非集計分析を行った.パ

ネルデータを用いて.潜在セグメントモデルと同時に系列相関を考慮した事例研究の結果からは.

系列相関を考慮する・しないに関わらず，潜在セグメントモデルの推定パラメータにそれほど差

が無かった.つまり.時間的に安定した構造を持つ個人の非観測異質性が効用パラメータに与え

る影響は.それほど大きくないことが確認された. ( 4章)

パネルデータには.同一個人から一定の間隔を置いて繰り返し観測を行うため、サンプルが

徐々に減少して行 くというパネル消耗の問題がある.これもサンプルの非観測要因 (異質性)が.
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選択とパネル滞在の双方に影響することによって引き起こされる問題である.そこで本研究で、は.

その非観測異質性を系列相関項として考慮したモデル悦築を行った.このとき.パネル消同の11U

題と パネル調査にi浪らない問題である調査の初期回収時の持回答を.Hーの行動lQ:J1H によI~づく行

動であると仮定し調査への不参加行動を包括的に取り扱うフレームで分析した.この仮定を iJZ

入することで.母集団の構成が不明な場合でも.母集団での属性分布をilむをすることができ.各

サンプルの母集団と比較したサンプルウェイトを求めることができる.パネルデータをJTJし、て・Ji

例研究を行った結果では.本モデルは消耗を規定する変数がそれほと、有効で、なかっ たことと.調

査の回収率を情報として用いない構造のモデルとなっていたため，期待していたほとごの効果は件

られなかった. ( 5章)

本研究では.当初の研究目的に添って 3つの分析フレームに基づいて研究を行った.その結

果 r非集計行動モデルに主観的・潜在的な要因を取り込んだモデルの構築Jr何人の呉11性

を考慮した非集計モデルの構築」については，本研究で提案したモデルの有効性と現実的な適用

性はいくつかの事例研究を通じて確認でき.方法論的に一定の成果を残すことができたと考える.

ただし.知覚値・態度データや SPデータなどのデータそのものの特性について本研究では深く

検証を行っていない.本研究の分析フレームが実用的に用いられるためには， 2章で示したよう

な，認知的不協和バイアスに限らず，これら様々な意識データの採取方法や質問設定によるバ

イアスの性質を明確にする必要がある.そのためには今回用いたものとは別のデータを用いた

事例研究を積み重ねる必要がある.また， rノマネルデータを用いた，動的な非集計行動モデルの

構築Jに関しては 5章で行ったパネル消耗バイアスのモデル論的研究が提案したモデルに改

善の余地を多く残すものとなり，今後パネル消耗モデルの改良に重点を置いた更なる研究が必要

である.ただ.これまで.消耗バイアスに関する研究に比べて，無回答バイアスに対するモデリ

ングアプローチはほとんど存在していない.本研究はその意味で.無回答バイアスに対するモデ

リングアプローチの端緒となる足がかりを残せたと言える.

ここで，本研究での成果をベースとした今後の研究課題を 3点指摘して，本研究を閉じる.

1 ) 本研究で提案した新たなモデルについての予測能力の評価は， 主に非集計分析で用いら れ

るMcF泣:enの戸2 (Ben-Akiva and Lerman (1985) )を用いて行った. しかし.これの統計

的性質はいまだ明確でない.そこで.近年コンビュータの処理能力の上昇に伴って実用的

になってきた，マイクロシミュレーションを用いたモデルの予測能力の評価を行うことが，

165 



今後必要となる研究課題である.

2 )本研究は各市の成果が.十分他の章に反映されているとは言い難い.そこで，各章での成果

をもとに，意思決定情造を明示的に取り扱った動的な交通行動モデルシステムの包話的な

併築が望まれる.この研究を始めた頃に比べて，この数年のコンピュータの処理能力の飛

践的上昇に i~l:い，モデル推定・予測の計算負荷は十分実用的な水準に達しつつあるため.

包括的モデルシステムの構築が今後の研究の課題とされる .

3) 1章で提示した消費者意思決定構造のパスダイヤグラムは.その一部を提示したもので，他

にも意思決定にはいくつかの要因が影響を与えている .例えば，選択肢集合の違いが選択

に与える影響である. 1章で指摘したように，選択肢集合形成過程に関する研究は，いま

だ発展途上である.本研究で提案した個人の異質性を考慮したモデルや潜在的要因を考慮

したモデルは，選択肢集合の異質性にも適用が可能なものであり，この研究で得られた知

見を選択肢集合の異質性の問題に適用することは十分実用的であり，今後の研究課題とし

て提示できる.
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